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はじめに  

本研究は，1995年1月17日に発生した阪神・淡路大震災の後，1996年皮より文部  

省科学研究費補助針重点領域研究（B－1）課題番号08248109（研究代表者：村上鹿直）  

「地震被災危険度のマクロゾーネイション」，現在，文部省科学研究費補助金・特定領  

域研究鱒－1）課題番号08248109（研究代表者瀬上鹿直）「地震被災危険度のマクロゾー  

ネイション」の中心的な研究として，1996年皮から1999年度の4年間という研究期  

間の中で進めてきた研究である。   

阪神・淡路大震災は，内陸直下型の大規模地震が大都市を襲った初めてのケースで  

あり，神戸市を中心として多くの死傷者及び建物倒壊，高速道路や一般道路の損壊等  

の大きな被害を出した。その教訓から，本研究は活断層，構造物の耐震性，交通シス  

テム，災害情報等の研究とともに，今後の地震対策の必要不可欠な内容として位置づ  

けられた。これまでの地震対策は，主に建物の耐震性強化等，都市内部の細かい，部  

分的な対策を中心に進められていた。また，市町村地域防災計画の制度を基本とし，  

ほぼ全国一律の地震対策が自治体を中心として進められてきた。しかし，日本国土は  

南北に長く，気候，地勢，風土等の様々な地域的な特徴があることから，地震による  

被害の様相も異なる。   

そこで，本研究では，直下型地震発生による被害から，その対応までの時間的なス  

ケールを考慮し，直下型地震に影響を及ぼす，日本全土の地域的な特徴を把達するこ  

とによって，それぞれの地域での地震対策の指針となるような研究として位置づけて  

いる。   

本研究では，地震対策における「マクロ」な見地による都市の分析に焦点をおき，  

阪神・淡路大震災の事例を中心とした事例調査，日本全国各地でのアンケート調査，  

ヒヤリング調査，現地調査等4年間の研究成果としてまとめたものである。  

2000年 3月  

浦川豪   



萌1葦序論  

粛J卓  

屋窟   



第1童序論  

第1章序論   

1－1研究の背景・目的  

我が国は関東大震災（1923年），近年では阪神・淡路大震災（1995年）等世界的に  

見ても頻繁に国土の各地で大規模な地震の被害に見舞われている。地震による被害の様  

相も，発生地域，建物や構造物及び人口等による都市構造，時代等によって異なり，阪神■  

淡路大震災では，都市直下型地震によって神戸市が甚大な被害を受け，大都市の地震  

による脆さを示した結果となった。   

また，都市直下型地震は，今後日本のどの都市で発生するかは予測できず，特に大都市  

では大規模な被害を受ける可能性が高いと考えられる。   

しかし，これまでの地震対策は建物単体や道路等構造物の耐震性向上というハード  

面の対策に重点が置かれ，「都市」というスケールの中での構造物，人，時間といった  

関係性を視点に入れた都市防災対策が欠如していた。同時に，自治体を中心とした地  

震対策は，市町村地域防災計画を基本方針とした全国一律の制度に基づき進められて  

いる。今後の地震対策は日本全国での地域的な特徴を反映させた項目，指標等を制度  

の枠組みの中に取り入れることが必要である。   

本研究では，「マクロ」（自治体単位のスケールを最小単位とした相対的な都市の比  

較）というスケールに着日した。そして，様々な都市が持っている地震災害の影響要  

因となる特性のうち，都市によって大きく異っている特性を抽出し，その特性によっ  

て地域的な特徴を明らかにすることは，各自治体の政策等の指針になると考えられる。   

さらに，本研究では，「マクロ」な視点から直下型地震に関する都市の特性を分析す  

るとともに，都市内部での地震対策の検討（「マイクロ」な視点からの地震対策）を行  

い，GIS（地理情報システム）の有効的な活用法を提示することによって，日本全国  

での「マクロ」な都市の分析と，都市内部での「マイクロ」な地震対策の関連性を検  

討するものでる。  

Ⅰ－1   
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1－2研究の概要   

本研究は，自治体を中心とした地震対策が，市町村地域防災計画を基本方針とした  

全国一律の制度に基づき進められていることに対する問題点を提起し，「マクロ」（自  

治体単位のスケールを最小単位とした相対的な都市の比較）というスケールに着目し  

た都市の地域的な特徴を分析している。   

ここでは，日本全国での災害対策の指針となっている，市町村地域防災計画のしく  

み及びに各自治体が実施している被審想定のしくみを取り上げる。   

1・2・1市町村地域防災計画のしくみ  

市町村地域防災計画性l）は1961年に交付された災害対策基本法に基づき，制定される  

ことになっている。災害対策基本法には第42粂にその旨が記載されている。  

「市町村防災会議（市町村防災会議を設置しない市町村にあっては，当該市町村の市  

町村長。以下この条例において同じ。）は，防災基本計画に基づき，当該市町村のの協  

議会は，防災基本計画に基づき，当該市町村の地域に係わる市町村防災計画を作成し，  

及び毎年市町村防災計画に検討を加え，必要があると認めるときは，これを修正しな  

ければならない。この場合において，当該市町村地域防災計画は，防災業務又は当該  

市町村を包括する都道府県の都道府県地域防災計画に抵触するものであってはならな  
い。」また，「市町村地域防災計画は，次の各号に掲げる次項について定めるものとす  

る。一．当該市町村の地域に係わる防災に関し，当該市町村及び当該市町村の区域内  

の公共的団体その他防災上重要な施設の管理者の処理すべき事務又は業務の大綱二．  

当該市町村の地域に係わる防災施設の新設又は改良 防災のための調査研究，教育及  

び訓練その他の災害予防，情報の収集及び伝達，災害に関する予報又は警報の発令及  

び伝達，避難，消火，水防，政敵救軌衛生その他の災害応急対策並びに災害復旧  

に関する事項別の計画三．当該市町村の地域に係わる災害に関する前号に掲げる措置  

に要する労務，施設，設風物資，資金等の整胤備蓄，調達，配分，輸送，通僧等  

に関する計画臥 前各号に掲げるもののほか，当該市町村の地域に係わる防災に閲し  

市町村防災会議が必要と認める事項」等（文献1）より引用）  

市町村地域防災計画は，国の制定する法律に従い，都道府県，市町村が作成すること  

が明記されており，地震対策を含む自治体の災害対策は必然的に，日本全国で同一の  

フォーマットになっている。実際の地震発生時に，市町村地域防災計画を効果的に利  

用できるような内容にするためには，細部の検討とともに，本研究の主旨であるそれ  

ぞれの地域的な特徴を全国同一フォーマットの中にもり込むことが重要であると考え  

られる。   

市町村地域防災計画の内容は上記にしたがって，主に，以下に記載する計画項目と  

内容で構成されている。   

（総則）計画の目的等計画の基本方針，市町村の自然・社会的条件，過去の地震災春  

草例，被害想定専，防災関連機関の業務の大綱等  

（災害予防計画）地震による被害を防止させる計軌地域防災拠点，地域医療体札  

広域避難所の整備等の整備計画等   
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（災害応急対策計画）災害対策本部の設置，磯月の配置，情報収集等緊急時の活動内  
容，方法を記載  

（災害復旧計画）復旧時の，市長村民，街の復旧に関する内乱方法を育己載   

1・2－2地産被害想定  

地稟被害想定は，地域防災計画立案のための基礎資料となるもので，地域防災計画  
の級別に記載されているケースが多い。その内容は，主に地震の規模（震度），最大加  
速度等と地盤から，地震による揺れを算出し，建物データ等と組み合わせることによ  

って，人的被害（死傷者数等），建物被害（全壊及び半壊棟数）を算出するものである。  
また，液状化や地震火災（出火件数，消火件数，焼失面積）による被軋津波，ライ  
フライン被害等の被害想定も行われている。（囲1－2－1，表ト2－1参照）   

近年では，GIS（地理情報システム）を利用した被害想定システムの構築している自  
治体も増えている。   

図ト2－1一般的な地異被害想定調査の流れ（文献3）より引用）   

表ト2－1地震波善想定調査の主な項目とその内容（文献3）より引用）  

Ⅰ－3   
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1－3研究要旨  

第1章では，阪神・淡路大栗災に代表される様々な地震による被蕃や教訓から，こ  

れまでの地雇対策が建物の耐震性強化等ハ←ド面の対策を中心に行われていたこと等，  

自治体を中心とした直下型地震対策における開港点を捷起し，日本全国での，「マク  

ロ」（自治体単位のスケールを最小単位とした相対的な都市の比牧）というスケールで  

の地域的な特徴を反映した地棄対策の重要性を述べた。   
また，日本全国での地震対策を含む災専対策の指針となっている，市町村地域防災  

計画のしくみ及びに各自治体が実施している被害想定のしくみを取り上げた。   
第2章では，日本全国から入手した市町村地域防災計画（自治体の地稟対策の指針  

として用いられている）の内容を比較・検討するとともに，その間遠点を碇起した。  

同様に各自治体が実施している，地震被書想定の内容についての考察を行った。   

次に，日本全国の市町村地域防災計画を比救することによって問題捷起した内容を  

ふまえ，本研究のマクロゾーニングの概念及び手法について述べた。「マクロ」な視点  

からの，直下型地震における都市が持つ地域的な特徴の分析を「マクロゾーニング」  

と位置づけ，マクロゾーニングを構成している諸要素（直下型地層における，都市が  

共通に持っている要素）を整理した。   

次に，地寮発生以前からの時間的なスケール（地棄発生以前から復興に至る長期的  

な時間スケール）を考慮した評価軸を設定（「都市のダメージ」，「都市の被者軽減能力」，  

「アクセスビリティー1サポートビリティー」，「都市の回復力」）し，その内容を明記  

するとともに，以降の郡市を評価するための聴針を示した。   

また，ここでは18飢率濃尾地震から19粥年阪神・淡路大震災までに発生した死者  

の被害が出た大地震による被害を受けた都市及び政令指定都市26都市の一部を含む都  

市を，日本全国で選択した。   

第3睾では，リモートセンシンダを利用した「郡市のダメージ」評価を行った。直  

下型地震が発生による被害を拡大につながる要因及び被客を軽減させる要因を，阪神・  

淡路大栗災等の過去の地茨災春草例から分析し，要因分析から都市を評価するための  

データを抽出し，因子分析を用いて，「都市のダメージ」評価を行った。   

その際，リモートセンシンダの効果的な利用を考え，その能力から直下型地熱こよ  

る被害を軽減する要因となる，オープンスペースを抽出等の利用が効果的であると考  

えた。リモートセンシングを利用する己とによって，建物等の絆細な判別は不可能で  

あるが，オープンスペース（市街地の森札草地，裸地等）に着目することによって，  

そのの配置，絶対量等の詳細な分析を行うことができる。また，その他，板書を軽減  

させる要凶及び被琶の拡大につながる要因である建物等他の統計データとともに因子  
分析を行うことによっで㌻都市のダメージ」を評価した。   

第4牽では，「都市の被審軽減能力」評価を有った。住民側から見た都市の潜在的被  

害軽減能力は，地農に対する住民の意識，地域コミュニティーから生じるものである  

と考え，都市居住者の防災意識と地域コミュニティーに関する瀦査研究を進めた。   

アンケート調査により，地震発生時の都市居住者の潜在的な被災軽減能力に影響す  

ると考えられる，住民の防災意識，地域コミュニティーについて，調査患果の分析と  

相貌貴滋淀激浪  済 
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都市の分類を行った。アンケート調査結果から，日本全国の都市の地域性を明らかに  

するとともに，既存の統計データとの相関を分析することで，防災意識及び地域コミ  

ュニティーに関する，日本全国を相対的に比較できるような定量化の手法を検討した。   

日本全国同一の方法で，定量化が難しい防災意識や地域コミュニティーといった項  

目を定量的に評価し，「都市の被害軽減能力」と位置づけた。   

第5章では，直下型地震によって都市が被災したと想定し，壇期間（約72時間を想  

定）のうちに被災都市が周辺都市から救援・救助を受けられる可能性，受け入れられ  

る可能性を，海上交通と陸上交通から選択した都市に対して，「アクセスビリティー・  

サポートビリティー」として相対的に評価した。   

海上交通・陸上交通の「アクセスビリティー・サポートビリティー」とは，都市が  

直下型地震によって被災したことを想定し，被災都市が短期間で周辺都市から救援・  

救助を受けられる可能性と周辺都市からの救助を受け入れられる可能性を，被災都市  

を中心とした広域的な視野に立ち，被災都市の粗阻周辺都市の規模，ロケーション，  

アクセス等の都市間の関係から海上及び陸上において都市を評価したものである。直  
下型地震直後の緊急対応に着目し，阪神・淡路大震災での海上交通と陸上交通の救援・  

救助の事例を調査し，影響する要素を抽出した。事例調査から抽出した影響要素から，  

被災都市と周辺都市の位置関係（ロケーション），被災都市と周辺都市の親模，都市間  

のアクセス等に相当するデータを既存の統計資料等から抽出し，救援・救助に関する  

相対的な指標を作成した。   
この指樗から「アクセスビリティー・サポートビリティー」による都市の比較，類  

型化を行い，都市の救援に関する地域的な特徴を明らかにした。   

第6章では，マクロゾーニングによる総合評価のための特性分析とその活用の方法  

を明らかにした。   
まず，マクロゾーニングによる総合評価のための特性分析では，第3章～第5章ま  

での，「都市のダメージ」，「都市の被害軽減能力」，「アクセスビリティー・サポートビ  

リティー」の結果から，マクロゾーニングによる総合評価のための特性分析を行った。   

直下型地震による，被害，被害の軽執 政摸・救助にいたる地震発生以前からの時  

間的なスケールを考慮し，総合的に都市の地域的な特性を分析した。  

次に，マクロゾーニングの活用として，研究結果の市町村防災計画への適応を考察し  

た。同時に，マクロゾーニングの活用の一例として，都市内部（横浜市）での地震危  

険度・地域特性評価を行った。特に，都市内部での地震対策の検討をマイクロな視点  

からの地震対策と位置づけ，マクロゾーニングとの関連性についても検討した。マク  

ロゾーニングでは，「都市のダメージ」における木造建物棟数，人口等都市のスケール  

（自治体単位）が最小単位であることから，都市内部の詳細な状況を托塩することは  

困難である。ここでは，横浜市の3地区をスタディーエリアとし，具体的に都市内部  

の地震対策の手法を検討することで，直下型地震に影響する要因の都市内部での活用  

手法を提案した。   
第7章は，総括としてマクロゾーネイションの成果を整理するとともに，本研究内  

容において成し遂げたこと，成し遂げることができなかったこと等，問題点等を明らかに  

し，今後の研究につがるものとした。  

溌蓑雛鳥草滋暮攫薫鮮   
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注  

1）災害は地域的特性の強い現象であり，それぞれの地域の実状にそくした防災に関する  

計画を作成する必要があり，一定地域に即した防災に係わる計画をつくることができる。  

都道府県レベルでは都道府県地域防災計軌市町村レベルでは都道府県地域防災計画，市  

町村レベルでは市町村地域防災計画，二つ以上の都道府県または市町村にまたがる場合は，  

それぞれ，指定地域都道府県防災計画，指定地域市町村防災計画と呼んでいる。  

参考文献  

1）防災六法防災行政研究会垢集  

2）地域防災計画の実務京都大学防災研究所編  

3）地震被害想定資料集平成10年9月損害保険料率算定会  

3）都市防災計画論一時t空概念から見た都市論⊥村上虚直筆   
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第2章地震対策の現況とマクロゾーネイションの概要  

第2章地喪対策の現況とマクロゾーネイションの概要   

2－1市町村地域防災計画の比較・検討  

2・1・1市町村地域防災計画の内容   

前章では，市町村地域防災計画のしくみを述べ，国が定める災害対策基本法に基づ  

き作成されていることを述べた。ここでは，本研究で選択している市町村（2－3－2参照）  

について，市町村防災計画を入手し，具体的にその内容を分析するとともに，問題点  

を提起することを冒的としている。表2・1－1は市町村地域防災計画の入手状況と計画  

内容の最終改定時期を示している。  

表2－ト1市町村防災計画の入手状況  

入手した全ての市町村地域防災計画が1995年阪神・淡路大震災以降，内容を改定  

していることがわかる。しかし，これまでの研究及び調査2）から修正内容のほとんど  

は，「字句，数字の修正等の軽微な事項」が最も多く，それ以外には，「災害発生危険  

箇所」，「情報連絡体制」，「防災対策の組織・運営」などが多くなっており，データ等  

の更新にとどまっているのが現状である。   

前章で述べたように，市町村地域防災計画の枠組みは，紋別，災害予防計画，災害  

応急対策計画，災害復旧計画となっている。以下に実際の市町村地域防災計画の項目   
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等を取り上げ，日本全国の市町村防災計画の内容を比較するとともに，その間邁点等  

を明らかにする。（ここでは，入手できた防災計画の中から，その一例として表2心2  

札幌市，表2・1・3神戸市，表2－1－4横浜市の地域防災計画の項目を記載した。）   

内容（項目等）は取り上げたの3都市でもわかるように，同一のフォーマットで作  

成されていることがわかる。  

表2－1－2札棟市の防災計画の項目  

表2－1－3横浜市の防災計画の項目  

表2－ト2札幌市の防災計画の項目  

2・ト2市町村地域防災計画の問題点の考察   

前述のように，日本全国で市町村地域防災計画の枠組みはほほ同じということがで  

きる。ここでは，市町村地域防災計画の問題点を提起する。閏窺点は大きく2つに分  

けることができると考えている。1つは市町村地域防災計画の利用に関する問題点で  

ある。もう1つは，記載されている内容（項目等）に関する間題点である。  

霹汝棺葦措辞   
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（市町村防災計画への問題提起）  

市町村地域防災計画自体の利用に関する問題  
市町村地域防災計画の記載内容（項目等）に関する間温点  

①は，市町村地域防災計画をどのように利用するのか？ということである。地震発生  

時に効果的に利用されるには，記載内容も含めて，使いやすい実践的なものが求めら  

れると考える。今回入手した市町村地域防災計画をもとに，その計画作成内容は，以  

下のように大きく3つの形式に分けられると考える。  

1．全ての内容が1つの計画（冊子）にまとめられているもの  

2．地震対策編と資料編（データ等）に分かれているもの  

3．地域の特徴的な内容を考慮，または同時にマニュアル等を作成しているもの   

入手した市町村地域防災計画から判断すると，近年では2．の形式が増え，対策絹  

と資料編とで作成されている。しかし，特に地震災書による被害をこれまでに受けて  

いない都市及び風水害の被害が多い都市では，1．のような形式で作成されている。   

また，3．の中で，静岡市，浜松市は一般的な地震対策編とは別に，東海地震等地東  

対策編と，特定の地震を想定した対策内容を作成している。   

札幌市では，対策編と資料編の他に資料編「シナリオ塑応急・復旧計画」というよ  

うに，地震発生からのシナリオを想定した対策内容を作成している。   

神戸市では，対策編と資料編の他に地震防災対応マニュアルを作成し，阪神・淡路  

大震災の教訓から，地震時により実践的に利用できるような内容を目指していると考  

えられる。   

②は，計画中に記載されている内容（項月等）に関する問題点である。ここで，  

も注目したのが，総則の内容に記されているそれぞれの都市の概況（自然的条件，  

全的条件）である。ほとんどの都市の概況は，気候，地ヲ玖 地質等の自然的条件，  

口，面積等の社会的条件の一般的な概況の記載に限られている。  

貴
社
人
 
 
 

しかし，ここでは，地震対策に着目した自然的条件，社会的条件の整理が必要であ  

り，地震対策における日本全国の地域的な特徴が明確になるべき項目だと考える。   

総則の段階で，地震対策に着日した，それぞれの都市での，自然的条件，社会的条  

件が整理されれば，その後の項目にも日本全国で特色のある，項月等があげられ，よ  

り具体的な対策につながるものと考える。   

地震対策に着目した，それぞれの都市での，自然的条件，社会的条件とは，  

1．地震が起こりやすい地域かどうか  

2．都市内に，地震による被害を受けやすい安臥被奮を拡大させる可能性が高い要   

臥 被害を軽減する要因がどの程度存在するか  

3．被害だけではなく，救援・救助，復旧■復興に関する要因がどの程度存在するか  

の3つに大きく分けることができると考える。1．は活断層やロケーション等，自然的  

な条件によるものであり，2．は建物，道路等の構造物や地盤，地形，オープンスペー  

ス専横々な要因が考えられ，3．は地震発生からある程度長期的なスケールでとらえた  

11－－3   
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時に，それぞれの時間帯で影響する要因であり，地震発生によって影響を及ぼす様々  
な要因を，事前に整理することが重要であると考える。地震対策に着日し，これらの  
要因を事前に整理することによって，現在の地域防災計画をベースとし，都市の地域  

的な特徴をもりこんだ計画が作成できると考える。また，緊急対応のプライオリティ  
ー等，詳細な対策の決定等にも役立ち，地域防災計画の応急対応計画につながるもの  
と考える（地域防災計画の項目のつながり，方向性が明確になる）。   

このような考え方から，今回の防災計画の内容を検討してみると，気候（自然的条  
件）において，札幌市，青森市等計画の中（応急対応計画の中）に除雪等の項目が取  
り入れられているにとどまっている。  

本研究では，特に市町村地域防災計画の間遠点の②に着目し，現在日本全国で一律  
の手法で作成されている地域防災計画の内容に都市の地域的な特徴をもりこむことを  
目指すものである。上記の地域防災計画に関する考え方が，次節からのマクロゾーネ  
イションの考え方，手法につながる。   



書2暮嶋■対書の覆没とマクロゾーネイションのt事  

2・2マクロゾーネイションの概要   

2－2・1研究の概要   

本研究では，研究の目的で述べているように，「マクロ」（自治体単位のスケールを  

最小単位とした相対的な都市の比較）というスケールに着目し，様々な都市が持って  

いる地震災害影響要因となる特性のうち，都市によって大きく異っている特性を抽出  

する0抽出した地震災害影響要因となる特性によって，あらかじめマクロ視野に立っ  

て，地域的な特徴の分類を行う。地震災害に着日し，都市の地域的な特徴を明らかに  

することは，マイクロゾーニング（都市内部での危険度評価等）やこれまで全国一律  

であった市町村地域防災計画の内容をより有効に生かすための枠組みとして役立つも  
のと考えている。   

マクロゾーネイションの主となる研究内容は，「マクロ」な視点からの，直下型地震  

における都市が持つ地域的な特徴の分析であり，「マクロゾーニング」と位置づける。   

また，都市内部の地震対策を「マイクロゾーニング」と位置づけ，「マクロ」と「マ  

イクロ」の関連性を検討している。   

（マクロゾーニングの諸要素）   

都市を相対的に比較できるような指標作成であり，選択している都市が共通に持っ  

ている都市を構成する諸要素からの評価である。共通に持っている要素の中から，地  

案災害に大きく影響すると思われる要素を抽出し，日本全土に散在している都市に対  

して，抽出した要素から地域性を明らかにするといった横断的な都市の評価を行う。  

マクロに評価した指標は，都市内部のミクロな対策を行うための危険要因抽出に役立  

つ指標となると考えている。マクロな都市の評価は，直下型地震の被害に影響する要  

素という切り口からそれぞれの都市の地域性及び他都市との類似点を明らかにするこ  
とを重要視した都市を評価するための分析である。   

まず，上記で述べているマクロな視点からの「都市が共通に持っている要素」を図  

2－2・1に整理した。直下型地震における，都市を構成する共通要素を念頭に置き，【自  

然】，【人工物，人間活動】，【歴史】という大きな3つの柱を設定した。  

【自然】では地勢として，都市の立地（平野に立地，山地に囲まれて立地，海岸線  

に立地等のロケーション），地形（榛高等），地盤（軟弱地盤尊，地域特有の地盤状況），  

活断層等があげられる。また，風土として気候（気温，降水量，積雪量等），文化（地  

域の伝統的な都市構造，建物等），木造建築（気候的な特徴が影響していると考えられ  

る在来工法）等があげられる。  

【人工軌人間活動】で軋都市内部の能力として，都市の規模（人口，人口密風  

面積等），構造物（高層建軌住宅等の都市内部の構造物），都市の交通（都市内の道  

路網，橋梁等），経済（都市の生産力等），条例・制度（地域特有の条例等），行政（自  

治体の規模等），民力（市民の防災意識やコミュニティー等）等があげられる。都市間  

の関係として，都市間交通（都市間の道路網や橋梁，海上アクセス等），周辺都市の位  

置（周辺都市の立地等），周辺部市の能力（周辺都市の規模等）等があげられる。   

【歴史】では，過去の災害事例として，地震災害（過去に発生した大地震や地震発  

Ⅱ－5   
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生回数），自然災害（過去に発生した風水害の記録等）があげられる。成り立ちでは，  

都市の発生（都市の歴史的な成り立ち等），都市の推移（人口推乳面積推移，経済推  

移等）等があげられる。  

（地勢）ロケーション，地形，地盤，活断層等  

（風土）気候，文化，木造建築等  

【人工物，人間活動】  

（都市内部の能力）都市の規模，構造物，都市の交通，経済，条例・制度，行政，民  

力等  
（都市間の関係）都市間交通，周辺都市の位置，周辺都市の能力等  

【歴史】  
（過去の災害事例）地震災害，自然災害等  

（成り立ち）都市の発生，都市の推移等  

このような，マクロな視点からの「都市が共通に持っている要素」を明確に分類する  

は困難であるが，研究を進める上で，事前に整理しておく必要があると考えた。これ  

らの諸要素をもとに，3章以降の直下型地震に関する様々な都市の分析を行う。  

図2－2－1マクロゾーニングの諸要素  

2・2－2研究の手法   

本研究では，都市のスケールを最小単位とした地震災害に関するマクロな都市の分  

析が目的であり，地震発生以前からの時間的なスケール（地震発生以前から復興に至  

る長期的な時間スケール）を考慮した評価軸を図2－2－2のように設定した（「都市のダ  

メージ」，「都市の被害軽減能力」，「アクセスビリティー・サポートビリティー」，「都  

Ⅲ一6   
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市の回復力」）。   

本研究内容は，直下型地震の被害，対応面から見た地域的な特性の分析に焦点をあ  

て，評価軸中の「都市のダメージ」，「都市の被害軽減能力」，「アクセスビリティー・  

サポートビリティー」を評価軸とし，評価軸に基づく都市の地域特性の評価，分析を  

おこなう。  

【都市のダメージ】  

「都市のダメージ」とは，都市に直下型地震が発生したことを想定し，都市の被害  

の規模，様相（建物倒壊，火災等）等人的，物的な被害を拡大する要因と，オープン  

スペース等被害を抑制する要因とから，「都市のダメージ」として相対的に分析したも  

のである。  

【都市の被害軽減能力】  

「都市の被害軽減能力」とは，それぞれの都市で暮らす住民が，都市の直下型地震  

による死傷者，負傷者等の被害を軽減する能力を潜在的に持っていると考え，都市の  

居住している住民の意識や人のつながりを「都市の被害軽減能力」として相対的に評  
価したものである。  

【アクセスビリティー・サポートビリティー】  
「アクセスビリティー・サポートビリティー」とは，直下型地震によって都市が被  

災したと想定し，短期間（約72時間を想定）のうちに被災都市が周辺都市から救援・  

救助を受けられる可能性，受け入れられる可能性を，海上交通と陸上交通から選択し  

た都市に対して，「アクセスビリティー・サポートビリティー」として相対的に評価し  

たものである。  

園2－2－2評価軸と地震発生からの時間的な位置づけ   



詔   
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注   

1）1891年濃尾地震から1995年阪神・淡路大震災までに発生した死者の被害が出た大地震  

を以下に記載する。（参考文献4）から作成）  

濃尾地震（1891．10・28）M8．0  

死者7，273 建物全壊14万余り半壊8万余り  

仙台以南の全国で地震を感じた。我が国の内陸地震としては最大級のもので，根尾谷を通  

る大断層を生じ，水鳥で上下に6メートル，水平に2メートルずれた。  

庄内地震（1894，10－22）M7．0  

死者726建物全壊3，868半壊2，357  

この地震の被害は主に庄内平野に集中したものだった。酒田付近では20日前から川水が  

減り，井戸が枯渇し，吹浦では14～15日前から海水がひくこと約45センチに及んだ。  

明治三陸地震（18966・15）M8．5  

死者22，072 家屋流失全半壊1万以上  

この地震の黒雲はなかったが，地震後約35分で津波が三陸沿岸に来襲した。津波来♯直  

前に鳴響のあったところが多く，第2波が最大だった。また，ちょうど満潮時にあたって  

いた。津波による被害地域は北海道から牡鹿半島にいたり，波高は，膏浜24．4m，綾里38．2  

m，田老14．6mなどである。  

妹川（江濃）地震（柑09．8・14）M6．8  

死者41家屋全壊978  

滋賀県妹川付近を震源とする地袈が発生した。虎姫付近の被害が最大だった。また，妹川  

河口の湖底が数10m深くなった。  

秋田仙北地震（1914．3・15）M7．1  

死者94 家屋全壊640  

秋田県仙北郡を震源とする地震が発生した。仙北郡で最も被害が多く，地割れ，山崩れが  

多かった。  

関東大震災（1923．9・りM7．9  

死者・行方不明者約142，000 家屋全半壊254，000 焼失447，000  

相模トラフを震源とする，深さ約50キロの巨大地震が発生した。東京は震度6で，最大  

振幅14～20，地震後の火災が被害を大きくした。房総方面・神奈川県南部では隆粗東京  

付近以西・神奈川北方は沈降した。関東沿岸に津波が襲来し，波高は熱海で12m，相浜で  

9．8mを記録した。  

北但馬地震（柑25．5・23）M6．8  

死者428 家厘倒壊1．295 焼失2180  

兵庫県北部を震源とした直下型の地震が発生した。円山川付近での被害が大きく，火災発  

生による被害も大きかった。  

北丹後地嚢（1927．3・7）M7．3  

死者2，925 家倒壊12，584  

京都北西部を震源とした，震源の深さ10キロ未満の直下型地震が発生した。地表に，大  

断層・郷村断層（18キロ，水平ずれ最大2．．7m）とそれに直交する姫之湯断層が生じた。被  

正一10   
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害は丹後半島頭部が最も激しく，淡路・福井・岡山・米子・徳計三重・香川・大阪・に及んだ。  

北伊豆地震（1930．11・26）M7．3  

死者272 家屋倒壊2165  

北伊豆を震源とする直下型の地震が発生した。山崩れ崖崩れが多く，丹那断層（35キロ）が  

生じ，多くの地割れが発生した。  

三陸はるか沖地震（1933．3・3）M8．1  

死者・行方不明者3，064 家屋倒壊1817 流失4034  

三陸沖の日本海溝を震源とした地震が発生した。仙台市は震度5で，地震に伴う大津波が  

発生し甚大な被害をもたらした。綾里湾では波高24mにも達した。また，津波誤に発生し  

た火災によって大きな被害が出た。  

鳥取地震（1943．9・10）M7．2  

死者1083 家慶倒壊7485 半壊6158  

鳥取市を中心に大きな被害をもたらした。鹿野断層（8キロ），吉岡断層（4．5キロ）を生じた。  

特に鳥取市では火災が1晩中続き，大きな被害をもたらした。  

東南海地震（1944．12・7）M7．9  

死者・行方不明者1223 家屋倒壊17599 半壊36，520  

紀伊半島からわずか30キロ沖の熊野灘沖を震源とした，関東大震災クラスの巨大地稟が  

発生した。津波が三重県尾鷲で波高6mにも達し，三重県のほか，愛知県下と静岡県下に  

大きな被害をもたらした。軟弱地盤地域，名古屋の埋め立て地や，静岡の太田川流域には  

大きな被害を与えた。  

三河地震（1945．卜13）M6，8  

死者2360 家屋倒壊7221半壊16555  

三河湾北岸を東棟とした直下型の地巽が発生した。特に，幡豆都の被害が大きく，深溝断  

層（延長9キロ，上下ずれ最大2メートルの逆断層）を生じた。  

南海地震（1946．12・21）M8．0  

死者1330 行方不明者102 家屋全壊11，591  

紀伊半島の沖合いの南海トラフを震源とした，深さ20kmの地震が発生した。大津波が発  

生し，紀伊半島の南端では波高6．6  

福井地震（1948．6・28）M7．1  

死者3，糾8 負傷者21，709 家屋全壊3乳482  

福井市の北東10kmの福井平野を震源とした，震源の深さが10kmと浅い直下型の地震  

が発生した。福井市の果皮は当時最高の震度6でこの地震の後震度7（激震）が設定された。  

被害区域は狭かったが，震央が内陸にあったため局部的に甚大な被害を受けた。  

十勝沖地震（1952．3・4）M8．2  

死者28 行方不明者5 家屋全壊815  

北海道十勝沖を震源とした地震が発生した。北海道，東北地方に津波が押し寄せて死者を  

出した。  

新潟地震（1964．6・16）M7．5  

死者26 家屋全壊1960 半壊6640  

新潟市の北方およそ50キロの粟島付近を栗源とした地震が発生した。新潟，秋田，山形  
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の各県に被害が及んだ。特に新潟市は被害が大きく，石油タンクの炎上による火災が地震  

発生と同時に発生し，周辺民家を焼失させた。また，地盤の液状化による構造物の倒壊も  

特徴的だった。  

桧代群発地震（1965．8・3）M5．4  

負傷者15 家屋全壊10 半壊4  

この地震は松代骨神山付近に始まり，少しづつ活動範囲を広げていった。ほとんど終息し  

た1970末までに松代で有感地震62821回，震度5，4はそれぞれ，9回，50回だった。  

えびの地震（1968，2・1りM6．1  

死者3 負傷者42 建物全壊368 半壊636  

霧島山山麓を震源とした地震が発生した。二時間ほど前にM5．7の前震，翌日にもM5．6の  

余震があった。山崩れによる被害が多かった。また，3月25EIにもM5．4，M5．7の地震が  

発生した。  

十勝沖地震（1968．5・16）M7．9  

死者52 負傷者330 建物全壊673 半壊3004  

北海道十勝沖を簾源とした地震が発生した。青森を中心に，北海道南部，東北地方に大き  

な被害を与えた。この地震の特色は，山崩れによる生き埋めや，家の崩壊が多く出たこと，  

耐震設計したはずの鉄筋コンクリート建物の被害が目立ったこと，火災関係では石油スト  

ーブを含む石油器具からの出火が多かったことである。  

伊豆半島沖地＃（1974．5・9）M6．9  

死者30 負傷者102  

伊豆半島沖を震源とした地震が発生した。被害は伊豆半島南端が大きく，崖崩れや斜面崩  

壊によるものだった。また，御前崎では最大波高22cmの津波が発生した。  

伊豆大島近海地震（1978．ト14）M7．0  

死者25 負傷者211家屋倒壊96 半壊616  

伊豆大島近海を簾源とした地東が発生した。開発による人災の要素が大きく崖崩れなどの  

斜面崩壊による被害が特徴的だった。斜面が多いという潜在的な危険性を斜面開発が助長  

したという結果につながる。  

宮城県沖地震（1978．6・12）M7．4  

死者28 負傷者1325 家屋全壊651道路損壊888  

仙台の東方沖約100kmを震源とし，深さ40kmの地震が発生した。仙台市を中心とし  

た広い範臥こわたって被害が生じ，特に仙台市の旧市街地をドーナツ状に囲む地域に開発  

された新興開発地での被害が目立った。死者のほとんどがブロック塀や門柱の下敷きにな  

ったもので，近代都市が初めて直面した地震災害であり，今日の都市型地震災害の典型で  

あると言われている。  

日本海中部地震（1983．5t26）M7．7  

死者104 負傷者163 家屋全壊9a4 半壊2115 流出52 船沈没・流失706  

秋田県沖を震源とした地震が発生した。被害は秋田県が最も多く秋田市では震度5を記録  

した。津波と液状化による地盤災害が特徴的だった。特に，津被災害では，死者104人の  

うち100人を占め，津波の恐ろしさを再認識させられた。また，液状化による構造物倒壊  

も多数見受けられた。  

ロー12   
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長野県西部地震（1984．9・川）M6．8  

死者29人 負傷者10人  

震源の深さが4～5キロと浅かったために大きな被害を出した。いわゆる直下型地異の典  

型的なもので，死者・行方不明者の全てがほとんど山崩れや，崖崩れの下敷きになって土  

砂に呑み込まれてしまった。御岳山の大崩壊は特徴的であった。  

宮腑地震（1987．3・18）M6．6  

死者1負傷者若干名  

日向灘沖を震源とする地震が発生した。建軌道路などの被害が見受けられた。  

千葉県東方沖地震（1987．12・17）M6．7  

死者2 負傷者138  

千葉県東方沖を震源とする地震が発生した。千葉県と東京都を中心に被害が出た。  

北海道釧路沖地震（1993．ト15）M7．8  

死者1人 負傷者933人  

北海道釧路沖の日本海溝を震源とした地震が発生した。釧路市では震度6を記録し，北海  

道と東北地方で大きな被害を受けた。  

千葉県東方沖地震  

死者2人 負傷者138人  

千葉県東方沖を震源とした地震が発生し，東京都と千葉県で被害を受けた。  

北海道南西沖地震（1993．7・12）M7．8  

死者・行方不明者230 負傷者305人  

北海道南西の奥尻島北方沖を震源とし，奥尻島では最大打ち上げ高31mの津波が押し寄せ，  

日本海沿岸では日本だけでなくロシアや韓図でも津波が観測された。特に奥尻島では地震  

発生から約4分で津波が来襲し，その後の火災発生で甚大な被害を受けた。  

北海道東方沖地震（1994．10・4）M8．1  

負傷者435人 家産金壊9 半壊68 一部破損4，489  

北海道釧路沖の日本海溝を震源とした地震が発生した。津波も発生し，北海道と青森県で  

大きな被害を受けた。火災は発生しなかったが北海道だけではなく北方四鳥も甚大な被害  

を受けた・  

三陸はるか沖地震（1994．12・28）M7．5  

死者3人 負傷者596人  

三陸沖の日本海溝を震源とした地震が発生し，青森県下を中心に大きな被害を受けた。特  

に，八戸市の粟度は6で，中心街の被害が大きく，ビルなどのガラスが割れて，負傷者の  

大半はガラスで手を切った怪我だった。  

阪神・淡路大農災（1995．1・け）M7．2  

死者・行方不明者5，504 負傷者4，152 家屋全壊100209 半壊107074  

都市直下型地震で大都市を直撃するものであり，その被害も甚大なものとなった。この地  

震では，火災などの二次災害による被害も特徴的だった。神戸市，芦屋市，西宮市，宝塚  

市，淡路島では震度7を記録した。  
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第3章リモートセンシングを利用した「都市のダメージ」評価   

3－1日的・概要   

本章では，都市に直下型地震が発生したことを想定し，都市の被蕃の規模，様相（建  

物倒壊，火災等）等人的，物的な被害を拡大する要因と，オープンスペース等被害を  

軽減する要因とから，「都市のダメージ」として相対的に分析したものである。   

地震による被害の想定は，1章で述べたように，死者数，負傷者数といった人的被  

害，建物到壊数や火災による焼失数等の物的な被害といった，被書想定システム等か  

ら算出する数値的演算と，その結果が最も重要視されている。そのため，これら被害  

想定に利用されるデータは，主に地震の規模（震度），最大加速度等と地盤からの地震  

による揺れ，倒壊の可能性が高い木造建物のデータ等，限られたデータによる数値解  

析になっている。被害想定システムは，ある程度の被害規模専の把撞のためには重要  

であると考えるが，詳細な数値はそれほどの意味を持たないと考える。  

1995年1月17日兵庫県南部地震が発生し，神戸市を中心に人々や建物が甚大な被害を  

受けた。その一方で，都市内のオープンスペースが延焼遮断帯として機能したこと，避難  

場所として利用されたなど，地震による被害の軽減等に効果があったことが多数報告され  

ている。   

地震災害時のオープンスペースは，単に延焼遮断帯として機能するだけではなく，  

避難場所として，又ある時は救護施設等，というように多種多様に変化し，都市の被  

害軽減能力そのものであると考えられる。従ってオープンスペースは地震災害に直面  

した都市におけるダメージを評価する上での重要な指標であると考えられる。本研究  
では地震災害時における「都市のダメージ」をマクロな視点から評価することを目指  
し，オープンスペースの評価に関する基礎研究を行うとともに，基礎研究をもとに，  

リモートセンシング酎）による都市のオープンスペースの評価をおこなった。   

本章では，リモートセンシングを用いてオープンスペースのその量と分布を読みと  

り，都市の地震災害に対するダメージを評価するという手法を試みた。リモートセン  

シングを利用することによって個々の能力を持つオープンスペースが都市において，  

どれだけの量，またはどのような位置関係で存在しているかをマクロな視点で把撞す  

る事が可能であり，そこから都市の地震災害に対するダメージを評価することができ  

ると考えた。これは都市の防災対策に有用な資料になり得ると考えられる。   
本研究では，被災地神戸の事例から整理したオープンスペースの特性を踏まえ，ま  

たオープンスペースの利用度に関する考察を加え，全国24都市におけるオープンスペ  

ースの量，分布を読みとることによって各都市の地震によるダメージを考察する。  

マクロゾーニングでは，直下型地震における日本全図での地域的な特徴を把握する  

ことが目的であり，その手法として地物の形質を広域的かつ瞬時に把墟でき，都市ス  

ケールでの比較が容易である，リモートセンシング技術を利用することは，非常に有  

効であると考えた。   
また，リモートセンシングの利用は，その特徴から，公園，空き地尊の都市のオー  

プンスペースの量，配置によるバランス等を分析するために効果的であると考え，ま   

∴、J十てJ  投葦濃㌫欝露翫   
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ず「都市のダメージ」（2章参照）の地震による被害を軽減させる要因の1つと考えら  

れる都市のオープンスペースに着日した。   

ここでは，阪神淡路大震災の事例からオープンスペースの災害時における機能や用  

途を発災時から時系列に整理した。さらに各用途の機能を持つオープンスペースにど  

のようなものが挙げられるかを検討した。   

これら地震時のオープンスペースの定義から，神戸市，横浜市，東京都（区部）に  

おいて，リモートセンシングを用いて都市のオープンスペースを評価するための基礎  

研究を行った。   

オープンスペースの土地被覆構成を考察し，本章において都市の比較を行う上で扱  
うオープンスペースの土地被覆を定義した。これらの土地被覆を用いてリモートセン  
シングにより，都市に対しての土地被覆分類囲を作成した。作成された分類図をもと  

に，都市のオープンスペースの量と位置関係及び直下地震災害における影響を考察し  
た。  

上記の基礎研究を踏まえ，地震時における都市のオープンスペースの抽出方法を具  
体的に検討し（リモートセンシングと同時にGISを利用することによって，本章で手  
意義付けている都市のオープンスペース抽出が可能である），対象24都市において，  
地震時における，都市のオープンスペースを相対的に評価した。  

また，抽出したオープンスペースとそのイ軋地震による被害を軽減すると考えられ  

る要因及びに被害を拡大させると考えられる要因（老朽木造建軌人口集中地区等）  

とから「都市のダメージ」として対象都市を相対的に分析した。  
本研究ではリモートセンシングデータとしてランドサットTM捜里）を用いた。   
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3－2地震災害におけるオープンスペースの効果と土地被葎による分類   

阪神・淡路大震災ではオープンスペースの災害時における用途は被災直後から時系  
列的に変化した0ここではまずオープンスペースの災害時における用途の時系列的整  

理し，次に，土地利用と土地被覆種別の関連性を検討することによって，オープンス  
ペースと土地被覆種別の関連性を検討した。   

3－2－1地震災害におけるオープンスペースの効果  

阪神・淡路大震災により大きな被害を受けた，神戸市においてオープンスペースが多種  
多様な役割を担っていたことは，神戸において発行されている様々な被害報告書によって  
明らかにされている。実際にオープンスペースが地震発生から復興までの間にどのように  
利用されていたのか，または機能していたのかを整理した。  

震災直後，震災吼そして復興時という時間の流れの中で，オープンスペースには以下  
の用途・機能が事例により明らかとなっている。  

発災  

1  

延焼遮断帯  
‥・森林、河川、道路、公園（緑地）、グランド等  

避難地  
…公園、学校、グランド（スポーツ施設）等  

緊急・応急対応  
救援、救護施設（活動拠点用地）  

…公園、学校等  
物資備蓄用地  
…グランド、公園、大駐車場、港（空港）等  

物資配給用地  

・‥各避難場所（学校、公園等）、道路、駐車場等  

復旧対応  
廃棄物置き場  
・t・埋め立て地、公園、グランド等  

応急仮説住宅用地  
…公園、学校、グランド（スポーツ施設）  

民有地、公有地、埋め立て地  

図3－2－1オープンスペースの利用例（時系列）  

以上のように，オープンスペースの用途・機能は時系列をおって，長期間継威される用  

途，短期間集中的に必要となる用途等に分けられる。   

以下に神戸におけるオープンスペースの各用途・機能の時間的移り変わりと利用状況を  

Ⅲ－3   
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示す。  

爛スペース   

直下型地震が発生した時に，建物等の構造物倒壊等の危険性から身を守るために，屋  
外に緊急的に避難することが考えられる○その際，周辺にオープンスペースがあるかどう  

かという基本的な辛が最も重要であると考える。建物が密集している地域は，建物等の倒  
壊から身を守るスペースがなく，地震による被害を拡大させる要因につながる。   

緊急避難のスペースとして，空地，都市公軋広幅貞道路等のオープンスペースがある  
ことが地震による被害を軽減すると考えられる。  

・延焼遮断帯   

地震直後において，火災に対して避難経路を確保し，延焼を遮断する等，延焼速断  
帯としての機能が期待される。こうした機能を持つオープンスペースには，市街地内  
部の森林や河川，公園，グランド等が挙げられる。   

地震災害における火災による被害は，神戸市の長田区等，大都市の簡集した市街地にお  

いて重要な課題であると考える。   

阪神淡路大震災では火災により建築物が焼失もしくは焼損したところで死亡した人数は，  
全体で13・3％，652人にのぼり，特に，木造建築物が多いと考えられる低層建築物で，全  
体の91・0％を占めている0木造建築物は延焼効果を拡大させる要因ともなり，木遺棟数の  
多い長田区においては最も焼失区域面積が大きく，それによる層災世帯数も最大であった。  
しかし焼失区域面積の少ない東灘区も決して少なくない木造棟数を有しており，ここに火  
災による被害と建築物の密集度の関係が伺える0住宅の密集度には建ペイ率，道路幅貞の  
改善等による建て詰まりの解消が考えられるが，阪神淡路大震災において都市城内のオー  
プンスペースが延焼抑制要素として影響していたことが報告されている。   
公園や空地，グランド等のオープンスペースは延焼による火災の被害軽減に効果的に機  

能していたと考えられる。  

＊「延焼阻止要因の合計」 延焼規模の合計  

「通路・鉄道」40％  

「耐火造・防火壁・崖等」23％  

「空地（オープンスペース）」23％  

「消防」14％  

／避難所（救援救護臓私物資配給所）   

阪朴淡路大震災では，余震が続く中，住民の初期の避難  
所として近隣公園の利用度が最も高かった。その後次第に学校園やグランド等へと避  
難住民が移っていった。救援救護施設や物資供給所等の用地としてオープンスペース  
にある避難所が転用されるケースも多かった。   

避難所には一時，30万人を越える避難者がつめかけるほどとなり，発災直後から市内  
各地の大小公園，学校がその大半を占めていた。緊急の安全確保としては近所の小さな公  
園が最も緊急避難場所として有効であったといえる。時間がたつにつれて「近所の公園」   
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から大公園・学校へと人は流れ1週間後には避難所数，避難者数共に最大に膨れ上がった。  

3ケ月経ったころからしだいに各地で避難所が廃止になり，神戸市の避難所も約半年後に  

その役目を終えた。  

＊神戸市内   ピーク時  

避難所数  601カ所 学校園が6割を占める  

避難者数  236，銅9人 夜間人口の約15％   

神戸市内において発災直後に避難所として用されたオープンスペースは地区の学校，  

住宅地付近に点在する公園が多く，利用率は約100％であった。ピーク時の避難所の  
数においても学校園がその6割を占めていた。これは学校や公会堂などの大規模施設  
は広いオープンスペースや多くの部屋があるため，被災者救援のための様々な受け入  

れることができたことが挙げられる。しかし学校が継続して避難所として利用される  

‾九公園は大規模であれば自衛隊駐屯地へと変わり，小さ過ぎれば救護作業が機能  
しきれないものとして消え，最終的には中規模のものが避難所として残った。避難所  
の形態としては・オープンスペースのみの「広場型」，オープンスペースと建物の「学  

校型」，そして建物のみの「施設塑」がみられた0また特徴的な避難所として「広場型」  
ともいえるが河川付近の公園（石屋川）等にテント村が形成されていった。ピーク時  

の避難者数は夜間人口の約15％であったが，避難者の多くは建物焼失によって家を失  

った避難者と，水をもとめて避難活動を行う避難者が占め，水が手に入りやすい状況  
であればなるべく自宅付近に居たいと考える住民が避難活動を行わないという実態も  
あった0全体としては学校，公園を含めたオープンスペース等の配置が，避難所の効  
果的な配置につながり，災書時における重要な役割を果たす。  
j用ぃ救諌施竜   

神戸市において，救援・救護施設は病院，避難所内に設置されていたので，利用さ  
れたオープンスペースの数量は基本的には避難所の数と同程度である。これは医療活  
動用のスペースを確保する辛が出来なかったことを表している。障害者や重病人，高  
齢者用の緊急救護スペースが避札所となるオープンスペースに隣接している必要があ  
ると考える。  

＊神戸市における主な例  

東灘区   野寄公園  

灘区  浜田公園  

中央区   宮本公園  

兵庫区   門口公園  

長田区  県立文化体育館東側   

いずれも中規模公園，学校であり地区の主要避難場所である。それぞれを中心とし  
て他の避難場所での救護を行うという形態をとっている0また歯科においては，地域  
の歯科診療所が被災し，歯科診療が行えないなかで，救急医療が落ち着きをみせる震  
災後2、3日頃から歯科救護活動は行われた。しかし避難活動もピークとなる1月25日  
（震災から8日別にしても，歯科診療所の開設率が被災いの大きい6区で15％，全市  

Ⅲ－5   
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でも23％であった。こ  のため急遽歯科救護所を設置して  いった。  

＊歯科救護所（計11ケ所）  

東灘区 御影公会堂，東灘診療所，本山南′ト学校  

灘区  原田中学校  

中央区 県歯科医師会口腔保健センター，吾妻小学校，  

上筒井′ト学校  

兵庫区 大開小学校，兵庫中学私 心身障害者歯科  

診療所  

長田区 旧長田保健所   

・物資備蓄用地  

政援物資等の配送経路が確保され，物資が大量に運ばれるようになると，物資を備  
蓄する用地の確保が重要になった0これには広い道路に面したグランドや，公園，大  
駐車場等のオープンスペースが利用された。   

初期の備蓄用地としては県消防学校と県庁があったが，それだけでは足りなくなり  
各地区の倉庫，果てはグランド，駐車場（保養施設グリーンピア三木）を使用しなが  
ら配給活動を行った。配給用地は発災直後において市役所周辺の道路及び駐車場が物  
資集梼と兼ねて利用され，後は各地の避難場所が配給場所となり市内4カ所の中継地  
点を経て配給活動を行っていた。   

一九食料においては当初現地での炊き出しやおにぎり製造等によって賄われたが，  
震災翌日の18日からは全国からの物資の受付が始まり，自衛隊，消防ヘリコブタ一に  
よる食料の輸送が始まった8全国各地から届く菓子パン類やおにぎり等は，各駐屯地，  
基地を経て，ヘリコブターで王子公園へ運ばれ，東遊園地，垂水下水処理場（垂水区  

平磯），市民運動場（長田区蓮池町）等を経て，各区役所へ配送され，避難所へ配られ  
た。  

二   
（灘区）く芸≡芸芸芸所  

（中央区）く藁蓋  
十重澄蛋票所→姦淫違背所   王子公園 ヘリポート灘区  

救援物資  

（市役所等）  東遊周地 ヘリポート中央区   ー一項釜琵宗→芸豊臣遥‡票  

しあわせの村  （北区） 芦北区避難所  

市民運動場 ヘリポート長田区   長田区役所－ト長田区避難所  

北区役所→北区避難所  

（須磨区）そ≡≡…≡≡≡  
蜃卜霊要覧芸質→霊莞詣鞍  

西区役所 →酉区避雑所  

園3－2－3主食配送ルート   

総合運動公園  

図3－2－2救援物資配送ルート  

皿－6  
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・廃棄物置き場   

避難活動から復興活動へと移行すると，家屋の崩壊等により発生した瓦礫等廃棄物  

の‾時的な置き場が必要となり，埋め立て地や公園，グランド等が利用された。廃棄  

物置き場として用いられたオープンスペースは避難活動時，住区からのアクセスの悪  

いなどの理由で避難所として利用されなかったものが用いられた。   
大量に発生する荒生混合ゴミ，特に建造物の倒壊による瓦礫は政助・捜索活動や緊  

急車両の通行を阻んだだけでなく慢性的な交通渋滞を引き起こし，物資の配送等の障  
害となった。これら災害廃棄物を処理するため，焼却しきれないもの（コンクリート  
系瓦礫）をグランド等に運び集積し最終的には六甲アイランドやポートアイランド等  

の埋め立て地で埋立資材として処分された。ゴミ・瓦礫仮置き場としては以下のもの  
があげられる。  

中央区小野浜町小野浜グランド  

中央区磯上町磯上グランド  

東灘区魚峰浜町魚崎浜球技場  

長田区南駒町大阪ガス跡地   

二応急仮設住宅  

復旧活動の始まる時期になると，住居をなくした住民のために応急仮設住宅の建設  

がはじまり，その用地として，それまで避難場所であった公園や学校園の校風 グラ  

ンド，公有地や埋め立て地等が利用された。   

倒壊または焼失により家を失った行き場のない人たちの居住先を1日も早く提供す  

るため応急仮設住宅の建設は開始された。用地として利用された場所は多種多様であ  
り，それだけに発注された必要戸数の量があまりにも多かった。特に利用されていた  

場所は公軋空き地（震災によりできたものも含む），埋め立て地等である。市内各区  

で建てられた仮設住宅の戸数は被害の少ない西区が最も多く，次いで東灘区，中央区  

が埋め立て地を共に持つため多くの仮設住宅が建設された。全体として29，178  

戸の住宅が建造され必要戸数を上回った。   

各地区の主な仮設住宅用地として以下のものが挙げられる。（規模の大きいもの順）   

西区  西祁（櫨谷町，平野町，伊川谷町）   

北区   しあわせの村  

東灘区   六甲アイランド  

中央区   ポートアイランド  

＊必要戸数  

必要戸数を算出するには，まず避難世帯数を知る必要があり，避難世帯数とは次式で表さ  

れる。   

ピ「ク時の避鋸酬÷βメ〃好斉平均物干腰倉荷好  

ここでの避難世帯数とは以下のものである。   
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①家屋の全壊・半壊を理由に避難している世帯  
②その中でもなんとか自力で住宅確保の見通しがつきそうな世帯  
③ライフラインの不通や余儀に対する恐怖心から身を寄せている世帯  
従って住宅確保の見通しが全くない世帯は①－③であり，これが必要戸数となる。  
なお県内外の公団や公営住宅の確保できる空き家があればその分を引き，算出された  
ものが実際に建てなければならない仮設住宅の戸数である。  

・学校と公園の利用度  

オープンスペースの各用途・機能を整理していく中で，多様に利用されていたオー  

プンスペースが公園と学校でありこれらオープンスペースが緊急非常時にかなり頼り  
になることが確認できた。これは公園と学校が数ある他のオープンスペースに比べ抜  

きに出て地域性を持っているからである。学校も公園も普段から住民の生活と密接な  
関係を持ちながら，そのほとんどが住区の中心部に位置しその周りを住宅が囲んでい  

る0特に緊急避難所として考えた場合，学校の周りには学校区，通学路等がすでに整  

備されているため，緊急の避難所として最適な環境となると考えられる。  

また公園はほとんどのものが周りを緑地に囲まれているので避難後の火災による被  
害が少ないと考えられている。   

上記のような，阪神・淡路大震災における神戸市の事例をもとに，表3－2－1のように  

それぞれの用途とオープンスペースの土地利用形態を対応させた。  

表3－2－1オープンスペースの用途と土地利用との対応  

表3－2－1のように，オープンスペースは地震発生直後から長期間にわたって効果的  

に利用することができる。   

ここでは，地震による被害を軽減する要因としてのオープンスペースを取り上げ，  

火災の延焼遮断帯のイ軋詳細な事例による調査は困難ではあったが，緊急的な避難に  

より建物到壊による人的な被害を軽減する効果があると考えている。   
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3－2－2 土地被渾によるオープンスペースの分類   

ここでは，さらにオープンスペース等の土地利用形態を，リモートセンシングの分  

布データによって得られる土地被覆種別と対応させるために，表3－2－1のオープンス  

ペースのそれぞれの土地利用形態を構成する土地被覆要素を以下のように仮定した。  

表3－2－2土地利用形態と土地被覆による分類の対応  

形肝   ：だ堆被覆l珊 
緑地   学校（校庭）  裸地   
公 ≡E唯利つ用形貯  J■■被覆ー：深間粗  「翌判滞】マ用′  類    森林＋草地      園  草地＋裸地  道路，駐車場  アスファルト  グランド  裸地  河川  水面   
埋め立て地  裸地  

土地利用と土地被覆の対応について，たとえば河川の土地利用の中には河道のほか  

に河川敷も含むため，草地の土地被覆が河川という土地利用の一部をなしている場合  

がある。また土地被覆が森林の場合でも，古墳や宅地内緑地ななど，ここでで救うオ  

ープンスペース以外の土地利用も含まれる。しかし，本研究で解析対象とした地域内  

については上記のように土地利用と土地被覆の対応を仮定しても影響は少ないと考え，  

いずれも対象外とした。   

また，また基礎研究及び次項での応用研究において，土地被覆種別の中のアスファル  

トについては，建物との判別が困難であると考え扱わないこととする。このため「道  

路・駐車場」のオープンスペースについての考察鱒行わない。   
上記の他のオープンスペースについては，森林，水軋草地，裸地の4種類の土地  

被覆から構成される。これらはリモートセンシングにより他の土地被覆と分類が可能  
である。ここではリモートセンシングで得られた市街地内の森林，水面，草地，裸地  

は，すべてここでで扱うオープンスペースであると仮定した。  

皿－9   
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3－3リモートセンシンクを利用した，地震時における都市のオープンスペースの抽出  

と特性分析のための基礎研究  

ここでは，前節までの地震災害時におけるオープンスペースの効果をもとに，地寮時に  

おける，都市のオープンスペースの評価手法等を検討し，ケーススタディーとして，神戸  

市，横浜市，東京都（区部）において，都市のオープンスペースの特性を分析する。   

3－3－1土地被覆分類図の作成   

ここでの土地被覆分類は，最尤法による教師付分類により行った。分類した土地被  

覆種別は，森林，草軋水面，裸地，市街地の5分類である。分類に用いたグランド  

トゥルースデータ（教師データ）は，空中写真と1／2500地形図を用いた読み取りによ  

り抽出した。   

もちいたリモートセンシングデータはLANDSATのTMセンサーによる7バンドの  

マルチスペクトルデータで，地上分解能30メートル（熟バンドのみ120m）である。  

観測日は，それぞれ横浜市，東京都23区中心部が1993年10月28日，神戸市が1990  

年8月6日である。   

図3－3－1，図3－3－2，図3－3－3に，それぞれの土地被覆分類結果を示す。市街地を囲  

む森林，草地は，横浜市では北，西，南の三方に広がる周辺丘陵地に森林緑地が分散  

して分布しているのに対し，神戸市では北側に六甲山がまとまった大きな森林地帯を  

形成している。一方東京都23区中心部は大規模公園・臨海部埋立地以外には，まとま  

った森帆草地は見られない。水面の分布について，いずれの対象地区にも海面が含  

まれている。横浜市，東京都23区中心部には比較的大きな河川が見られるが，神戸市  

では大規模な河川は対象地区には見られない。裸地は神戸市，東京都23区中心部では  

臨海部の埋立地にまとまって見られるが，横浜市では臨海部の他に丘陵地周辺にも裸  

地が分布している。  

図3－3－1土地被覆分枝図（神戸市）  

m－10   
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ヽ．■  

1  

1  ■   

図3－3－2土地被覆分類図（横浜市） 図3－3－3 土地被覆分類図（東京都（区部））   

3－3－2 評価手法の概要  

災害時において必要とされるオープンスペースは地震による被害を拡大する要因が  
集中している，中心部の都市域内において効果的に被害を軽減すると考えられる。中  
心部の都市城内におけるオープンスペースの分布を比較するため，ここでほ各対象都  
市域に中心点を設定し，それを中心とした最大半径7kmまでの，1km毎の同心円内  
に含まれるオープンスペースの割合（土地被覆比率）を求めた。  
基礎研究におけるケーススタディ対象地区は横浜市と神戸市，さらに高密度大規模  

市街地の代表である東京都23区中心部の3地区である。中心部の都市域内におけるオ  
ープンスペース分布評価の中心点は，今回それぞれ横浜駅・三ノ宮駅・東京駅とした。  

図3－㌻4 評価手法の概要  

難済翌増野詳駅機郡揖   
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3・3－3 地震時における都市のオープンスペースの分析（ケーススタディー）   

ここでは，上記の土地被覆分類図と評価手法を用いて，神戸市，横浜市，束京都（区  

部）においてケーススタディーとして，都市のオープンスペースを分析した。  

（各土地被覆の割合比較）  

園3・3－5は各半径の範囲内で5種類の土地被覆の割合について横浜市と神戸市で比粧  

したものである。評価中心点が梅に近く，いずれも2血以上の円内には海面が含まれた。  
また神戸市では4k皿以上の円内に六甲山の森林が含まれ，5血以上の円内にポートアイ  
ランドが含まれる。両者の比掛こおいて横浜市には裸地が10％以上多く，神戸市の2km  
以上の範臥こおいて森林が多かった。その他は両都市ともほほ似た傾向が見られた。  
横浜市のデータは1993年のものであり，裸地には「みなとみらい地区」の建設用地  

が含まれている。  

横浜市における各カテゴリーの割合  神戸市における各カテゴリーの割合   

（
一
」
佃
■
 
 

皿
 
仙
㈹
 
仇
肌
 
仙
…
皿
Ⅲ
 
備
 
州
 
 

（
一
）
仙
■
 
 

l
 
l
 
 ○～圧m O～2km O～3加 0－ヰ加 0～5km O～駄m 8～7km  O～圧m O－Zkm O－3k爪 ○一触 ○－5km O－8km O～7km  

躍甘（km）  距離（h）  

一卜水面 －－1一義林 一山草地 ぅー市街地 ＋裸地 －←水面」L森林 一トキ地 うぐ市街地 一一一機地  

図3－3－5各土地被覆の割合比載（横浜市、神戸市）  

（延焼遮断機能を持つオープンスペースの分布比較）   

図3－3－6は延焼遮断帯として機能する土地被覆を森林と草姐裸地とし，これらの  

土地被覆の割合について比較したものである。ここでは森林，草地，裸地を「オープ  

ンスペース1」と呼ぷ。水面にも延焼遮断の効果は期待されるが，対象地域の評価円  

内の主な水面が海面で占められていることから，水面の評価は行わなかった。  

横浜市ではオープンスペース1の割合が神戸市に比べて全般的に高く，横浜市では  
半径1km以内での裸地の割合が大きく，このためこの範囲における両者の差は特に大  
きくなった。2km以内での評価では神戸市では六甲山が含まれないが，大規模緑地公  
園（来遊園地）が含まれ，森林の割合が大きくなり，オープンスペース1の割合の差  
は少なくなっている。  

延焼遮榊としてのオーブンスペースの割合（横浜市）  延焼遮断＃としてのオープンスペースの割合（神戸市）  

8－1h18～2km O～きkm O～赦m（ト嘲如 0・｝8km O～7lM  
距＃（加）  

⊥森林 －○一事地「一株地 →トオープンスペース」ト市筍地   

0～】kM O～2如18－3km O－4k爪 ○～ちkm O－8km O～Thm  
距暮（k爪〉  

一▲一義♯一・・○一事地－■ト一書絶・－－・★一帯街絶＋オープンスペース  

図3－3－6 延焼遮断機能を持つオープンスペースの割合（横浜市、神戸市）  
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（避難所用途としてのオープンスペースの分布比較）   

図3－3－7は避難所として用いることのできるオープンスペースについて比較したも  

のである。避難所として利用できるオープンスペースの土地被凍を前述のように草地  
と裸地とした。森林は特に火災に対する有効な避難空間となるが，ここではより長期  

間における用途について検討し，避難所は避難活動が進むにつれて応急救護施設等に  

転用されることより，開けた場所が望ましいと考え，森林は除外した。ここでは草地  

と裸地を「オープンスペース2」呼ぶ。  

両都市を比較すると，神戸市は横浜市より中心部におけるオープンスペースの割合が  
全般的に10％前後少ない。  

避難所としてのオープンスペースの割合（横浜市）  避斬となるオーカスペースの割合（神戸市）  
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図3－3－7避難所としての機能を持つオープンスペースの割合（横浜市、神戸市）  

（オープンスペース量のニーズを含めた比較）   

都市の比較を行う上で，オープンスペースの絶対量だけを比較するだけではなく，  

都市の規模を考慮に入れた比較が必要である。   
ここでは都市の規模を表す要素として人口を選び，オープンスペース2を，昼間人  

口，夜間人口（特に大都市では，昼間人口と夜間人口の格差が非常に大きく，地震に  

よる被害の規模も昼間と夜間で異なると考えた）に対し，一人当たりのオープンスペ  

ース2の量として比較を行った。   

ここでは東京都23区中心部についても比較を行った。図3－3－8にその結果を示す。  

横浜市における一人当たりのオープンスペース2の面積が大きいことがわかり，エ  

リアが広がるにつれて一定の割合でその面積も増えていることがわかる。神戸市は，  

昼間人口一人当たりのオープンスペース2の面積が非常に少なく，東京都23区中心部  

と同様の結果が得られ，星間時における被害を軽減する効果を持つオープンスペース  

量が不足していることがわかる。  

夜間人口一人当たりのオープンスペース2の面積は，約4kmをこえるエリアで，神  

戸市が大きくなることがわかる。神戸市は，夜間人口におけるオープンスペース面積  

が他の都市に比べて大きいことわかる。  

横浜市，神戸市とも一人当たりオープンスペース2の面積は星間と夜間で大きな差  

が見られた。一方東京都23区中心部ではあまり差が見られないことから，東京都23  
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区中心部では，昼夜間関係なく，地震時に被害を軽減する効果を持つオープンスペー  

ス量が不足していることがわかる。   

また，今回の人口一人当たりのオープンスペース羞を算出する方法として，町丁目  

単位の人口と，同心円で区切られた町丁目の面積と町丁目の面積との割合をかけあわ  

せることによって，同心円で区切られたエリアあたりの人口を算出し，オープンスペ  

ース面積とともに人口一人当たりのオープンスペース量を算出した。  
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図3－3－8 一人当たりオープンスペースの量（横浜市、神戸市、東京都）  

3－3－4 基礎研究のまとめ   

阪朴淡路大震災の神戸市におけるオープンスペースの用途等から，オープンスペー  

スの用途と都市の土地利用の形態との関連性を考察し，リモートセンシングから読み  

取ったオープンスペースの土地被覆との関連性を検討し，面積と分布についての地震  

時における都市のオープンスペースを評価した。   
基礎研究ではオープンスペースの分布の評価について，ある点を中心とした円内の  

対象土地被覆の面積比による評価手法を提案した。オープンスペース量の評価のため，  

昼間人口・夜間人口を用いた評価も行った。ここではこの手法を検討するため，各都  

市一点ずつの代表点について評価を行ったが，被害の軽減とは直接関係の無いと考え  

られる海面や山地について，評価にいかに反映するかが課題として残った。   

また実際には被害を軽減するオープンスペースとして機能する都市内の駐車場や道  
路などのアスファルトで覆われたオープンスペースが評価から除外されている。リモ  
‾トセンシングによる分類が困難な土地被覆については，例えばGIS（地理情報シス  

テム）のデータを利用する方法などが検討されるべきであろう。   

またオープンスペースひとつひとつの規模については今回の評価では考慮していな  
い0リモートセンシングデータには面積の情報が含まれ，今後こうした考慮も行う必  

要がある。さらに今回の対象地区には大規模な再開発用地がオープンスペースとして  

評価された。都市の土地被覆，土地利用の変化は激しく，適宜データを更新しながら  

評価を続けていく必要があると考えている。   

以上の課題を検討し，解析において問題となる要因を考慮した上で，この基礎研究  
を応用した形での研究を次項において行った。   
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3－4リモートセンシンクを利用した、地震時における都市のオープンスペースの抽出  

と特性分析  

前項では、オープンスペースの都市域内における量と、分布を都市に中心点を設定  
することで評価することを試みた。それにより各都市のオープンスペースのバランス  
（立地）尊から地震時のオープンスペースに関する比較を行った。   

しかし課題として、中心点の設定による評価基準のばらつきや，対象エリアからの  

森林の抜き出し、都市域と山林の境界及び都市域内における森林の利用度の吟味など  
が残った。   

ここでは、神戸市においてオープンスペースの利用度に関する調査を再度行い，オ  

ープンスペースと傾斜角との関係等を考察した。それにより都市域（平地）における  

森林の差別化をおこなった。また都市域内に含まれる利用度の低いオープンスペース  
についての吟味を行うものとした。   

解析に当たってはリモートセンシングのみでは判断が困難な行政界、穂高、傾斜に  

関しては、GIS（地理情報システム）を利用し、リモ」トセンシングとGISの利点を生  

かすことによって、より精度の高い都市のオープンスペースの評価が可能になると考  
えている。   

またオープンスペースの定義については基礎研究を引き継ぐものとする〈   

3・4－1オープンスペースの利用度に関する調査   

（調査の背景）   

前項では学校園の利用度の高さについて触れたが，震災直後に振られた，中央区野  

崎通1丁目周辺の航空写真を見てみると（写真3且1），同じ学校においてもグランド  

まで利用されているものとそうでないものがあるようにみられる。   

まず，避難所として利用されている場所としては宮本公園，葺合高校が高い利用度  

であり，利用度の低いものとしては神戸海星女子学院が挙げられる．同様のことが今  

度は中央区熊内町周辺（写真3．5．2）においても確認できる。この場合利用度の高いも  

のが嚢中小学晩春日野小学校，葺合中学校で低いものが布引中学校となる。これは、  

位置的な問題がからんでいて布引中学校や海星女学院は高台に位置し，搬入や搬出の  

ルートから外れていたのではないか，また避難住民にとってアクセスが悪かったこと  

が利用度低下に影響しているのではないかということが推察される。   

しかし両学校とも避難所としてのスペースは十分であり，早期の緊急避難壕所とし  

ては十分有効であったと思われる。これらの要因が実際に避難住民にとってどの程度  
影響していたのか現地調査によってある程度把墟することが重要であると考えている。   

またライフラインの止まる災害時において，住区周辺の河川は避難者にとって唯一  

水の利用できる場所であり，洗嵐炊事等で高度に利用されていた。河川付近には適  

当なオープンスペースも存在しているため，例えば大石川上洗の篠原公園や石崖川中  

洗の御影公会堂等は周りの避難所に比べ多くの避難者が集まった。  

ここでは、マクロな視点から地震時のオープンスペースを評価することを目的として  

Ⅲ－16   



幕3暮 リモートセンシンク毛利用した「ヰ市のダメージ」l†傷  

いるが、オープンスペースの抽出方法等を考える上で、阪神・淡路大震災における神  

戸市の事例（利用度の高いオープンスペースとその要因）を把達しておくことは重要  

であると考えている。  

写真M－1  写真3－4－2  

（ヒヤリング調査）   

神戸市での現地調査では，航空写真より容易に利用度を判別できるオープンスペー  

スと建物の学校塑形態の避難所周辺でヒヤリングを行い，オープンスペースの利用度  

を把撞することを試みた。   

調査地神戸市  
Q：どこへ避難したか，なぜそこへ行こうとしたのか。  

写真3－4・1地区周辺での回答  

葺合高札王子スポーツセンターという解答が多く，理由として，「高校は県立なの  

で公共性が高い」，「王子公園内施設は公園が広域避難場所に指定されているから」と  

いう声が最も多かった。神戸海星女子学院があまり利用されなかった理由として，避  

難者は被害の大きい南側に居住していて，上述の2カ所の場所が最近楼避難場所とな  

るからであると考えられる。またこの地区は北に向かって綾やかな上り勾配となって  
いる。  

写真34・2地区周辺での回答  

書中小学校，葺合中学校という解答が多く，布引中学校周辺では避難しなかったと  

いう声が多かった。理由にとしては，「国道に面しているのでアクセスしやすい」（車  

で避難），「地域に密着している建物だから」などの声があった。この地区についでも，  

建物が倒壊または焼失したなどの被害で避雑した人々は南側に集中していた為，布引  

中学校までは避難しなかったことが考えられる。この地区もまた北方向へ緩やかとは   
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いえない上り勾配がついている。  

各区の学校園周辺での固答   

最も多かった解答は近くの小学校，次いで中学校，公会堂などであった。いくつも  

の避難所と考えられる場所が近接しているとき，公共性の高いものが順番に選択され  

るということが考えられる。また，最初に避難した場所にガス漏れや周辺からの延焼  

の危険などの情報が入った際にはそこから近くの避維所に移ったなどの声も聞かれた。  
Q：どんな場所にどれだけの人が避難したか。  

神戸市役所からの回答  

「震災当時の神戸市民生局の記録により避難場所とその避難者数を把握することは  
できる。しかし，避難者数の大小から避難所の利用度が解ったとしても，必ずしもそ  

の避難所の周辺環境（道路幅月，傾斜，住宅との距離）が良好であった為だとはいえ  

ない。なぜなら，被害の大きかったところは当然避難者数も増加するからである。」と  

いう回答を頂いた。また，避難所は地域防災計画で指定されているところ以外にも自  

然発生で形成された場所もあったとも付け加えていた。   
以上のことより，避難の必要がある人は近隣学校園や諸施設に避難し，そのオープ  

ンスペースは様々な用途に用いられること，また，比較的建物に被害の少なかった人  

の中には，ライフライン復旧まで食事の配給を受ける為のみに避難所を利用し，就寝  

はしていなかった人も多かったということがわかった。   

しかしこれらのことは統計上には数億として含まれてこない。資料から判る避難者  
数の大小がオープンスペースの利用度につながるわけでなく，その避難所がどのよう  

な役割を担ったかで，オープンスペースの使用のされ方も変わってくると考えられる。   

3－4・2 傾斜度の選定   

ヒヤリングによってオープンスペースの利用度に差があったとは一概に言えないこ  
とが判った。従って本研究では，延焼遮断帯として機能するオープンスペースは都市  

域内の水面，森軋草地，裸地を全て抽出するものとし，避難所として機能するオー  

プンスペースについてはそこから都市域内に存在する森林を抜いたものを抽出するこ  
とにした。   

しかし土地被覆分類図から地震時に利用できると推測される、オープンスペースを  
有する都市域（平地）を残して、森林地帯を除外することを試みた。（平地内の都市公  

開等、土地被覆分類において森林と分類されたものの中から、地震時に利用できる森  
林を残す必要がある）。標高データから作成した傾斜角による境界線を、都市域と森林  

地帯との境界線とした。まずGISによって学校園等の避妊所の位置をあらかじめ設定  

しておき，その上に，いくつかの傾斜角を重ねておく（園6。2。11）。この傾斜角と  

は，標高のポイントデータから作成した標高データにより算出した傾斜角であり，実  

際は約2。6倍の値を持つ傾斜となる。ここではこの傾斜角を算定傾斜角として定義し  

利用した。次に現地調査で，それ以上の傾斜角で森林地帯が始まり，また避級所とな  

る施設，学校圃等が存在しないと思われる場所を調べた。そして，避難所の位置と森  

林地帯の関係から，避難活動において利用できない森林地帯が始まる傾斜として妥当  

であると思われる傾斜角を決めた。  
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この方法から算定傾斜角10度が，概ね都市域と森林地帯の境界線になり得ていると  

判断しこの傾斜角で森林を含まない都市域（平地）を切り取ることを試みた。  

図3－4－1傾斜角を利用した境界線の評価  

（算定傾斜角と避難所の関係）   

3－4▲3 オープンスペースの抽出   

基礎研究では3都市における土地被覆分類を全て最尤法による教師付き分類で行っ  

たが，24都市全てで地図や航空写真からの読み取りによって抽出することは困難であ  

る。従って，ここでは教師なし分類注5）というグランドトゥルースデータを用いないク  

ラスタ分類を併用して24都市に対する土地被覆分類を行った。   

図3－4－2、図3－4－25に対象24都市の土地被覆分類結果を示す。   
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これら24都市の土地被覆分類をを用いて以下のようにオープンスペースを抽出した。   

教師付き，若しくは教師なし分類を用いて，図3ヰ28のような土地被覆分類図が完  

成する0これは青森における土地被覆分類の結果である。中央の赤い部分が中心市街  

地である。   

しかし，今回は最終的に市町村単位（自治体単位）のオープンスペースを評価するこ  

とを目的としているため，次の段階として，青森の土地被覆分類図の中に，青森市全  

体がどのように含まれているのかを示すために，地図投影を合わせた行政界を重ねあ  

わせた。   

このようにして（図3ヰ26，図3－4－27），→定エリア内（行政界）の土地被覆分類  

図を作成した。  

リモートセンシングでは広域的な土地利用等を把握することができるという利点が  
あるが，それと同時にGISによるデータを組み合わせることによって，行政区を単位  

としたデータ抽出が可能になると考えている。  

図3－4－26土地被覆分類されたデータ（青森）   図3－4－27行政界との重ねあわせ   

■董蓋   

凶3－4－28青森市のみで抜き厳った  

土地被覆分類図  
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前述のように，ここでは，都市域（平地）と山林地帯の境界線として算定傾斜角 to  

度以下を設定している。   
この傾斜角以下に含まれる土地被覆は地震発生時に有効なオープンスペースを有す  

ると考える。この算定傾斜角10度以下を表すデータを，切り出しを行った土地被覆分  

類図に重ねあわせ，含まれる土地被覆を抽出する。   

図3ヰ29は標高データより算出した算定傾斜角エリアのデータを開いて，青森市に  

おける算定傾斜角10度以内を表したものである。   

図3－4－30は傾斜角のデータと行政界によって切り出した青森市の土地被覆分類図を  

重ねたものである。   

図3ヰ31算定傾斜角10度以下のエリアで切り取った，土地被覆の部分が地震時に  

活用できるオープンスペース，つまり都市の被害を軽減するオープンスペースを有す  

る都市域（平地）であると位置づけている。  

図3－4－29算定傾斜角10度以下のエリア 図3－4－30土地被覆分校図との重ねあわせ  

図3－4－31抽出した都市域（平地）   
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3ヰ3 地震時における都市のオープンスペースの特性分析   

ここでは，前項で抽出した都市のオープンスペースに関する特性分析を行う。   

基礎研究において，オープンスペースの地震災害時における用途や機能について整  

理を行い，オープンスペースの持つ土地被覆構成からリモートセンシングにおいてな  

にが読み取とれるにかを考察した。災害時におけるオープンスペース，つまり水軋  

森林，草軋裸地は以下のような被害軽減能力を持ち，地裳に対する都市の潜在能力  

を評価する基準となり得る。  

・延焼抑制要素として  

水面∴森軋草地．裸鞄  

・緊急避難及び建物倒壊危険の軽減要素上して  
森林，草地∴裸地  

・長期的な避難壕所として  

草地．裸地   
基礎研究においては対象範囲内における水面のほとんどが海面で占められていたた  

め，水面にたいする評価を行わなかったが，この応用研究において抽出した水面は全  

て，河川，湖，もしくは水田であるため評価の対象として延焼抑制効果を持つ要素と  

して含めた。ここでは「延焼抑制要素」，「緊急避難及び建物到壊危険の軽減要素」，「長  

期的な避難場所」という3つの被害軽減要素に焦点をおいた24都市に対する分析・評  

価を行った。   

また，分析結果を用いて都市を評価するにあたって，各都市の規模を考慮する必要  

があると考える。都市の規模によって、直下型地震による被害の規模も異なり、おお  
まかではあるが、都市規模（ここでは、人口を都市規模を表す指標として利用した。）  

により事前に都市を分類し、それぞれのグループ内で都市のオープンスペースを比較、  

分析した。抜き取った各都市域が傾斜の綾やかな平地であることを考慮すると，各都市  

域は常住の可能なエリアであると考えられる。従って，まず，都市規模を表すと考えられ  

る人口のデータを用いて対象都市を定性的に分類を行った。   

グループ1：東京都（区部）．横浜市，名古屋市，大阪市  

グループ2：札幌市，仙台乳千葉市，神戸1軌京都市，広島市、福岡市  

グループ3：釧路市．青森市，福井市，長野市．新潟市，静岡市，浜松市，岡山軋  

鳥取市，高松市，高知市．熊本市，宮崎市   

次に，都市規模によって定性的に分類した都市について，延焼抑制要素」，「緊急避  

難及び建物到壊危険の軽減要素」，「長期的な避難場所」という3つの被蕃軽減要素に  

関する都市の分析・評価を行った。   

（延焼抑制要素）  

都市域において延焼避難要素として機能すると考えられる韮乱盈迩，豊艶，盈塾  

の合計値を「オープンスペース1」と仮定して，その絶対量からの比較と，都市の規模  

を表す土地被覆である市街地との割合を分析した。   
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グループ1   

図3ヰ32のように，このグループの都市は市街地規模が非常に大きく、オープンス  

ペース1の量、割合ともに少ないグループである。市街地の量は図3・4－33のように東  

京（区部）のほうが名古屋市に比べて2倍程度であるため，東京（区部）の都市域におけるオ  

ープンスペース1の割合は約20％程度と，樋めて小さくなっている。グループ全体を通  

して，オープンスペース1の割合は小さい。しかし横浜市にはオープンスペース1が  

約50％程度あり，人口の多い都市としては少なくても，延焼抑制の効果をもつオープン  

スペースの量が多少あるとおもわれる。  
グループ2   

図3ヰ34を見ると各都市の絶対量は仙台市，札幌市が大きい。このグループは，オ  

ープンスペース1の都市域における割合はグループ全体で約50％～60％と，市街地と  

同程度の割合を有している（図3ヰ35）。一様に，延焼抑制効果のあるオープンスペー  

スをある程度有していると思われる。  
グループ3  

高知市と岡山市とでは，全体の面積が4倍以上も異なるが（図3ヰ36），図3．4＿37  

のようにオープンスペース1と市街地とのバランスは同様の傾向を示している。その  

他の都市も同程度の割合を持っており．人口量がそれほどない都市であることを考える  

と，延焼抑制の効果を持つオープンスペースの量は非常に多いといえる。特に青森や  

釧路のオープンスペース1の割合は約80％という億を示している。  

大阪市  

名首足市  

横浜市  

真東＝引紆  

大阪市  

名古正市  

横浜市  

東京（区掛）  

0  100叩 20000 30000 40000 50000 60000 T00QO  
面積（h）  
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図3－4－32各土地被穫の絶対量（グループ1）  
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ロW■tOr■For●さt⊂＝》朋膿□B－●t■ndロUrbハ   

図3功一33各土地被覆の割合（グループ1）  
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図3－4－35各土地被渾の割合（グループ2）   
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図3一ト34各土地被渾の絶対量（グループ2）  
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（緊急避難及び建物倒壊危険の軽減要素）   

被災直後の緊急避難場所として，また建物到壊による危険の軽減要素として機能す  

ると考えられる，盈巫，量塾，盈塾をオープンスペース2と仮定し，その絶対量の比  

較と，市街地との割合を分析した。  

グループ1   

全体的にオープンスペース1と同様の傾向を示しているが（図3－4－38），水面が抜け  

たことによって大阪市と東京（区部）のオープンスペース2の割合がほぼ同じ値の釣  

20％程度となりオープンスペースが不足している（図3－4－39）。名古屋市と横浜市では  

それでも40％，50％の催を持っており，人口の多い都市であることを考えると十分で  

あるとはいえないが，大規模都市の中では，緊急時の避難や建物の倒壊による危険の軽  

減に効果の有るオープンスペースを持ち合わせていることがわかる。  
グループ2   

水面の割合が比較的多かった，広島のオープンスペース量が少なくなり，水面の割合  

が少ない福岡ではオープンスペース1と同程度の値を示している（周3ヰ40）。   

オープンスペース2と市街地の割合を見ると，広島市のほうが福岡市よりもオープ  

ンスペースの割合が高く出ていることがわかる（図3ヰ41）。また全体的に各都市とも  

市街地と同程度の割合でオープンスペース2を有しているが，神戸市と福岡市のオープ  

ンスペース2の割合が，他の都市に比べて若干低い値を示している。他都市に比べ，  

神戸市と福岡市においては他の都市に比べて人口畳も多いので，多少緊急時の避難や建  

物の倒壊による危険の軽減に効果を有する，オープンスペースが不足することがわか  

る。  

グループ3   

ここでも水面を抜いたことにより，水田の多いと思われる，新潟市や浜名湖が有る  

浜松市においてオープンスペース量が減少した（図3－4・42）。新潟市ではそれでもオー  

プンスペース2の割合が60％以上となっているが，浜松においては40％近くにまで落  
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ちている○浜松市は新潟市のように水田による影響ではなく，湖によるものなので，緊  

急時の避難や建物の倒壊による危険の軽減に効果があるオープンスペースは少ないと  

予想される。その他の都市は60％～80％のあたいを持っており，被害軽減に効果の有  

するオープンスペースを十分に持ち合わせていることがわかる。  
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図3－4－39各土地被覆の割合（グループ1）  
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（長期的な避難場所）   

森林は緊急の避難場所としては延焼効果も有り，有効であると音うこともできるが，  

より長期的な意味合いでの避難所（被災者が避難生活を過ごす）としては，学校の校  

庭等の草地や裸地が避難所として適切な土地分類であると考える。   
都市域に存在するこれら2つの土地被覆をオープンスペース3と仮定し，純対量の  

比較市街地との割合の比較を行った。都市域中に森林を多く有する都市は多数存在し，  

これによって各グループとも，これまでのオープンスペース1，2とは異なる結果が得  

られた。  

グループ1   

森林の多かった横浜市におけるオープンスペースの絶対量が下がり（囲3－4－44），都  

市域におけるオープンスペース3の割合も，名古屋に比べ低くなった（図3－4－45）。こ  

のグループは都市規模が大きく、他都市と比較して被害規模は大きくなることが予測  
され、グループ全体のオープンスペース量が40％以下になり，全都市を通して長期的  

な避難所として効果の有るオープンスペースの不足が予想される。  
グループ2   

森林が非常に多い，千葉市や仙台市におけるオープンスペースの絶対量の低下してい  

る（図3ヰ46）。千葉市，仙台市ともに，これまでこのグループでは特にオープンスペ  

ースの割合が高く，被書軽減の効果が期待されたが，長期的な避難所としての効果をも  

つオープンスペースの量は，札幌市や京都市より低いという結果が得られた。千葉市  

は，このグループ中最もオープンスペースの都合が低い都市である（図3・4－47）。   

グループ3   

全体的に森林の割合が高い都市が多かった（図3・4・48）。しかし千葉市と同様に森林  

の多い青森においてもオープンスペースの割合は約70％程度あり，このグループの平  

均的なオープンスペースの量の多さが伺える（囲3・4－49）。最も低い割合の浜松市でも  

40％以上の割合でオープンスペースを有していた。都市規模も他都市と比較して小規模な  

都市であることから、グループ全体で長期的な避難所として利用できるオープンスペース  
の量が十分にあることが分かる。   
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図3－4－44各土地被覆の絶対圭（グループ1）  
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国3一ト45各土地被覆の割合（グループ1）   
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図3－4－49各土地被渾の割合  

本研究において定義づけている地震時に活用できるオープンスペースにより，地震  

発生時に効果的に利用できる可能性の高いオープンスペースを摘出した。一般的な指  
標（森林・山地を含めたオープンスペース）では平均以上あったオープンスペースの  

割合が，本章での手法では，何十％も下がるケースがいくつか認められ，本章で意図  

した目的を明確に示す指標を作成できたのではないかと考えている。  

全体を通して，絶対量のみでは一概に各被奮軽減要因における効果の期待度を詳細  

に推定することはできないが，このようにリモートセンシングを利用したマクロな視  

点で，地震の被害に対する都市の被害軽減能力のポテンシャルを読み取ることは可能  

であり，それぞれの都市内部での詳細な分析につながるとなると考えている。   

また，今後，絶対量，割合だけではなく、オープンスペースの配置等基礎研究をも  

とに研究を進めていくことが必要であると考えている。   

本研究でにおいて、リモートセンシングを利用し、地震時に活用できるオープンス  

ペースを抽出したことは、地稟時のオープンスペースをマクロな視野から分析したも  
のとして重要であると考える。また，これまでの統計資料等既存のデータでは分析が  

困簸であった、地震時のオープンスペースの評価手法を凍案したものとしても重要で  
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あると考える。  

注   

1）ある物体あるいは現象に関する情報を直接触ることなく，検知装置（センサ）によ   

って取得することをいう。狭義では電磁波エネルギーを画像の形で記録し，地表面   

に関する情報を得ることをいうが，広義では重九音波などの測定による場合も含   

む0利用されるセンサには，カメラ，マルチスペクトルスキャナ，レーダー，散乱   

計などがある。  

2）狭義の意味での最初の地球観測衛星で，Landsatl号～5号まであり，現在5号が   

稼働中である。高分解で土地被覆に適しているTMと呼ばれるセンサが搭載され   

たのは4号からで，この頃からより詳細な解析が積極的に始まった。TMデータは   

非常に分光度が優れ，その他のセンサと比べてBand（各波長域を持つ波長帯）の   

数も多く，従って土地被覆分類に適しているわけである。   

・Bandl～4・‥可視，近赤外域の波長であり，RBG備に対応して各被覆の色とな  

る   

・Band5 …積雪と雲の謝礼融雪の始まっている所そうでない雪の識別（中間  

赤外域）   

・Band6・‥温度情報を得る（熟赤外域）   

・Band7 …岩石の識別に役立つ情報を得る（中間赤外域）  

3）ある母集団が道の母数βによって規定されているとする。このとき観測地Ⅹが得   

られる確率を，β変量とする関数とみなすとき尤度という。これを  

？（ズl∂）と描くと・同一母集団からのランダム標本の観測値（ズ1，…，ズn）が   

あれば，その尤度L（ズ1，‥・，方nlβ）は  

L（ズ1，…，ズ几l㌔≧1＝Ⅱ？（ズ？用）   
である。このLをβに関するβをβの最尤推定量という。与えられた標本値に対し尤   

度を最大にする母数を推定する方法を最尤推定法または最尤法という。リモートセン   

シングの自動分類においては，母集団として多次元正規分布をとり，離散的な母数と   

して分類クラスの平均ベクトルと分散・共分散行列の値をとる。観測催は画像申の分   

類しようとする一つの画像スペクトルである。  

4）分類に必要な母集団のパラメータ（統計量等）を，対象データ以外の情報を用   

いて推定し，それを利用して分類する方法。画像分類では，通常人間がトレーニン   

グエリアを指定することにより統計量が推測される。分類は普通種走された母集団   
の分布と未知のデータとの類似性に基づいて行われる。最尤法，最短距離法，ツリ   

ー型分類などがある。  

6）データの自動分類の手法の中で，分類に必要な母集団のパラメータを，対象デー   

タのみの情報から抽出する分類方法のことをいう。代表的なものにクラスタ分析   
がある。   



器息章 リモートセンシンクを利用した「都市のダメージ」評価  

3－5主成分分析による「都市のダメージ」評価   

ここでは，前節で抽出したオープンスペースと，その他地震時に被害を拡大させる  

要軋 被害を軽減する要因を考察し，これらを含めて因子分析を用いて「都市のダメ  

rジ」評価を行った。   

3－5－1「都市のダメージ」に影響する要田の分析とデータ抽出   

ここでは，他地震時に被害を拡大させる要因，被害を軽減する要因を考察し，統計  

データ等のデータを抽出する。   

また，地震による被害を考え，「地震発生に影響するする要因」，死傷者等の人的被  

害，建物等構造物の物的被害を含む多くの要因からなる「地震による被害発生及び披  

書拡大に影響する要因」，「地震による都市火災に影響する要因」に分類した。   

l地震発生に影響するする要因】   

地震発生の危険性及び予測は困難であるが，ここでは地震発生に影響するする要因  

として，有感地麓の回数，大地麓発生の回数，活断層数を取り上げた。   

（有感地異の回数）   

有感地震国数が多い都市に必ずしも，大規模な地寒が発生するとは限らないが，地  

震発生の可能性は高いと考え，有感地衷の回数を取り上げた。有感地震のデータほ1926  

年から1995年までの管区気象台の震度観測記録を利用している。（静岡市は1941年，  

千葉市は1961年に観測を開始したため，全観測期間の平年値により補正した）   

また，地震の回数は近年（1995年以前の，10年間）の地震回数と長期間での回数  

とでは影響が異なると考え，の2つの地震回数を取り上げた。  

（大地震発生の回数）   

大規模な地震による被客を径験している都市が，将来的に，必ずしも大規模な地異  

の被害にあうとは限らないが，被害にあう可能性は高いと考え，大規模地震事例は死  

者の被害が出た地震の回数を取り上げた。  

（活断層数）   

各対象都市の市街地（市役所を中心）から半径30km（1995年兵庫県南部地震にお  

ける激震地が∴震源から約半径30kmの範囲内に分布していたため，その範囲を30km  

と設定した）以内にある確実度Ⅰ沈1），が川の活断層もしくは海底活断層であること  

が確実及び推測されるものの数である。なお，調査に当たっての各都市における活断  

層の分布状況は，文献3）の「日本の活断層」で調査されているものを用いた。2）  

洩1）「確実度Ⅰ8リ活断層であることが確実なものである。具体的には次のどれかの地形  

的な特徴を持ち，断層の位置，変移の向きがともに明確なものをいう。1）教本以上にわ  

たる尾根・谷の系統的な横ずれ，2）ひと続きであることが確かな地形面を切る崖線，さ）  

時代の異なる地形面詳を切っている塵線があり，古い地形面ほど変位が大きい（変位の累  

積が認められる）場軌4）同一地形面の変形（たわみ・傾斜等），5）第4紀層を変位さ  

せている断層の露頭等2）  

注射「確実度Ⅱき）」活断層であるものと推測きれるものである。すなわち，位置・変位の向  
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きも推定できるが，確実度Ⅰと判定できる決定的な資料に欠けるものである。2）   

【地震による被害発生・被害拡大に影響する要因】   

ここでは，都市内の地寮による被害を引き起こす要軋被害の規模を拡大させる要  
因を取り上げた0（ここでは，都市規模が影響すると考えられる死傷者等の人的被害，  
建物等構造物の物的被害に影響すると考えられる都市の基礎的な要因の抽出である。）   

まず，都市の規模（ここでは，都市面積が示す面的な大きさだけではなく，人口規  
模等も含んでいる）に比例し，地震による被害の規模も大きくなると考え，人口，人  
口密度を取り上げた。   

次に，人口の中でも，高齢者は地震発生時に被害にあう可能性が高いと考え，65歳  
以上の人口の割合，65歳以上のみで暮らす世帯数を取り上げた。   

次に，経済的に低所得の世帯は建物乳地簾の被害にあう可能性が高い住宅や長屋  
等に暮らしている可能性が高いと考え，年間所得300万未満世帯割合を取り上げた。   

次に，都市の市街化と比例し，地震による被害の規模も大きくなると考え，市街化  
の指標として，DID人口，DID両横，DID人口密度を取り上げた。   

次に，地震発生による昼間と夜間での影響の遠いに着目し，夜間人口に対する昼間  
人口の朝倉を取り上げた。（特に，ここでは昼間の地震による被害に着目している）   

また，ここでは，地震発生による被害の中でも建物の被害，特に建物到壊に影響す  

る要因を抽出した。   

まず，建物の中でも，木造建物は，1995年の阪神・淡路大震災等過去の大規模な地  
震の際，大きな被害を受けた。ここでは，住宅棟数，木造建物棟数，非木造建物株軌  
81年以削こ建設された木造建物棟数を取り上げた。   

また，非木造建物の中でも，建設年度が古い非木造建物も木造建物同様に，阪神・  
淡路大震災等過去の地震による被害を受けていることから，71年以前に建設された非  
木造建物棟数を取り上げた。  

塗物被害，嘩動と地軌こよ  
‥、上」－⊥ミ・ギ・・、こ＿：」＿・ト∴ ニニ∴÷皿．．・㌻Jニュニ：’ぺた⊥∴ 

（人口，人口密度注＄〉）4）   
都市の規模に比例し，地震による被害の規模も大きくなると考え，都市の規模をあ  

らわす指樺と考えられる，人口，人口密度を取り上げている。   

注3）人口密度は，定住人口を対象とした夜間人口密度である。  
（65鼓以上の人口の朝食4），65歳以上のみで暮らす世帯数5））   
高齢者は地震発生時に，逃げ遅れ等から被害にあう可能性が高い（災害弱者）と考  

えられる。ここでは，65歳以上の人口の割合を取り上げた。また，高齢者のみで構成  

する世帯は，家族の手助けが得られず，さらに被害にあう可能性が高いと考えられる。  

（年間所得300万来清隆帯剣合）8）   

経済的に低所得の世帯は建物等，地震の被害にあう可能性が高い住宅（老朽化した  

木造建物）や長屋等に暮らしている可能性が高いと考えられる。図3－5－1は，阪神・  

さてこ手∴ニーさ†＼‥：   
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淡路大震災での神戸市長田区における木造建物の用途別被害割合である8）。長屋の全  

壊率が高い（70％以上）ことわかる。  

■全壊 E半壊 ロー部損壊 □その他  

戸建住宅   

併用性宅  

長屋   

共同住宅  

店舗  

事輝所  

倉庫  

土蔵  

01i  20，i  40％   8肌   80！i lOO†i  

図3－5－1木造建物の用途別被害割合（神戸市長田区）   

ここでは，年間所得300万未満世帯を低所得世帯として取り上げた。表3－4－1は都  

道府県別の平均所得と全国平均の所得を示している。所得の全国平均から，年間所得  

300万未満を取り上げている。  

表3－ト1都道府県別の平均所得と全国平均8）  
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（DID人口，DID面積，D工D人口密度）   

都市の市街化と比例し，地震による被害の規模も大きくなると考え，市街化の指標  

としてDID注4）人口，DID面積，DID人口密度を取り上げた。  

射）DID（人口集中地区）とは，人口密度が40人血以上の国勢調査の調査区が集合し，  

合計人口が5000人以上となる地域。都市的地域の特質を明らかにするために設定され  

たものである。  

（夜間人口に対する星間人口の朝倉）   

ここでは，地震発生による星間と夜間での影響の違いに着目した。特に大都市は昼  

間人口の割合が非常に高く，地震による被害の様相も夜間時とは異なると考え，夜間  

人口に対する昼間人口の割合を取り上げた。  

（住宅棟数）5）   

ここでは，建物が木造，非木造等建物種別に関係なく，都市の建物数と建物被害の  

大きさは比例すると考えた指標として，住宅棟数を取り上げた。   

（木造建物棟数，81年以前に建設された木造建物棟数）5〉   

これまでの地震災害事例において，木造建物が建物到壊に影響しており，さらに老  

朽化木造建物は，被害にあう可能性が高いことから木造建物棟数，飢年以前に建設さ  

れた木造建物棟数を取り上げた。   

図3・5・2は1995年阪神・淡路大震災における芦屋市の木造建物の建設年代別被審棟  

数7）を示している。また，図3・5・3は1995年阪神・淡路大震災における芦屋市の木造  

建物の建設年代別被害割合7）を示している。建設年代が古いほど，全壊，半壊した建  

物の棟数と全壊建物の割合が高いことがわかる。同様に，図8ヰ3のように，建設年  

代が古いほど，特に全壊建物の割合が高いことがわかる。また，卯年を境界として，  

全壊した建物の割合が急激に増える傾向がわかる。   
以上から，ここでは建物被害に影響する要因として，81年以前に建設された木造建  

物棟数を取り上げた。また，図8－5－4．図3ふ＄は芦屋市の詳細調査による木造建物の  

建設年代別被害割合7）を示している。ここでも，建設年代が古いほど，全壊，半壊し  

た建物の棟数と全壊建物の割合が高いことが明らかである。  
■全壊 匹半壊 ロー部損壊 ロその他  

図3－5－2芦屋市の木造建物の建設年代別被害棟数－）  

Ⅲ－36   
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■全壊 田半壊 ロー部損壊 口その他  

100％  

80％  

60，ら  

40†i  

20％  

0％  

～25 ～50 ～60 －70 －80 ～90 91～  

建設年代  
図3－5－3芦屋市の木造建物の建設年代別被害割合7）   

■倒壊 日大破 日中破 □小破 口軽微 □無被害  

100†i  

80％  

60％  

40†i  

20％  

0％  

明卦大正 昭和初期～ 戦後一昭和昭和60年代  
戦前   50年代   以降  

図3－5－4芦屋市の建設年代別建物被害割合：観察調査7）  

■全壊 四半壌 ロー部損壊 □無被害  

■
鳩
て
巌
 
 

80％  

40も  

20％  

0ヽ  

明卦大正 昭和初期～ 昭和28年～ 昭和56年以樺  
昭和25年  昭和55年  

図3－5－5芦屋市の建設年代別建物被害割合：アンケート調査7）   
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（71年以前に建設された非木造建物棟数）   

ここでは，鉄筋コンクリート造，鉄骨遺筆の建物を含む，71年以前に建設された非  

木造建物棟数を取り上げている。1968年に発生した十勝沖地震では，学校建築物を中  

心に，鉄筋コンクリート遺の建物が大きな被害を受けた。十勝沖地震後，1971年に建  

築基準法施工令等改正されている。また，阪神・淡路大震災でも，鉄筋コンクリート  

造，鉄骨遺の建物が大きな被害を受けている。   

表3－5－2は阪神・淡路大震災の被害地域における，鉄筋コンクリート造を中心とし  

た文教施設の被害調査の集計8）である。表中の建築年代の第1世代は1971年以1軌  

第2世代は1972年～1981年，第3世代は1982年以降である。第1世代の建物の被  

害が大きいことが明らかに分かる。表3ふ3は学校建物の建築年代被災度分布8），表  

3－4－4は震度Ⅶ相当地域学校建物の建設年代と被災を示している。他の年代に比べて第  

1世代の建物は，特に倒壊，大破といった大きな被害を受けた建物の数が多いことが  

わかる。   

事例は，鉄筋コンクリート造の学校建築中心であるが，神戸市を中心として軽量鉄骨造  

等多くの古い年代に建てられた建物の被害が発生した。  

ここでは，1971年建築基準法改正以前に建てられた非木造建物を建物被害の危険性が  

高い建物として取り上げた  

地区名  調査  建築世代 被災状領別棟数  
件数   

轄   
育館   

伊丹牽  q  26  25  q  0  0  】2  13  0’  q  ロ  7  山  m  6  0  0  26  
尼崎市  Ⅶ  18  】さ  0  0  0  Ⅰ7  0  0  q  0  2  2  10  3  0  口  18  
宝塚市  4  12  12  0  0  0  7  5  P  0  0  4  0  ‘  □  q  0  12   
西呂市  88  338  25蕗  78  l  q  137  113  84  4  2ヱ7  24  28  37  m  4  7  338  
芦屋市  5  26  19  0  6  ロ  12  6  g  0  ロ  2  7  n  2  3  0  26   

神戸市東灘区  31  111  95  14  口  口  49  3】  30  口  37  2ヱ  20  24  3  5  0  111   
神戸市灘区  21  58  45  9  □  ロ  2色  6  Z3  q  32  10  6  7  2  q  0  58   
神戸市中央区  3】  59  48  4  7  0  31  ＝  1痕  ロ  10  33  10  5  ロ  0  0  59   
神戸市兵庫  22  56  53  3  0  0  26  古  1卓′  吉  16  3l  2  4  q  n  ロ  56   
神戸市長田区  IO  ヱ0  17  2  ロ  0  1∫7  口  2  0  3  3  0  2  3  5  4  20   
神戸市須磨区  5  12  10  【  n  0  ＄  ユ  口  0  0  3  2  5  ロ  口  0  】2   
神戸市垂水区  5  9  9  0  0  0  8  口  0  0  q  0  口  5  Z  0  0  9   
神戸市北区  3  8  6  0  2  0  0  7  ロ  0  口  q  2  4  0  0  0  8   
神戸市西区  3  5  4  0  ロ  0  3  0  2  0  0  口  口  3  0  0  0  5   
明石市  8  Ⅰ4  】0  l  3  8  8  5  0  ロ  0’  3  口  台  2  0  0  14   
三原郡  写  8  6  0  2  0  0  口  ′8  7  6  口  0  ロ  －0  0  0  8   
津名都  3（i  4】  28  口  10  2  Ⅶ  2  】2  田  5  25  ロ  7  口  2  0  4l  
洲本市  7  7  3  0  4  0  0  口  0  6  ユ  5  0  0  0  0  0  7   
三木市  口  3  3  0  0  0  0   田  q  二¢  0  0  0  3  0  0  0  3   
川西市  ロ  ロ  ロ  0  0  0  ．b  1’  bj  d  0  0  0  0  口  0  0  ロ  
総計  311  き32  870  114  40  8   37ヰ  216  l争寧  44  34ヱ  177  8ヰ  153  ヰ0  23  13  832   

表3－5－220地域における文教施設調査内訳8〉  

Ⅲ一38   
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被災度  第1  
世代   

無被害  119  89  123  q  
全  
謂  
査  
建  
物  

13  

慕淋〟A  

親族書  104  63  83  10  
15   

苧  
校  
稜  
舎  

IO   不明  4  ヰ  0  2  

㈲∴  3う噂ニ  磯酢  凍粧    譲粁   

無線客  
学   軽微   
稜  
体   
育  大破  0  2  0  q  2   
館  倒壊  

不明   
廊鋸   

表3－5－3学校建物の建築年代と被災度分布8）  表㌻5」震度Ⅵt相当地域学校建物の建設年代  

と被災度8）  

【都市火災に影響する要因】   
ここでは，地震発生による被害の中でも火災の延焼拡大及びに延焼抑制に影響する  

要因を抽出した。阪神・淡路大震災では，神戸市長田区を中心とした都市大火が発生  

したことは記憶に新しい。また，長田区は，老朽化木造住宅が密集した地区だった。   

ここでは，火災の延焼拡大要因として木造建物密度，火災の延焼抑制要因としてオ  

ープンスペース密度を取り上げた。   

（木造建物密度）   

ここでは，都市の火災延焼拡大に影響する要因として，木造密度を取り上げた。木造建  

物が密集している地区は火災延焼を拡大させる危険性が高いと考え，市街化区域性5）1haあ  

たりの木造建物棟数を木造建物密度としている。   

注8）市街化区域とは，都市計画区域那）のうち，市街地として積穣的に開発・整備する区域  

は市街化区域という。すでに市街地を形成している区域は，国勢調査区等を単位として算  

定される人口密度40人丑凪以上の土地が連担し，人口3000人以上である区域（既成  

市街地）及びこれに接続する土地で同様の単位ごとに算定した場合に建築敷地として利用  

される土地の割合が1／3以上となる区域。9）また，市街化調整区域（都市計画区域のうち  

市街化を抑制すべき区域）とで，都市計画区域を形成している。  

性¢）市町村の中心の市街地を含み，かつ，自然的・社会的条件，人口・土地利用・交通量  

などの現況・推移を勘案して，一体の都市として総合的に整備，開発，保全する必要があ   
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る区域を指定する。9）  

（オープンスペース密度）   

オープンスペースは前節のリモートセンシングを利用したオープンスペースのデータ作  

成及びデ】夕抽出の手法から算出したものである。また，ここでは前節で位置づけた，延  

焼遮断育としてのオープンスペースとして，リモートセンシングによって分類された、都  

市内の森林，草地，裸地，水面を合計したものを全体の都市域（平地）に対する割合とし  

て算出した。   

3－5・2 主成分分析による「都市のダメージ」評価   

前節において分類し，要周分析とデータ抽出を行った，「地震発生に影響するする要  

因」，「地震による被害発生及び被害拡大に影響する要因」，「地震による都市火災に影  

響する要因」について主成分分析を用いて，それぞれの要因における都市の地域的な  

特徴を分析した。   

【地震発生に影響するする要因】   
前節のように，地震発生に影響するする要因として，有感地震の回数，大地震発生  

の回数，活断層数を取り上げた。   

これらのデータを利用して，主成分分析を行った結果を表3・5－5に示す。  

蓑3－ト5地震発生に影響するする要因の主成分分析結果  

活断層数   －0．1424  0．9892   

大地震回数（回）   0．8712  0．1008   

累積寄与率   

表3ふ5のように主成分負荷量から，第1主成分は有感地震の回数（全震度階の回数，  

全震度階の回数（10年間）），大地震発生の回数の相関が高く，日頃の地震の発生と過  

去の大地震の経験から見た地震発生の可能性を示すものである。また，第1主成分は  

活断層敷から地震発生の可能性を示すものと考えられる。また，累積寄与率（叩4）  

から，この分析の信頼性はある程度高いと言える。   

次に，主成分分析席果から各都市の主成分得点（表3ふ6）を利用して，図3竜●6の  

ように散布図を作成した。   
この結果から2つの特徴が読み取れる。1つは第1主成分の高い億を示した都市（釧  

路市，横浜市，東京都区部，千葉等）は日頃の地震発生率と大地震の被害による値が  

高いが，活断層による地震発生の影響は低い。逆に，第2主成分の高い億を示した都  

市（京都市，名古屋，大阪市，長野市，神戸市等）は活断層による地震発生の影響の  

億が高いが日頃の地産発生率と大地寮の被害による値が低い。また，今回取り上げた   
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要因にほとんど影響を受けない都市が多くあることも分かる。   

このように，地震発生予知等は困難であるが，地震発生に影響すると考えられる要  
因から都市の特徴が考察できる。  

表3－5－6各都市の主成分得点  

主成分仙Ll  

図3ふ6主成分得点による地震発生に関する都市の特徴  

【地震による被害発生・被害拡大に影響する要因】   
前節のように，ここでは，都市内の地震による被害を引き起こす安臥被害の規模  

を拡大させる要因として人口，人口密度，65歳以上の人口の割合，65歳以上のみで暮  
らす世帯割合，年間所得300万未満世帯割合，DID人口，DID面積，DID人口密度，夜  
間人口に対する昼間人口の割合（屋聞入口比率），住宅棟数，木造建物棟数，非木邁建  
物棟数，81年以前に建設された木造建物の割合，71年以前に建設きれた非木造建物の  
割合を取り上げている。   

主成分分析による結果を表aふ7に示す。表3－4－7のように第1主成分は人口，人  
口密度，DID人口，DID面積，DID人口密度，夜間人口に対する昼間人口の割合（星間  
人口比率），住宅株軌木造建物棟数，非木造建物棟数が高い相隣をしめしている。第  
1主成分は都市の規模（都市面積，人口集中等都市の市街化の程度を表す）を表す成  
分と考えられる。第2主成分闇65歳以上の人口の割合，65歳以上のみで暮らす世帯  

割合，年間所得300万乗帝位帯割合，81年以前に建設きれた木造建物の割合が高い相  
関を示している。第2主成分は高齢者に関する成分であり，地震時に人的被春，老朽  
木造建物の倒壊等物的被害にあう可能性が分かる成分だと考えられる。第3主成分は  
71年以前に建設された非木造建物の割合からなり，地震時の非木造の倒壊に関する成  

分であると考えられる。また，累積寄与率（0，8ゎから，この分析の信頼性はある種  

■∴7∴∵∴   
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度高いと言える。  

表3－5－7地棄による被害発生・被害拡大に影響する要因の主成分分析結果  

人口（人）   0．9851  －0．0308  －0．0599   

人口密度（人／km2）   0，8965  0．1469  0．1850   

D】D人口（人）   0．9955  －0．0223  －0．0608   

DID面積（km2）   0．9737  －0．1339  －0，0242   

DID密度（人／km2）   0．8658  0．1339  0．0740   

65歳以上人口比率（％）   －0．0635  0．7698  －0．2663   

65歳以上のみ世帯割合   －0．0635  0．912ヰ  0．0238   

昼間人口比率（％）   0，8617  0，1876  －0．2512   

年間所得300万未満世帯割合（％）  －0，3809  0．5688  －0．3714   

住宅総数   0．9933  0．0037  －0．0891   

木造建物総棟数（棟）   0．9821  －0．0547  －0．1305   

非木造総数（棟）   0．9933  0．0559  －0．0511   

木造割合（81年以前）   0．0860  0．8229  0．3891   

非木造割合（71年以前）   0．2401  0．0848  0．8832   

寄与率   0．60   0．18   0．09   

異様寄与率   

次に，表3－5・7の3つの成分を図3－6－7，図3・6－8のように組み合わせることによっ  

て（表3－5－6の結果から散布図を作成），地震による被害発生・被害拡大に影響する要  
因に関する都市の特徴を分析した。また，表3－5－8は各都市の主成分得点である。  
図3－5－7は弟1主成分と第2主成分による地震による被害発生・被害拡大に関する都  

市の特徴を示している。上記のように第1主成分は都市の規模（都市面積，人口集中  
等都市の市街化の程度を表す）を示し，地震発生時の被害の規模に直接的に結びつく  
ものと考えられる。第2主成分から高齢者が老朽化木造に居住している可能性が高く，  
さらに年間所得300万未満の低所得世帯である可能性が高いことが分かり，高齢者を  
中心とした成分であると読み取れる。また第2主成分は地震時の被害を拡大する可能  

藍の高さ（高齢者は人的琴書に遭う可能性が高く．老朽木造建物は建物到壊等の物的  
を被害にあう可能性が高いと仮定した場合）を∴紬こ対する割合で示しているとい  

ぅ」烹で嘩（第2主成分のデータは．他  
姓量のデータではなく，割合のデータが多いことから）   

このような解釈から考えると，図3－5－7から東京都区部，横浜市，大阪市，名古屋  
市，京都市，神戸市は地震時の被害の規模が大きくなることが予測され，大阪市，京  
都市，神戸‾軋東京都区部は，さらに低所得の高齢者，木造建物が原因となり，地震  
による被害を拡大させる可能性が高いことが読み取れる。また，高知市，高松市，宮  
崎市は地震による被害の規模はそれほど大きくないものの，低所得の高齢者，木造建  
物が原因となり，地震による被害を拡大させる可能性が高いことが読み取れる。  

こ・。てヰ′、き主きミ・こニ   
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また，図3－5－8は第2主成分と第3主成分による地震による披審発生・被害拡大に  
関する都市の特徴を示している0第3主成分は71年以前に建設された非木造建物の割  

合からなり，地震時の非木造の倒壊により被害を拡大させる可能性を示している。図  
3・5－8から前述のように大阪市，京都軋神戸市，東京都区部，高知市，宮崎市，高松  
市は，低所得の高給乱木造建物が原因となり，地震による被害を拡大させる可能性  
が高いが，特に大阪市，神戸市は低所得の高齢者，古い木造建物の他に，さらに古い  
非木造建物の被害により，地震による被害を拡大させる可能性が高いことが読み取れ  
る0また，横浜市，千葉市は，主に高齢者，木造建物が原因となる被害は大きくない  

が，古い非木造建物の被害により，地震による被害を拡大させる可能性が高いことが  
読み取れる。   

ここで，再確認しておく必要しておく0ここでは．楓こよる被書の要因として∴  

地王動の人力及び地軸と地盤に上る地盤の濃艶を今回は取り扱っていないことから．  
この結果が直接的に被害想定に結びつくとは考えにくく，廟ナ取  
られることほ危険であると考えている。   

叩こよる被害の特徴分  
教であるということを再度確認してお㍍  

表3－5－8各都市の主成分得点  



象さ■ リモートセンシンク竜利用した「♯市のダメージ」胃■  

図3－5－7 主成分N0．1と主成分No．2による地瓢こよる被害発生・被害拡大に  

関する都市の特徴  
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図3－5－8 主成分No，2と主成分No．3による地動こよる被害発生・被害拡大に  

関する都市の特徴  
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また，ここでは主成分分析結果（主成分No．1：都市の規模（都市面棟，人口集中等  

都市の市街化の程度を表す）を表す成分）と前節で抽出した都市のオープンスペース  

の中から，緊急避難及び建物倒壊危険の軽減要素として抽出した，森林，草地，林地  

の合計（ha）とから，直下型地震による被害規模に関する要因と，その被害を軽減す  

るオープンスペース密度から都市を分析した（図3－5－9）。   

東京都区部は特に，都市の規模が大規模であることから，他都市と比較して地震に  

よる被害の規模が大きくなることが予測され，さらにオープンスペースの密度も低い  

ことから被害を軽減する能力も低いことがわかる。   

大阪市，名古屋市も東京都区部同様の特徴を持つと考えられる。都市の規模が大き  

い都市の中で，横浜市は比較的オープンスペースの密度が高い都市であり，被害を軽  

減する能力が同等の都市規模を持つ都市と比較して高いことがわかる。   

青森市，釧路市は他の都市と比軟して，都市規模が小さく，オープンスペースの密  

度が非常に高いことから，建物到壊尊からの緊急避難等，都市内にゆとりのあるスペ  

ースがあり，被害を軽減する能力が備わっていると考えられる。  
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図3－ト9 主成分No．1とオープンスペース密度との関係  
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【都市火災に影響する要因】   

前述のように，ここでは，火災の延焼拡大要因として木造建物密度，火災の延焼抑  

制要因としてオープンスペース密度を取り上げている。他の要因では主成分分析を用  
いての都市の評価・分析を行ったが，ここでは都市火災を拡大させる要因として，木  

造建物の密度を取り上げ，逆に都市火災を抑制する延焼速断帯の役割を持つと考えら  

れる要因として前節までに作成した，オープンスペースの密度を取り上げた。  

木造建物密度が高いほど，大規模な都市火災を引き起こす原因となると考えられる。東  

京都区部は木造建物密度が最も高く，オープンスペース密度が最も低いことから大規模な  

都市火災を引き起こす可能性が高いと考えられる。東京都区部は，日本最大の近代大規模  

都市であるという側面，下町といった昔ながらの木造建物が密集している地域が多く存在  

する。また，人口，建物等の構造物が密集し，都市内に余分なスペースがほとんどないこ  

とがあげられる。大阪市も同様に，大規模な都市火災を引き起こす原因となると考えられ  

る0また，阪神・淡路大束災での神戸市，長田区の火災による被害を考えると，神戸市よ  

りも木造密集度が高く，オープンスペース密度が低い都市は，大規模な都市火災を引き起  

こす危険度のポテンシャルを持っている都市だと考えられる。  
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図3－5－10 木造密度とオープンスペース密度による，火災の延焼拡大に関する要因   
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3－6まとめ   

本章では，まず「都市のダメージ」（2華参照）の中で，地震による被害を軽減させ  

る要因の1つと考えられる都市のオープンスペースに着目した。その際，リモートセ  

ンシング技術の適用は非常に有効であると考え，リモートセンシングによる都市のオ  

ープンスペースの抽出を試みた。同時に，阪神淡路大震災の事例からオープンスペー  

スの災害時における機能や用途を発災時から時系列に整理した。さらに各用途の機能  
を持つオープンスペースにどのようなものが挙げられるかを検討した。そして，オー  

プンスペースの土地被覆構成を考察し，本章において都市の比鞍を行う上で扱うオー  

プンスペースの土地被覆を定義した。   
これらの土地被覆を用いてリモートセンシングにより，都市の土地被覆分類図を作  

成した0作成された分類図をもとに，都市のオープンスペースの量と位置関係及び直  

下地震災害における影響を考察した。   
また，抽出したオープンスペースとその他地震による被害を軽減すると考えられる  

要因及びに被害を拡大させると考えられる要因（老朽木造建物，人口集中地区等）と  

から「都市のダメージ」として都市を相対的に分析した。   
以下に本章で得られた結果をまとめる。  

（1）地震時における，オープンスペースの用途を，阪神・淡路大震災の事例から考察  

し，緊急避難スペース，延焼遮断帯，避難所等に利用されたことがわかり，本革での  

オープンスペースを構成する都市の要素を定義づけた。  

（2）基礎研究として，神戸市，横浜市，東京都（区部）において，リモートセンシング  

により，都市の土地被葎分類囲を作成し，阪神・大震災の事例からオープンスペース  

を定義づけることによって，地震時における，都市のオープンスペースの評価を行っ  

た0リモートセンシングの特徴から，オープンスペースの絶対量だけではなく，その  

配置等の分析を行った。  

（3）基礎研究を踏まえ，地震時における，都市のオープンスペース抽出方法の検討及び  

にその評価を行った。神戸市の六甲山等行政界内に含まれる大きな森林は地震時に有  
効なオープンスペースとは考えにくく，本研究のオープンスペースとして抽出するこ  

とは不適当であると考えた。（統計データ等には，全ての森林を含む指標のみが記載さ  

れている）逆に市街地内の都市公園等の森林は火災延焼遮断帯等の効果があると考え  

た。そこで，標高データを，GISを用いて解析することによって，その傾斜角を算出  

し，算定した傾斜角10度以下の森林を，地震時に利用できる森林として残す形でオー  

プンスペースを抽出した。  

（4）抽出したオープンスペースから，地震時の都市のオープンスペースについての分  

析を行った。このように，地震時のオープンスペースの効果を考えることによって，  

これまで地震対策において，あまり利用されなかったリモートセンシングの効果的な  

利用を提案した。  

（5）リモートセンシングによるオープンスペースの抽出データをもとに，その絶対量  

と配置から，都市のオープンスペースには地域的な特徴があることが明らかになった。  

（6）オープンスペースは，地震による被害を軽減する能力があると考えている。これ  

を評価するためには，地震による被害及び被害を拡大する要因を分析し，オープンス  

Ⅲ－47   
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ペースとの相互分析が必要であると考える。地震による被害及び被害を拡大する要因  

を分析し，主成分分析を利用することによって，都市の地震による被害の特徴を明ら  

かにした。また，オープンスペースを含めて相互分析することによって，「都市のダメ  

ージ」評価を行い，「都市のダメージ」に関する地域的な特徴が明らかになった。   
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第4章「都市の被害軽減能力」評価  

一住民側から見た都市の潜在的被害軽減能力評価－  

4＿1目的   

本章では，都市の直下型地震による死傷者，負傷者等の被害をできるだけ減少させ  

るような潜在的な能力，囲や地方自治体による政策等によるものではなく，それぞれ  

の都市で暮らす住民による力，「都市の被害軽減能力」に焦点を当てている。具体的に  

は，地震災害に対する防災意識や地域住民のコミュニティーである。防災意識や地域  

コミュニティーは日本全国で地域性があるとともに，都市という集合体のスケールで  

は大きな力となり，地震による被害を軽減するものだと考える。   

これまで，防災意識に関する調査研究が行われたが，地震発生後の被災都市を対象  

とした調査1）や東海地震等地震発生の危険性が高い地域におけるもの2）3）に限られ，  

その調査項目，内容は統一されておらず，比較■検討が困難である。   

そこで，本研究では都市に内在する震災による被害を減少させるような潜在的な能  

力は，地震に対する住民の意識，地域コミュニティーから生じるものであると考え，  

都市居住者の防災意識と地域コミュニティーに関する調査研究を進めた。アンケート  

調査により，日本各都市の地域性を明らかにするとともに，既存統計データとの相関  

を分析することで，防災意識及び地域コミュニティーに関する，日本全国を相対的に  

比較できるような定量化の手法を検討した。日本全国同一の方法で，定量化が難しい  

防災意識や地域コミュニティー といった項目を定量的に評価した本研究のような研究  

は従来行われておらず，本研究の成果は，国の政策の意思決定及びそれぞれの都市に  

おける地震対策に役立つと考えられる。   

4－2概要   

本研究において都市居住者の「潜在的な震災被害軽減能力」とは，  

①地震発生に対する危機感等地実に対する意識と，家具固定や非常用品の準備等の事   

前防災対策とにより，地震動による直接的な被害を軽減する能力。  

②住民の救助活動等の応急的な対応により被害を軽減する能力。  

の2つに大きく分けられ，本章ではこれら（乱②に影響すると考えられる要因を「防  

災意識」，「地域コミュニティー」と呼ぶことにする。   

阪神・淡路大震災彼の様々な調査から，家具の転倒による圧死4）8），地域住民によ  

る救助活動やバケツリレーによる消火¢）等が報告されている。防災意識と地域コミュ  

ニティーに焦点を置き，関東大震災から阪神・淡路大黒災までに発生した死者の被害が  

出た大地震による被害を受けた都市及び政令指定都市25都市注1）を選択し，アンケー  

ト調査を実施した。   

また，防災意識は地震に対する危険度の認識（自分達の都市に地震がどの程度発生  

しているかといった，地震に対する意識，大規模な地震が発生するという地震発生に  

対する危機感，大規模地震によって被災するという被災危梼）といった意識的なもの  

と，家具固定や非常用品の準備といった物理的な対策を施す具体的なものとの2段階  

を考えた設問を設定した。   

また，アンケートの調査結果を，単純集計，クロス集計するとともに，主成分分析   



第4章「都市の被嘗軽減能力」評価  
一住民側から見た都市の潜在的被書軽減能力評価－  

により都市居住者の防災意識と地域コミュニティーの2軸に調査結果を集約した。   

このような調査結果の詳細な分析及び都市の比較を行うことによって日本全国での  

都市の地域特性を明らかにした。   

アンケート調査結果をもとに，都市居住者の防災意識と地域コミュニティーに影響  

している要因及び既存のデータを抽出し，重回帰分析によって，都市居住者の防災意  

識と地域コミュニティー とを推定する手法を検討した。   



第4葦「都市の被害軽減能力」評価  
一住民側から見た都市の潜在的被害軽減能力評価－  

4－3アンケート調査  

4－3・1調査の概要   

対象25都市において，防災意識とコミュニティーに関するアンケート調査を実施し  

た。表4－3・1にアンケート概要を示す。（また，学校職員を同レベルの意識を持つサン  

プルとして適当だと考え，全国の中学校職眉を対象とし，表4－3－2のような回答方式穣  

2＼調査内容（フェイスシート，地震に対する憩私事前防災対策，地域コミュニティ  

ーの4つの部分から構成）のアンケート調査を実施した。表4・3－1のように，調査期  

間は平成10年9月中旬から12月上旬，全体の回収率は8L4％となっている。   

アンケート調査の設問内容は表4－3・2のように，本研究内容にそって，比較的単純  

な質問を設定した。   

なお，アンケート調査送付前に，電話によるアンケート調査を依頼し，郵送による  

送付，回収を行った。   

またアンケート調査用鰍こは「1890年以降の主な地異災害事例」も添付した。  

表4－㌻2アンケートの設問内容  留
ド
∵
転
∴
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計
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4－3・2調査結果とその要因の考察   

アンケートを5段階回答の平均値尊から単純集計し，その要因等を考察した。アン  

ケート調査のフェースシートの集計結果を以下に示す。図4－3－1は在住年数，図4－3－  

2は解答者の平均年齢の集計結果である。サンプルの平均年齢は過去の地震による災  



第ヰ章ー都市の叢嚢軽減能力J評価  
一往艮健沙さ見た都市の浄在的被害軽減礁力評価－  

害の絡写鋸二関係するものと考えている。札幌市，千葉吊，静岡ルー，神戸りJ■，鳥昭≠■の  

平均年齢が他都市に比べて比較的低い。  
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図4－3－1市内在住期間  
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図4－3－2回答者の平均年齢  

（1）防災意識の調査結果と考察  

（1）－1地震に対する意識  

（災害の経験）  

図4－3－3は大規模地震経験者の割合＼図4－3－4は風水害等経験者の割合を示している。  

図4－3－3の地震による災害の経験者数は神戸市等近年の大地震の発生が影響している。  

高い億を示した釧路市では，北海道釧路沖地震（1993年），青森市では日本海中部地  

震（1983年），十勝沖地震（1968年），仙台市では宮城県沖地震（1987年），新潟市で  

は新潟地震（1964年），長野市では長野県西部地震（1984年），松代群発地震（1965  

年），神戸市，大阪市，京都市では阪神淡路大震災（1995年）宮崎市では宮崎地震（1987  

年），えびの地震（1968年）の影響が大きいと考えられる。千葉市は，千葉県東方沖  

地霊（1987．12・17）が近年発生したにもかかわらず，低い値を示している。これは，平  

均年齢が若いことが影響していると考えられる。  
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菓4章「都市の被害軽減能力」評価  
一住民儲から見た都市の潜在的敏幸軽減能力評価－   

また，台風等風水害の被害経験も，防災意識に影響していると考えられ，地震災害と同  

様に図4－8－4のように集計した。風水害専権横着の割合は，九州を含む西の都市（高知瓦  

解本市，宮崎市）が高い値を示した。  
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図4－3－3地動こよる災害の経験者の割合  
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図4－3－1風水害等経験者の割合  

（有感地震の国数と地震の揺れの感覚，発生危楓被災危機）   

図4－3－5のように，日頃の地震発生と地震の揺れの感覚，地震の発生危機，地震に  

よる被災危機は相関があると考え，有感地震のデータと比較した。なお，有感地震の  

データは1926年から1995年までの管区気象台の震度観測記録を利用している。   

地震の揺れに対する認識は，ほぼ有感地震の回数と関係性が高いが，東京都（区部），  

横浜市，千葉市といった関東地方の都市でほ，有感地震の回数が多いにもかかわらず  

摺れていると感じず，小規模な地震発生が頻繁に発生しているため，地震に対する意  

識が低くなっていることが予測される。逆に静岡市，浜松市では地震回数が少ないが  

揺れていると感じている。また，和歌山市，釧路市は有感地震の回数が非常に多く，  

非常に揺れていると敏感に感じていることがわかる。特に，釧路市では近年北海道東  

方沖尊大規模な地震が発生しており，有感地震の回数も多く，全国附こ見て，地震に  

よって非常に揺れているという意識を住民が持っていることがわかる。申乱国乳  
九州エリアの都市は全体的に有感地震の回数が少ないが，宮崎市，熊本市は揺れてい  

ると感じていることがわかる。  

Ⅳ－5  



第提褒「都市の披露鞍腕力」評価  
一任琵側鄭容易た熱市の潜在的被薯軽減能力評価－   

大地震の発生危機．大地震による被災危険は同様の傾向を示し，東北，関東地方の  
都市が比較的高く，静岡市，浜松市は非常に高い億を示している。東京都（区部），横  
浜市は地震によって揺れていると感じていないが，大規模地震の発生危機，地震によ  

る被災危機は高い。札幌市，岡山市，福岡市は日頃の地震の発生回数も少なく，地震  
に対する意識は低いことがわかる。神戸市は，阪朴淡路大震災の後にも関わらず，周  

辺の都市と比較しても，大規模地震の発生危機，地震による被災危機ともに低い値を  
示し，近い将来被災する可能性は低いと考えていることが伺える。  
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国4－3－5有感地羅の画数と地震の揺れの感覚、発生危機、被災危機   

（阪神・淡路大震災の直後と現在の地動こ対する関心）   

図4－3－6の地震に対する関心は日本全国で阪神・淡路大震災以後低くなっていること  

がわかる。神戸市，静岡市，東京都（区部），横浜市，釧路市で地震に対する関心が高  

い値を示している。現在の地震に対する関心は，神戸市は静岡市，東京都（区部）と  

同程度の関心を持ち，札幌市，福岡市が低い値を示している。  
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図4－3－6阪神・淡路大栗災の直後と現在の地動こ対する関心  



第4童「都市の被害軽減能力」評価  
一住民側から見た都市の潜在的被害軽減能力評価－  

（1）－2事前防災対策  

（非常用晶の準備と家具の固定，就寝位置の決定）   

図4－3－7，図4－3－8は非常用品の準備と家具の固定の実施国4－㌻9は就寝位置の  

決定についての結果である。   

日本全国で，阪朴淡路大震災を契機に非常用品の準備，家具固定等の事前防災対策  

を施した家庭が多いことが明らかになった。神戸市は最もその割合が高く，釧路市，  

束京（区部），静間市，浜松市等は震災以前から事前防災対策を行っていた割合が高い。  

釧路市は北海道釧路沖地震（1993．1・15），北海道東方沖地震（1994．10・4）での被害の経  

験から家具を固定している割合が高いことが予測される。関東地方の都市は，非常用  

晶は準備している人の割合が高いが，家具固定までの対策を施している割合は低いこ  

とがわかる。就寝位置の決定に関しては，神戸市が最も高く，東京（区部），静岡市，  

浜松市も高い倦を示している。家具の固定と合わせて，阪神・淡路大震災による家具  

等の倒壊による圧死等の経験が影響していると考えられる。  
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図4－3－7非常用晶を準備している人の割合  
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園4－3－8家具固定を実施している人の割合  
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苓4葦「都市の被音程滅能力J評価  
一住民側から見た都市の潜在的被書軽減能力評価－  
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図4－3－9就寝位置を決めている人の割合  

（地震時の家族の対応の決定）   

図4－3－10は地震時に家族の対応を決定している割合を示している。関東地方の都市，  

静岡市，浜松市が同等の高い割合を示している。  
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図4－3－10地震時の家族の対応（避難、連絡手段）を決めている割合  

（指定避難場所の認知度）   

指定避難所の認知度は，全国で高い値を示している。ここでは，逆に札幌市，福岡  

市が低い値を示しており，地震に対する防災意織が比較的低いことがわかる。  
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図4－3－11指定避難所の認知度  
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第4蓑「都市の被書軽減能力」評価  
一住民側から見た新市の潜在的被曹操戎能力評価－   

（地震保険への加入）   

地震保険の加入率は東京，横浜，静岡に加えて仙台と九州地方の福岡，熊本，宮崎が非  

常に高い加入率となっている。地震保険は，その性格から他の保険に追加する形で販売さ  

れていること等から，結果としては傾向を見つけ出すのは困難であると考える。  
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国4－3－12地震保険への加入率   

以上のような，防災意識に関するアンケート調査結果の集計から，静岡市，浜松市  

は全国的に見て，地震に対する意執事前防災対策ともに最も高い数値をを示し，地  

震に対する関心が非常に高いことが伺える。   

近年，比較的大規模な地震の被害にあっている釧路市，青森市，仙台市及び東海地  

震等の危険性から東京都（区部），横浜市，千葉市といった関東地方の都市も，比戟的  

防災意識が高いことがわかる。   

逆に，特に札幌市，福岡市は日頃の地震発生の回数が少なく，大規模な地震災審の  

被害にあっていないこともあり地震に対する意識，事前防災対策ともにが低い数値を  

示している。   

また，事前防災対策の中でも非常用晶の準備は家具固定に比べて全国的に高い数億  

を示し，比較的容易に行動に移せることがわかる。   

（2）地域コミュニティーの調査結果と考察  

（近所の人との会話の頻度と町内会活動への参加の頻度）  

（近所の人と会う頻度）   

図4－3－12，図4－3－13は周辺住民との会話，町内会への参加及び周辺住民と会う頻  

度に関する設問である8   

周辺住民との会話及び会う頻度は，和歌山市，鳥取市が高い値を示し，町内会への  

参加の程度については，鳥取市，福井市が高い億を示しており，地域住民との結びつ  

きが強いと考えられる。また，大阪市，北海道の都市が低い値を示しているという結  

果が得られた。   

地域コミュニティーに関する設問は比較的人口等の少ない小規模な都市が高い億を  
示している。対象とした都市が比較的大都市であるにも関わらず，コミュニティーと  

都市規模は関係性が高いことが明らかになった。   



第4章「都市の被害軽減能力」評価  
一住民側から見た都市の潜在的被害軽漉能力評価－  
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図4－3－12近所の人との会話の頻度と町内会活動への参加の頻度  

■ほぼ毎日会っている。  
□全く会うことがない（  
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寮4章一初市の被害懸凛腰カ」評価  
一住民側から見た都市の潜在的被害軽減能力評価－  

4－4クロス集計による調査結果の分析   

ここでは，前節の調査結果をもとにクロス集計等による調査結果の分析を行った。  

また，防災意識を地震に対する意識（地震に対する発生危機，被災危機等）と事前防  

災対策（非常用品の準備，家具固定等）に分け（前章表4－3・2参照），相互の関係を明  

らかにした。最後に，防災意識と地域コミュニティーから，都市の類型化を行った。   

4－4・1クロス集計  

（地震の揺れと大地震に対する危機感の関係）   

園4－4・1は地震の揺れと大地震に対する危機感の関連性を示したものである。地震  

による揺れを感じている都市は，大地震発生の危機感が高い傾向にある。静岡市や浜  

松孔関東地方の都市は地震によって揺れていると感じている割合が比較的低いにも  
かかわらず，大地震発生の危機感が高く，防災意識は地震による揺れだけでは説明で  

きず，行政の政策等他の要E引こよる影響を受けた結果と考えられる。   

図中には，最小二乗法による対数近似の曲線を表示し，都市を比較するための目安と  

している。  
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地凛の探れに対する感覚（5隈階回答の平均鎗）  

園4－4－1地廉の揺れと大地軌こ対する危機感の関係  

（大地震発生の危機感と家具固定の実施の関係）   

図4・4－2のように，大地寮発生に対する危棟感の高さと事前防災対策である家具眉  

定の実施とは相関が強いことがわかる。   

静岡市，浜松市は大地震発生に対する危機感が非常に高く，家具固定の実施率も非  
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第4章「都市の被害軽減能力」評価  
一住民側から見た都市の潜在的被害軽減能力評価－  

常に高い。神戸市，東京都区軌釧路市が家具固定の実施率が比較的高い。神戸市は  

阪神・淡路大震災の影響から，家具固定の実施率が高い。神戸市を含め，関西地方の  

他の都市も大地震発生の危機感が低いにもかかわらず，家具固定の実施割合が高いこ  

とがわかる。また，横浜市は大地震発生の危機感が比較的高いが，家具固定の実施率  

が低いことがわかる。   

国中には，線形近似の直線を表示し，都市を比較するための目安としている。  
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図4－4－2大地震発生の危機感と家具固定の実施  

（家具の固定実施と非常用晶の準備の関係）   

図4・4－3は地震時の家族の対応を決めていて，非常用品の準備をしている割合と，  

就寝時の位置を決めていて．家具固定を実施している割合との関連性を示したもので  

ある。   

非常用品の準備，家具固定を実施ともに静岡孔 浜松市及び近年大地震の被害にあ  

った，神戸市と釧路市が高い値を示していることがわかる。また，事前防災対策の中  

でも，東京都（区部），横浜市，千葉市といった関東地方の都市は非常用晶の準備とい  

った比較的簡単な対策を行っている割合が非常に高く，家具固定を実施は比較的低い。  

釧路市は，家具固定を実施している割合が高く，非常用品を準備している割合は低い  

ことがわかる。釧路市は近年発生した地震の被客（家具の倒壊による被書を受けた）  

から家具固定を実施している割合が高いことが予測される。   

国中には，線形近似の直線を表示し，都市を比較するための目安としている。   



築4褒r郡市の梯書経滅能力」評価  
一住民儲がら克た都市都議療拇被害軽減能力評価－  
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図4－4－3家具の固定実施と非常用晶の準備の関係   

4・4－2主成分分析による都市の分類  

（防災意識の分析）   

防災意識の「地震に対する意識」と「事前防災対策」の関係を明らかにするために  

主成分分析を用いてアンケート結果を集約した。   

図4－4－4は各々の第1主成分による散布図である。各軸の数億は，第1主成分得点  

を示している。また，「地震に対する意識」と「事前防災対策」の寄与率をそれぞれⅩ1，  

Ⅹ2とすると，Ⅹ1＝0．77，Ⅹ2＝0．67であった。   

地震に対する意識が高い都市ほど積極的に事前防災対策を行っているという相関が  

明らかになった。浜松軋横浜市，東京都（区部），静岡市は地震に対する意識が高く，  

事前防災対策も高い数値を示していことから防災意識が高い都市だと言うことができ  

る。神戸市は地震に対する意識に比べ，事前防災対策が高い値を示しており，これま  

での単純集計結果，クロス集計結果の分析で述べたように阪神・淡路大震災の影響が  

大きい。また，福岡市，岡山市，札幌市等は地震に対する意識が低く，対策の実施割  

合も低いことから防災意識が低い都市であると言うことができる。   

このように，地震に対する意識・具体的な防災対策の日本全国における地域的な特  

徴が明らかになった。   

図中には，線形近似の直線を表示し，都市を比較するための目安としている。  
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第4章「都市の被害軽減能力」吾平価  

一住民側から見た都市の潜在的被曹軽減能力評価－  

図4－4－4地震に対する意識と事前防災対策の関係  

（潜在的被害軽減能力の分析と都市の分類）   

図4・4・5は図4ヰ4の内容を主成分分析によりさらに防災意識として集約し，防災  

意識と地域コミュニティー（前章表4－3－2参照）の第1主成分得点を用いてクラスタ  

ー分析を行い，都市を分類した。本章において位置づけている都市の潜在的被害軽減  

能力（「防災意識」と「地域コミュニティー」からなる）に関する都市の分類である。  

「防災意識」と「地域コミュニティー 」の寄与率をⅩ3，Ⅹ4とすると，Ⅹ3＝0．68，Ⅹ4ニ0．77  

であった。  

①クラスタ1（東京都（区部），横浜市，千葉市，静岡市，浜松市，神戸市）   

特に防災意識が高く，地震に対する被害を軽減する潜在的な能力が高いグループで  

ある。神戸市は，阪神・淡路大震災以後このグループの都市と同等の能力が備わった  

と考えられる。  
②クラスタ2（釧路市）   

防災意識は高いが，地域コミュニティーの偉が低い。事前の防災対策による地震対  

策は積極的に行われているが，被災直後の住民による救助活動等の応急対応能力が低  

いと考えられる。  

③クラスタ3（名古屋市，仙台市，大阪市，京都市，宮崎市，青森市，熊本市，福井   

市，高知市，新潟市，長野市，広島市）   

防災意識，地域コミュニティーともに平均的な値を示している都市である。  

④クラスタ4（和歌山市，鳥取市）   

防災意識は平均的な値を示しているが，特に地域コミュニティーの億が高い都市で  
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第4章「都市の被害軽減能力」評価  
一住民儲から見た都市の潜在的被害軽減能力評価－  

ある。被災直後の住民による救助活動等の緊急対応能力による死者等の被害の軽減能  
力が高いと考えられる。  

⑤クラスタ5（高松市，札幌市，岡山市，福岡市）   

防災意識，地域コミュニティーともに低い値を示した都市である。特に防災意識の  

値は非常に低く，地震の関心等が低いことがわかる。このグループの都市は，日頃の  

地震の発生頻度が低く，近年大規模地震による被害もないことから，大規模地震発生  

の危険性は低いことが予測されるが，のこのグループに地震が発生した場合，本研究  

内容である潜在的な被害を軽減する能力を期待することは困難であると考えられる。  

図4－4－5防災意識と地域コミュニティーによる都市の分類   



努4章「都市の被普軽減能力」評価  
一住民側から見た都市の潜在的板書軽減能力評価－  

4－5防災意識・地域コミュニティーヘの影響要因分析   

前章の調査結果から都市の防災意識，地域コミュニティーを推定するための影響要  

因の分析を行った。  

4ふ1有感地震のデータの分析   

アンケート調査結果から，日頃の地震発生と地震発生，被災に対する危機感等の地  

震に対する意識は関係性が高いことが明らかになった。その中でも，日常の地簾を示  

す有感地震の回数は，図4ふ1，4－5・2のように長期間の地震発生と近年の地震発生で  

は，その傾向が異なる。（図4－5－1は1995年以前30年臥区14－5－2は1995年以前10  

年間の震度3以上の地震発生回数によるエリア分類である。濃い異色ほど地震発生の  

頻度が高い）近年（1995年以前の5年間，10年間）の地震回数と長期間での地震回  

数とでは地震に対する意識への影響が異なると考え，表4・5－1のように相関分析によ  

って調査結果との相関を分析した。（地震に対する意識の調査結果からの主成分得点と  

有感地震の回数の相関を分析した）また，有感地震の回数は1926年から1995年のデ  

ータを利用した。（静岡市は1941年，千葉市は1961年に観測を開始したため，全観  

測期間の平年値により補正した）  

1926年から1995年では震度4以上の有感地震の回数，1995年以前5年間では全  

観測震度回数，1995年以前10年間では震度4以上の回数が，人の地震に対する意識  

との相関が他と比べて高いことが明らかになった。  

図小5－1震度3以上の有感地産発生の国数によるエリア分類（30年間）  
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第4葦「都市の撥音軽強健カ」評価  
一住民側から見た都市の潜在的被害軽減能力評価－  

図4－ト2震度3以上の有感地震発生の回数によるエリア分類（10年間）  

表4－5－1有感地粟国数と調査結果の相関分析抽出  

変数名   単相関   
全震度（1926～1995）   0．21   

震度2以上（1926～1995）  0．26   
震度3以上（1926～1995）  0．39   
震度4以上（1926～1995）  0．43   
震度5以上（1926～1995）  0．35   

全震度（5年間）   0．46   

震度2以上（5年間）   0．40   

震度3以上（5年間）   0．41   
震度4以上（5年間）   0．42   

震度5以上（5年間）   0．30   

全震度（10年間）   0．50   

震度2以上（10年間）   0．46   
震度3以上（10年間）   0．51   

震度4以上（10年間）   0．5了   

震度5以上（10年間）   0．29   

j  ∴   



第4章「都市の独善軽減能力」評価  
一住民側から見た都市の潜在的被害桂瀬能力評価－  

4－5－2防災意識・地域コミュニティーヘの影響要因分析とデータ抽出   

次に，表4－5－2のように有感地震の回数のデータを含め，防災意識と地域コミュニ  

ティーに影響している要因を調査結果尊から抽出した。   

防災意識では，地震に関係する要因として，有感地震の回数，行政の条例・制度の  

有無，大地震による被災回数，その他過去の地震を経験（過去の地震災害の伝承等を  

含む）に関係すると考えられる年齢別人口及び家族形態丁）の要因を取り上げた。   

行政の条例・制度の有無では1978年に制定された，大規模地震対策特別措置法の  

適応地域（地震防災対策強化地域）注8）に対して1．0の数億を入力し，重み付けを行っ  

た。大規模地震事例は死者の被害が出た地震の回数を取り上げた8）。   

地域コミュニティーでは，年齢別人乱都市の規模を示すと考えられる人口，人口  

密度7），人の結びつきに関係が深いと考えられる家族形態，住居形態9），その土地に  

居住している期間を示すと考えられる持ち家率7）を取り上げた。   

これらのデータと，防災意識と地域コミュニティーの相関分析を行った。  

表4－5－2影響要因分析による抽出データ  

地域コミュニティー  

全震度（5年間）（回）  

震度4以上（10年間）（回）  

行政の条例・制度の有無  
大地震回数（回）  

0－14歳の人口比（％）  

15－64歳の人口比（％）  

65歳以上の人口比（％）  

核家族世帯（世帯）  
その他の親族世帯（世帯）  
単独世帯（世帯）  

15－64歳の人口比（％）  

65歳以上の人口比（％）  

人口総数（人）  
人口密度（人／kmつ  

一戸建て住宅の割合（％）  
共同住宅の割合（％）  
持家率（％）  

核家族世帯（世帯）  
その他の親族世帯（世帯）   



第4章「都市の被害軽減能力」評価  
一住民側から見た都市の潜在的被書軽減能力評価－  

4－6防災意…乱地域コミュニティーの重回帰分析   

前章で抽出したデータから，防災意識と地域コミュニティーの重回帰分析を行った。  

被説明変数をアンケート分析結果の第1主成分得点とし，説明変数を影響要因分析か  

ら抽出した各データとした分析を行った。   
表4－6・1に被説明変数と各データとの相関係数及び重相関係数を示す。防災意識で  

は有感地震の回数，行政の条例・制度，大地震の回数，高齢者の人口がアンケート結  

果との相関が高いことがわかる。   

また，地域コミュニティーでは，高齢者の人口，二世帯住宅等の親族世帯，一一戸建  

て住宅数，持ち家数がアンケート結果との相関が高いことがわかる。   

図4・6・1は防災意識，図4・6－2は地域コミュニティーに関する，アンケート調査結  

果と重回帰式を用いた推定値との比較である。また，重相関係数（防災意敵Rl＝0．87，  

地域コミュニティー：R2＝0．83）から，影響要因分析によって抽出したデータから防  

災意識，地域コミュニティーに関するアンケート結果をある程度説明できることが明  

らかになった。   

なお，修正済重相関係数はR3＝0．74，R4＝0．65である（表6参照）。   

図4－6－1，4・6－2には線形近似の直線を表示する。この結果を用いれば，今回調査対  

象としなかった都市についての防災意識，地域コミュニティーの状況について推定す  

ることが可能である。  

表4－6－1相関係数と重回帰分析による重相関係数  





第4章「都市の被害軽減能力」評価  
一住民側から見た都市の潜在的被害軽減能力評価－  

4＿7まとめ   

本章では，日本全国から25都市を抽出し，アンケート調査により，地震発生時の都  

市居住者の潜在的な被災軽減能力に影響すると考えられる，住民の防災意乱地域コ  

ミュニティーについて，調査結果の分析と都市の分類を行い，H本金国の都市の地域  

性を明らかにするとともに，調査結果の影響要因分析による既存統計データ等を利用  

した要因の抽出，調査結果の定量化の手法検討を行った。以下に本章で得られた結果  

をまとめる。  

（1）アンケート調査結果の分析から防災意識，地域コミュニティーには日本全国で地域  

性があることが明らかになった。静岡市や浜松市は地震発生危機，被災危機といった  

「地巽に対する意識」が高く，家具固定や非常用品準備といった「事前防災対策」も  

積極的に行っており，「地震に対する意識」，「事前防災対策」から成る防災意識が非常  

に高いと言える。また日頃地震が多く発生している釧路市，関東圏の都市は特に地震  

に対する意識は高いが，事前防災対策に関して低い値を示した。神戸市は，兵庫県南  

部地震の影響（過去の地震災害の影響）から事前防災対策を行っている割合は高いが，  

将来的に地震が発生する可能性や被災危機に対しては，低い倦を示している。逆に福  

岡軋札幌市等日頃の地震発生も少なく，過去に地震災害も経験してない都市は防災  

意識が低いことが明らかになった。地域コミュニティーに関しては，鳥取市，和歌山  

市が地域住民の結びつきの程度に着日した設問に対して，高い倦の調査膚果が得られ，  

周辺住民との結びつきが強いと考えられる。  

（2）アンケート調査結果を主成分分析により集約し，防災意識と地域コミュニティーの  

第1主成分得点を用いてクラスター分析を行い，対象都市を5つの類型に分類した。  

静岡市，浜松市，関東地方の都市，神戸市は防災意識が高いグループに属する等，防  

災意識と地域コミュニティーについて，都市の類似点が明らかになり，日本全国にお  

ける地域性がわかった。  

（3）アンケート調査結果の影響要因を明らかにした。防災意識は，有感地震回数といっ  

た日頃の地震発生，過去の大規模地震経験，行政の政策・条例の影響が大きい。地域  

コミュニティーでは持ち家率，高齢者人口，2世帯住宅の割合が影響している。  

（4）アンケート調査結果を基に，既存の統計資料等のデータとの関連から，防災意識と  

地域コミュニティー と相関が高いデータを抽出し，重回帰分析を行って，防災意識と  

地域コミュニティーから成る都市居住者の潜在的な被災軽減能力の推定方法を提示し  
た。  

本研究で明らかになった結果は，日本全国の都市居住者の潜在的な被災軽減能力に関  

する地域性を相対的に把達したもので，今後行政や自治阻 また住民レベルの防災対  

策に活用できる基礎的な資料を提示するものである。   



嘗4章「都市の被青松濾能力」評価  
一住民側から見た都市の潜在的被害軽減能力評価－  

注  

1）本論文の図中の対象都市名は略記している。（札幌は札幌市）  

また，東京は東京都区部の略である。  

2）アンケート調査の設問形式（5段階回答方式及び有無の選択方式）の一例を以下に示す。  

①各間の回答欄で，  はい・いいえ  を尋ねられている場合，どちらかを選択して○で囲  

んで下さい。  

②各間の回答欄で，複数の選択肢からの選択を要求きれている場合，自分の考えに最  

も近いものを一つ選びその番号に○を付けて下さい。  

③各間の回答欄で，下図のような5段階レベルからの選択を要求されている場合，自  

分の考えに最も近いものの数字に○を付けて下さい。  

よくある 5   ④  ∂  2   1 全くない  

3）大規模地震対策特別措置法は，大規模な地震の発生の予知がなされることを前捷とし  

て，地震防災対策強化地域の指定を行い，同地域に係わる地震観測体制の強化を図るとと  

もに地震防災体制を整備しておき，地震予知情報に基づく警戒宣言が発せられた時は一斉  

に地震防災行動をとることによって地震による被害の軽減を図ろうとするものである。   

地震防災対策強化地域（大規模な地震によって著しい被害を受けるおそれがあり，地褒  

防災対策を強化する必要がある地域。）としては，当面発生が懸念されている東海地震に  

ついて，中央防災会嘗削こ設置された専門委貞会における検討を踏まえ，昭和54年8月以  

下の区域が指定された。  

神奈川県：平塚市，小田原私茅ヶ崎市，秦野市，厚木市，伊勢原市，海老名市，南足柄  

市，高座郡，中乳足柄上郡及び足柄下郡の区域  

山梨県：甲府市，富士青田軋塩山市，都留孔 山梨市，大月市，韮崎市，東山梨郡春日  

居町，同部牧丘町，同郡勝沼町，同郡大和札束八代乳西八代郡，南巨隠汎  

中巨摩郡，北巨摩郡双葉町，同郡明野村，同郡白州町，同郡武川村，南都留郡上  

野原町の区域  

長野県：飯田乳伊那市，駒ヶ根市，上伊那郡飯島町，同郡中川札同郡宮田机下伊那  

郡松川吼同郡高森町，同郡阿南町，同郡上郷町，同郡阿智村，同郡下条札岡  

部天龍札 同郡秦阜柑，同郡喬木札 同郡豊丘村及び同郡僧漉村の区域  

（長野県にあたっては，昭和59年12月1日から下伊那郡は飯田市に合併）  

岐阜県：中津川市の区域  

静岡県：全域  

愛知県：新城市の区域  

参考文献  

1）高橋幸弘，南慎一「地震災害に対する奥尻町青苗地区住民の防災意識」1996年慶大  

会（近畿）学術講演梗概集F・1都市計画建築経済・住宅閏選  

2）南桑晃央，簾田篤彦，坪井善道「東京圏の震災意識に関する調査・分析，その1」1997  

年慶大会（関東）学術講演梗概集p・1都市計画建築経済・住宅問題  

3）村上虚直，佐土原聴，田中希代「横浜市住民の家庭レベルでの防災対策及び防災意  
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業4葦「都市の被害軽減能力」評価  
一住民側から見た都市の潜在的被害軽減能力評価－  

織に関する調査研究（その1）」1993年慶大会（関東）学術諾演梗概集F都市計画建築  

経済・住宅問題，建築歴史・意匠  

4）大西一乱大津俊札付上雅英，西村明儒，宮野道雄「1995年兵庫県南部地震にお  

ける人的被害（その3）東灘区における典型地区アンケート調査」1996年，F－1分冊  

5）大津俊雄・大西一幕・村上雅英・西村明儒・宮野道雄「1995年兵庫県南部地震におけ  

る人的被害（その4）死者発生状況に関する調査」1996年，F・1分吼 p．7  

6）鈴木基之，村田明子，主峰益輝「阪神・淡路大震災における火災と市民による消火・  

延焼防止活動に関する調査研究」1996年，F－1分冊，p．37  

7）総務庁統計局：平成7年国勢調査報告，1995  

8）新編日本被害地震総覧 宇佐美龍夫著東京大学出版会  

9）総務庁統計局：1993年住宅統計調査，1993  

10）村上虞直ら「地震被災危険度のマクロゾーネイション（2）」第2回都市直下地震災害  

総合シンポジウム論文集，pp．15－22，1997年11月  

11）村上虞直ら「地震被災危険度のマクロゾーネイション（3）」第3回都市直下地震災害  

総合シンポジウム論文集，pp．17－24，1998年10月  

12）浦川豪，佐土原聡，村上虚直，「直下型地震直後の緊急対応面から見た都市の被赦摸  

可能性に関する研究」第3回都市直下地震災害総合シンポジウム論文集，pp．465・468，1998  

年10月  

13）李康碩，浦川蒙，中埜良昭，村上虞直，岡田恒男，「地域特性を考慮した都市の地震  

災害危険度の評価手法に関する研究」，第3回都市直下地震災害総合シンポジウム論文集，  

pp．339－342，1998年10月  
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の防災意識と防災対策についてのアンケート調査  

このアンケート調査は、日本全国で24都市を対象にした市民レベルでの防災  

意識や防災対策の現状と地域のコミュニティーの度合いを調査し、各都市ごと  

による差が生じるかを分析するために行うものです。  

また、質問内容に多少個人のプライバシーに触れるようなことがありますが、  

その点はご容赦下さい。もし、何かお気づきの点などがありましたら、下まで  

ご連絡下さい。お忙しいことと存じますが、何とぞご協力のほどをよろしくお  

願いします。  

達塵塵 横浜国立大学 大学院工学研究科 村上慮直研究室  

担当；秋本、大久保、浦川  

TEL；045－339－4247（ダイヤルイン）  

参考資料について  

この度、我々の防災対策の研究にも活用しているデータである ＜18錮年以降の  

主な地震災害事例＞を参考資料として中に挟んでありますので、アンケートを青く  

前に一度目を通してからお答え願います。また、この参考資料は回収するものでは  

ありません。  

遁鷹上の注億点  

・各間の回答欄で、はい，いいえ  を尋ねられている場合、どちらかを選択して○で囲  

んで下さい。  

各開の回答欄で、複数の選択肢からの選択を要求されている場合、自分の考えに最も  

近いものを一つ選びその番号に○を付けて下さい。  

各間の回答欄で、下図のような5  を要求されている場合、自分  レベルからの選   

の考えに最も近いものの数字に○を付けて下さい。  

よくある 5  ④  3  2   1 全くない  

その他に上述以外の形式でこちらが尋ねるときは、注意書きで指示しますので、それ  

を参考の上ご回答下さい。  

回答される際は基本的に他の人と話し合ったりせず、自分個人の意見でお書き下をい。  

ボールペンで記入して下さい。  
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＊旦卿疫ザカLまず㌔   

1．性別  （男・女）  

2．年齢  （   ）歳  

3．ご住所を書ける範囲でお答え下さい。  

（  市・区・都  区・町・村  

4．現在、どのような家族構成で暮らしていますか？  

1．一人暮らし  2．親との同居  

3．配偶者や子供との同居  4．配偶者や子供と親との同居  

5．その他  

5．現在の住まわれている市内には、生活されて何年になりますか？ （  ）年  

6．現在、あなたの住まわれている建物はどのような所有状況にありますか？   

（一戸建てで持ち家・一戸建てで借家 ■ 共同住宅で持ち家・共同住宅で借家）   

7．あなたのご自宅から学校までの主要な通勤手段は何ですか？   

（自動車・電車・バス・バイク・自転車・徒歩）  

l：防災乏につしヽて  

lあなた御自身、過去に地乗による災害を経験したことがありますか？  

（はい・いいえ）  

＊（はい）の方で自分も被害を受けたという方は、その内容をお答え下さい。  

何年前→（  ）年前、  どこで→ （  県  

被害内容（人の負傷・家屋の損傷・家具等の転倒・その他  

市）  

lあなた御自身、過去に地震以外の災害（風水害、火災…）にあったことがありますか？  
（はい・いいえ）  

＊（はい）の方は、その内容を書ける範囲でお答えください。  

何年前→（  ）年前、 どこで→（  県  

被害内容（  
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● あなたの住んでいる地域では、地棄による揺れがよくある方だと思いますか？  

非常に思う  5  4  3  2  1 全く思わない  

l現在、あなたが住んでいる場所でこれから4、5年のうちに阪神淡路大震災クラスの大地震  

が起きるという危機感を抱くことがありますか？  

非常にある  5  4  3  2  1 全くない  

＊ また、その大地震により自分が被害を受けるという危機感がありますか？  

非常にある  5  4  3  2  1全くない  

l阪神淡路大震災が起きた直選と全とでは、地喪に対するあなたの関心はそれぞれどの程度  

ありましたか？  

（直後）非常にあった 5  4  3  2  1 全くなかった  

（現在） 非常にある 5  4  3  2  1全くない  

＊ゞし：よク、坤㌔  

（注；回答欄に＿年前とあるものには、それを行った時期を記述して下さい。）  

1．災害に対しての非常食、非常灯などを一つにまとめてありますか？  

（はい・いいえ）  

2．地震による家具の転倒を防ぐための家具の固定を一部だけでもしていますか？  

（はい・いいえ）  

＊（いいえ）の方へ、あなたは現在家具の固定をする必要があるという危機感を   

どのくらい抱いていますか？  

非常にある  5  4  3  2  1 全くない  

3．地震保険に加入していますか？  

（はい・いいえ）  

十 二十「～／   



4．あなたは市役所が指定している自宅の指定避難壕所を知っていますか？  

（はい・いいえ）   

5■ 自分がいつも寝ている位置は地震の危険性からの考慮をして決めましたか？  

（はい・いいえ）  

＊（いいえ）の方へ、自分の寝ている位置は地瓢こよる危険があると感じる   

ことがありますか？  

非常にある  5  4  3  2  1全くない  

6・地喪が起きた際の家族の対応（避難先、連絡手段…）を話し合ったことがありますか？  

（はい ■ いいえ）  

ll： コミュニティーにつし、て  ＊叩旦   
● あなたは周りの近所の人とどのくらい頻繁に会っていますか？  

1．ほぼ毎日会っている  2．週に2、3回は会っている  

3・月に2、3回は会っている  4．全く会うことがない   

● あなたは周りの近所の人とどれくらい会話することがありますか？  

たいへんよく話す 5  4  3  2  1 全く話さない  

●あなたは周りの近所の人をどの程度まで理解して知っていますか？   

たいへんよく知っている 5  4  3  2   1 全く知らない  

●あなたは町内会の活動にどのくらい積極的に参加していますか？  

たいへん積極的に参加している 5   4   3  2   1全く参加していない  

ご協力ありがとうございました。  
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第5章海上交通・陸上交通における「アクセスビリティー・サポートビリティー」評価  

一直下型地露直後の緊急対応面から見た都市の被救援可能性に関する研究－  

弟一章  

席上交通二腰上査凄に担ノナ孝  

イアタセスビリティー・サボ小野  

二百珊鐙¢轍】卓屋去  

厨在野礫盈ぎ電監陛危竪㌻．卓塵究＝   



第5章海上交通・陸上交通における「アクセスビリティー・サポートビリティー」評価  
一直下型地震直後の緊急対応面から見た都市の複数操可能性に関する研究－  

第5章海上交通・陸上交通における  

「アクセスビリティー・サポートビリティー」評価   

一直下型地震直後の緊急対応面から見た都市の被救援可能性に関する研究－   

5－1目的   

都市直下型地震による被害の様相は，阪神・淡路大震災での神戸市のように広範囲  

の被害には至らないものの，限られた範囲に対して甚大な被害をもたらすことが予測  

される。特に，人口や都市機能等が集中する大都市では，これまでの地震災害事例で  

は予想困難な被害の発生が考えられ，周辺都市からの緊急対応による救援・救助が必  

要であると考える。   
また，阪神・淡路大震災では自衛隊等を含む国を中心とした初期対応の遅れが指摘  

された。都市に直下型地震が発生し，都市が被災した時，国の救援に頗るのではなく，  

自分自身で周辺の都市を含む救援・救助等に関するポテンシャルを把返し，国の本格  

的な支援が受けられるまでの，耐久力を都市自身が身に付ける必要があると考える。  

特に，直下型地震による被害発生直後の人命救助等は最も重要であり，地震による被  

害を最小限度に軽減する仕組み，対策が必要であると考えられる。   

本章では，直下型地震によって都市が被災したと想定し，短期間（約72時間を想定）  

のうちに被災都市が周辺都市から救援・救助を受けられる可能性，受け入れられる可  

能性を，海上交通と陸上交通から選択した都市に対して，「アクセスビリティー・サポ  

ートビリティー」として相対的に評価したものである。削〉   

これまでは，道路の耐震性や都市内のアクセス（緊急輸送路等），市町村防災計画等  

に記載されている他都市との応援協定に焦点をおいた対策が行われたが，今後の地震  

対策には被災都市の救援の必要量，周辺都市からの救援される可能性，ロケーション  

等を含めた，被災都市と周辺都市との関係を考慮に入れた視点からの指標が必要であ  

り，自らを知ることによって効果的な村策を行うことができると考える。   

このような，周辺都市を含む行政界を超えた広域的な視点から日本全国での救援・  

救助に関する都市の地域性を明らかにした本章のような研究は従来おこなわれておら  

ず，本章での成果は，他都市の応援協定を決屈するための基礎的な指標，国の政策の  

意思決定及びそれぞれの都市における地震対策に役立つと考えられる。   

5・2概要   

本章において海上交通・陸上交通の「アクセスビリティー・サポートビリティー」  

とは，都市が直下型地震によって被災したことを想定し，被災都市が短期間で周辺都  

市から救援■救助を受けられる可能性と周辺都市からの救助を受け入れられる可能性  
を，被災都市を中心とした広域的な視野に立ち，被災都市の規模，周辺都市の規模，  

ロケーション，アクセス等の都市間の関係から海上及び陸上において都市を評価した  

ものである。   

本草では直下型地震直後の緊急対応に着目し，阪神・淡路大震災での海上交通と陸  

上交通の救援・救助の事例文献及びヒヤリング響から調査し，影響する要素を抽出し  

た。  
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事例調査から抽出した影響要素から，被災都市と周辺都市の位置関係（ロケーショ  

ン），被災都市と周辺都市の規模，都市間のアクセス等に相当するデータを既存の統計  

資料尊から抽出し，関東大震災から阪朴淡路大震災までに発生した死者の被害が出た  

大地震による被害を受けた都市及び政令指定都市24都市を選択し，救援・救助に関す  

る相対的な指標を作成した。   

これらの指標から「アクセスビリティー・サポートビリティー」による都市の比較，  

類型化を行い，都市の救援に関する地域的な特徴を明らかにした。   



集ほ海上変温・隆幸交通に捌ナる「アクセヌビリティー・サポートビリティーj評価  
一直下型地簑直観の繁息対応面かち見た都市の被救援珂欝巨像に関する研究－  

5・3事例調査による影響要素の考察   

ここでは，直下塑地震発生し，他都市から被災都市へ海上交通と陸上交通から救援・  

救助を行う上で，影響する要因を考察するために，阪神・淡路大震災の神戸市の事例  

調査を行った。   

5－3－1阪神・減路大震災における海上交通に関する事例調査  

（1）文献調査   

神戸港の受けた被害は大きく，東西20キロメートルにわたる神戸港において，約116  

キロメートルに及ぶ水際線の大部分が被害を受け，一部は壊滅した。港湾施設につい  

ては，防被曝をはじめ大型岸壁239バース及び23キロメートルにのぼる物揚場の大部  

分が被災し，背後に位置する上鼠野橋場，荷役磯風民間倉庫も使用不能になった  

ものが多い。特に，外資貨物の7割を取り扱っていたコンテナターミナルが大きな被  

害を受け，すべて使用不能になった。また公社・公共186バースのうち，利用可能は  

9′ヾ－スのみという状態であった。神戸港で大部分を占めるケーソン式護岸では，岸  

壁本体のケーソンが海側に変位し，その背後のエプロンが沈下，陥没した。そのなか  

でも摩耶埠頭の耐震強化岸壁3バースは震災直後から利用可能な状態であったが，バ  

‾スが連なっていたことと背後の陸上交通が不通になってしまったことから，初期の  

赦援活動にはつながらなかった。   

海岸保全施設についても，被害の大きい箇所では護岸が倒壊し，背後の土地が一部  

水没した箇所もあり，海岸保全施設の大部分が防潮機能を損なわれた。   

さらに埋め立て地は液状化によって壊滅的な被害を受けた。特にポートアイランド  
では島全域が液状化し，噴砂によって一面が泥沼のようになった。ポートアイランド  

の地盤は最大60センチメートル沈下した。六甲アイランドでも液状化現象に見舞われ，  

岸壁の背後が最大で3メートル陥没。荷揚げクレーンは脚桂が座屈して使用できなく  

なった。転倒したクレーンもあった。   

地盤の液状化によって「側方流動」という現象も起こり，損壊した岸壁を海へと押し  

出した。クレーンも軒並み脚柱が座屈したために使用できなくなり，荷揚げ槻能は麻  

痔した。   

地震による津波などを憂慮して，当初は船舶による避難は行われておらず，数少な  

い使用可能な陸路は渋滞した。  

1月19日にようやく震災後初の臨時海上輸送が開始された。混乱を恐れ，行政側は  

当初，“唯一正常に機能することが明白であった海，，をシャットアウトしようと考え，  

当初神戸港を使わせていなかった。しかしその結果は，かえってパニック状態にある  

人々を逆上させることになった。緊急事態であることへの認識と，マニュアルのない  

例外を作ることへの決断力の弱さと戸惑いが，もっとも貴重であった震災直後の3日  

間を結果的には無駄に費やしてしまうことになった。   
例のない緊急事態に頑なな行政に対して，船の所有者たちは“こんな時にそんな規  

律を守っている場合ではない”と，批判が殺到し，次々と行政を無視した民間の船が  

自主的に動き始めた。最初に動き始めたのは，シャトルシップなどを所有する小きな  

海運業着であった。たて割で前へ一歩も進めない行政に先立って立ち上がった一美剃  
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として被災者は感謝した。   

そうこうしている間に，個人所有の船も自発的に動き始めた。彼らは，阪神にとど  

まらず，日本中からやってきた。確かな情報も無く，辛がかりも無いような状態だっ  

たが，“無許可であろうが，何であろうが，とにかく神戸にいってみよう。止められる  

場所さえあれば手でも着岸できる”と，手探り状態で神戸港へ向かった。停泊できる  

ところがあれば，どんなところにでも手当たり次第着岸していったのである。   

行政を無視して続々と動き始めた中小海運業や個人の動きに，行政を無視できずに  

いた大手フェリー会社も，3日後には堪り兼ねて自発的に動き出した。後になって，  

神戸海運局管理部は許可を出す。手続き上の問題は逆になったが結嵐行政は神戸港  
を使わざるを得ない状況となった。   
交通整理もまったくされていない神戸港内には，ありとあらゆる大小様々な船が殺到  

したにも関わらず，接触もせず，倒壊した岸壁で横転もせず，不思議なことに事故は一  

件も起こらなかった。   
船舶の利用の実態について，初めのうちは親類や知人を頼って疎開避難していく被災  

者，被災した家族・親類や知人の安否を気づかう人々，自分も被災したが職場も被災し  

ているのでどうしても通勤しなければならないサラリーマンを運び，少し落ち着いてか  

らは，通勤の足として活躍した。   

遊覧船やレストランシップは飲食・娯楽用の付属施設を全部外し，乗船しやすいよう  

にした。これらは孤島と化した六甲アイランドに生活する被災者の重要な足になった。  

高速艇・ジェットホイールなども東側から神戸に通勤する幹線として最後まで活躍した。   
さらに海上交通によって，関西新空港に寄せられた海外および国内の救援物資を六甲  

アイランド・ポートアイランド・メリケンパーク・ハーバーランドなどに輸送した。   

ホテルシップ，救援隊・医療隊の待機基地としても利用された。あまりに広範囲な被  

災地区であることから，救援隊・医療隊の待機基地を混乱した現地に置くのではなく，  

現地から近い海上に設けた。さらに被災者の避難場所も海上に置くことを試みたが，結  

果としては成功したとは言い難い。当時，神戸に停泊していた大型フェリーの稔隻数は  

30隻，そのうち被災者避難用のホテルシップはわずか2隻にとどまった。その理由とし  

ては神戸市が早い時期に停泊船をシャットアウトしてしまったことや，船の快適性を知  

る人が非常に少なかったこと，陸地への移動が不便だという誤解があったことや宣伝よ  

り先に様々なデマ（設備が悪い，揺れる，船の上での快適性への執乱立地条件が悪い  

など）が流れたりしたため，PR不足との相乗効果によって人気がなく，低い利用率に  

とどまった。残りの28隻の停泊船は主に，被災地外からの救援隊の待機宿泊地設，待  

機基地として活躍した。   

（2）ヒヤリング調査   

文献調査と並行して，運輸省港湾局海岸・防災課災害対策室の協力を得，ヒヤリング  

調査を行った。  

● 水練の深いパースは早くに使用できたのか  

水深の浅いバースはコンクリートブロック穣み上げ式だったので，破損が著  

しく，また，さらに水深が浅くなったために凄岸しにくくなった。  
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● バース以外のところでは船・フェリーは使えないのか  

また使えたとすればそれはどんな所か  

漁船などのノト型の船ならば海岸などにも停泊できたが，人の出入り程度で，  

それもごく少量の動きだった。  
● 被害の少なかったバースの特徴などは  

日本海中部地震以降に耐震基準が見直されたため，それ以降に設けられたパ  

ースはそれなりの耐震力がある。お金をかけて耐震力を上げたバースはそれ  
なりの被害にとどまるようだ。  

● 海路から陸路との接点において障害物になったものなどはあるのか  

また陸路において主に障害物になったものは何か  
神戸は液状化しないと思われていたマサ土という良質の土を使って港湾地区  
の埋め立てを行っていたが，想定以上の地震が来たためにあえなく液状化し  

た。また道路は建物到壊や，舗装したアスファルトの下の地面が液状化した  

ためにアスファルトを叩き落として使ったが，それまでに一週間以上かかっ  

てしまった。  

● 私設バースにも救援物資受入態勢ができていたのか  

被災直後は私設バースでも救援物資を受け入れる辛ができたが，所有者が仕  

事をはじめられないために長期にわたっての受け入れは困難。  

上記のように文献等の調査を整理すると，表5－3－1のように震災発生直後から約3  

日間の救援・救助の状況を時系列で整理した。図5・3－1のように救援・救助の目的等  

は異なるものの，緊急対応による救援・救助は神戸市を中心とした約100km圏内の  

重要港湾注2）とフェリー航路でつながっている港湾からのものが多い辛がわかった。  

表5－3－1阪神t淡路大震災の救援活動事例（海上交通）  

建凌繍闇藻塩   
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図5－3－1阪神・淡路大震災における救援活動事例（海上交通）  

このように阪神・淡路大震災における，海上交通による救援・救助は，大阪市を中心  
として行われたことが分かる。その冨的は異なるものの，食料や飲料水等の緊急物資や  
医師や応急復旧活動のための人月等，様々な輸送に利用されている。   

このように，遠隔協定等による遠方からの救援は，短期間のうちに対応することは困  
難であり，周辺都市のポテンシャルを生かせる対策が求められる。   

5・3－2阪神・淡路大震災における陸上交通に関する事例調査   

陸上交通では，周辺都市からの救援に関する詳細な記録（日時，ルート等）が入手  
できず，海上交通同様の考察は困難ではあったが，陸上交通による救援は，道路によ  
るアクセスが最も重要だと考え，表5－3・2のように道路に関する被害事例を調査した。   

高速道路，国道含め多くの主要幹線の被害が発生し，周辺都市から緊急車両等のア  
クセスに支障をきたしたことが推測される。   

阪神・淡路大震災では，高速道路が倒壊した胤鉄道の被害も大きく，交通アクセ  
スに大きな支障をきたしている。また，被害が大きかった神戸市へのアクセスルート  
は限られており，渋滞等を引き起こしている。   

このように，周辺都市からの陸上交通による救援・救助には，道路アクセスが大き  

く影響しており，都市のロケーション等によって，道路アクセスの状態は異なり，そ  

れぞれの都市の陸上交通に閲すろ状況を把超することによって，海上交通同様に，陸  
上交通についても緊急の救援・救助に関する，具体的・効果的な対策が行えると考え  
られる。   



寮5章海上交通・陸上交通におけ01ノ′ソ七人亡リアイー・T不一トビリアイー」許†由  
一直下型地震直後の緊急対応面から見た都市の被救援可能性に関する研究一  

表ト3－2阪神・淡路大栗災における道路被害の状況  
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5－4都市のアクセスビリティー・サポートビリティーに関する評価手法の検討   

アクセスビリティー・サポートビリティーを評価するために，対象都市が周辺都市  

からの救援を受けられる可能性をサポートポテンシャルとし，周辺都市からの救援を  

受け入れられる可能性を信頼度（陸上交通では道路アクセスによる倍頼性，海上交通  

では受け入れ港湾の信頼性）とした。   

この周辺都市からのサポートポテンシャルと僧頼度を用いて，海上交通，陸上交通  

の両面からの評価手法を検討する。   

5・4・1海上交通の評価手法の検討   

海上交通では港湾の規模が大きく対象都市を救援できる可能性が高いと考えられる  
周辺港湾からの救援（重要港清からの救援）と日頃の結びつきによる救援（フェリー  

航路による救援）を取り上げた。そして，日頃の貨物輸送ルートによる救援の可能性  

も考慮した。また，直下型地震による被害と，周辺都市からの緊急対応を考え，対象  

都市の市庁舎から10km以上100km以内の全ての重要港湾（中心都市以外の重要港  

湾を含む）からの救援とフェリー航路からの救援，貨物輸送ルートによる救援をサポ  

ートポテンシャルとした。   

海上交通の救援のサポートポテンシャルを受け入れる能力としての信頼度は，救援  

を受け入れる港湾の規模と耐震性が重要だと考え，市庁舎から10km圏内（徒歩で移  

動可能な距離と想定）の重要港湾の船席数洩3）を対象とし，その中でも耐震強化岸壁  

の船席数と高深度岸壁の船席数享iミ4）（本研究では9m以上深度を持つものを取り上げ  

た）から算定した。  

5・4－2陸上交通の評価手法の検討   

陸上交通では，約10km圏内が直下型地震によって被災する地域と想定し，本研究  

では，周辺都市からの救援・救助を分析する目安として10km以上50km未満に含ま  

れる都市を，被災都市を救援する都市，サポート都市とした。   

図5－4・1には神戸市を中心とした周辺都市の分布を示す。また，図5・4－2には横浜  

市と神戸市を中心とした周辺都市の規模（救援の規模）とサポート都市の数の推移を，  

対象都市の市庁舎を中心として直線距離5kmごとに示している。   

図5－4－2のように，中心都市からの直線距離が長くなるにしたがって，サポート都  

市の総合規模も大きくなることがわかる。特に直線距雄50kmまでは，周辺都市の数，  

人口ともに増加量が大きく，50kmから増加量が少なくなる傾向が見受けられる。   

都市のロケーションによって，上記の傾向は異なることが予測できるが，ここでは，  

中心都市から直線距離50km圏内を相対比較の一基準として取り上げた。なお，為に  

位置する市町村は除外し，人口は，市町村単位の数値を利用している。   

また，表5－4－1には神戸市を中心とした，サポート都市を記載する。   

周辺都市の分布，規模は被災都市への緊急対応の際，重要な要素となると考えてい  

る。（周辺都市が持つポテンシャルとそのアクセスが重要であると考える）   

また，周辺都市の車による救援を想定し，都市の規模に相当すると考えられる人口  

と道路を利用した都市間の距離から陸上交通のサポートポテンシャルを算定した。  
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陸上交通の億頻度は，都市間の道路と橋梁から算定した。   

陸上交通におけるサポート都市の立地，道路は都市のロケーション（都市の立地条  

件：山地，平野等）と関係性が高いと考える。  
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図5－4－1神戸市を中心とした周辺都市の分布   
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固5－4－2横浜市と神戸市を中心とした周辺都市との関係  
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第5章海上交通・陸上交通に糾ナる「アクセスビリティー・サポートビリティー」評価  
一直下型地震直径の緊急対応面から見た都市の複数援可能性に関する研究－  

5・5都市のアクセスビリティー・サポートビリ ティー評価   

ここでは，前章から海上交嵐 陸上交通のサポートポテンシャルと信頼度に影響が  

深いと考えられる要素及びデータを抽出し，都市のアクセスビリティー・サポートビ  

リティー評価を行う。都市のアクセスビリティー・サポートビリティーの影響要素の  
抽出と利用したデータ項目を表5－5－1に示す。  

表5－5－1影響要素の抽出と利用したデータ項目  

几、・▲ノ■  ゝ  －      ふ′ノ        影響要蔚野轡関野野  利用テ⊥タ■岬¶机  海上交通  サポートポテンシャル  重要港湾  主要港湾の船席数  
フェリー航路   フェリーの車両甲板面積  

フェリーの旅客定員数  
フェリー以外の航路  内航商船総トン数  
対象都市の規模   人口  

倍頼度   港湾の耐震性   耐震強化岸壁船席数  

高潔虐岸壁の船席数  陸上交通  サポートポテンシャル  周辺都市の立地  道路距離  
対象都市の規模   人口  
周辺都市の規模   人口  

悟頼鹿   道路の利用可能性  道路数  
橋梁数   

5・5・1海上交通の評価   

前節での評価方法の検討をふまえ，表5ふ1のようにサポートポテンシャルでは重  

要港湾数，対象都市に航路を持つフェリーの乗車スペース（車両甲叔面積）と乗員ス  

ペース（旅客定員数），対象都市の市庁舎から10km以上100km以内の重要港湾を，  

被災都市を支援する港湾とし（表5－5－2），重要港湾に来航した船の容穣（内航商船鹿  

トン数性別）を用いた。また，対象都市の規模を考え，全国の都市を相対的に評価する  

ために対象24都市の人口の合計とその対象都市の人口比を利用した（式【1】参照）。   

信頼度では，耐震強化岸壁の船席数と高確度岸壁の船席（阪神・淡路大震災直後の神  

戸港において船席数106に対して7船席が使用可能であった状況から重み付けをし  

た）を用いた（式【2］参照）。4）5）8）表5ふ3には海上交通のサポートポテンシャル表5．  

5－4には借親度を算定した結果を示す。   

【x軸一海上交通サポートポテンシャルの評価式］  

l対象都市のフェリー車両甲板面秋／24都市のフェリー車両甲板面積の平均＋対象都  

市のフェリー旅客定員数／24都市のフェリー旅客定員数の平均＋（100b薗内港湾の内  

航商船総トン数×2）／24都市の内航商船鰯トン数の平均l／人口比…【り   

［Y軸一海上交通信頼度の評価式】  

受け入れ港湾の耐震強化岸壁の船席数＋（7／106受け入れ港湾の勤以深の非耐義持礫  

の船席数）…【2】   





萬5睾海上交通・陸上交通に鋸ナる「アクセスビリティー・サポートビリティーJ評価  
一直下型地震直接の緊急対席面から見た彿市の被救援可能性に関する研究一  

表5－5－4 海上交通の信頼度  

さらに，周辺都市から対象都市の港湾施設への救援到着後，被災地への連結性（港  

湾施設と陸地の連結性）も考慮に入れ，港湾施設から市庁舎へのルートを仮定し，表  

5－5－3のように分類した獅）。   

サポートポテンシャルと信頼度，連結低からクラスター分析を行い沌7），海上交通の  

アクセスビリティー・サポートビリティーとして図5－5・1のように都市を分類した。  

表5－5・3港湾施設と被災地の連結性  

∵連結性‘…  市庁舎までのルートの河川の有無  人工島の有無  A  なし  なし  B  あり  なし  C  なし  あり  D  あり  あり  

海上交通サポートポテンシャル  

図5－5－1海上交通のアクセスビリティー・サポートビリティー評価  
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弟5章凋上父洩・陛上父乱に捌丁るlアクセスヒリティー・サポートヒリティー」評価  
一直下型地震直後の緊急対応面から見た都市の概数媛可能性に関する研究一  

（ヨクラスタ1（高松市）   

サポートポテンシャルが高く，周辺からの救援が期待できるが，受け入れる側の倍  

額度が低く救援の受け入れに問題が出る可能性が高いと考える。  
②クラスタ2（大阪軋神戸市）   

サポートポテンシャルが比較的高く，信頼度も高い。相対的に救援に関する環境が  

整っていると考える。特に，現在の神戸市は，阪神・淡路大震災後に港湾施設の耐震  

化が進められ，信頼度が大きく上がっていることがわかる。  

③クラスタ3（被災当時の神戸市，千葉市）   

被災当時の神戸市を含むことから，阪神・淡路大震災における神戸市と同様，救援  

量の不足及び受け入れ施設の不足という問題が生じる可能性が高いと考える。  
④クラスタ4（東京都区部，横浜市）   

信頼度は高いものの，サポートポテンシャルが非常に低く，周辺都市からの緊急の  

救援が不足する可能性が高いと考える。  

⑤クラスタ5（名古屋市）  

クラスタ4同様の特徴を持ち，サポートポテンシャルが低く，周辺都市からの緊急の  

赦接が不足する可能性が高V、と考える。。  

⑨クラスタ6（札幌軋釧路市，青森市，仙台市，新潟乳福井市，長野市，静岡軋  

浜松軋京都市仁鳥取市，岡山市，広島市，高知市，福岡市，熊本市，  

宮崎市）   

信頼度が非常に低く，受け入れ側の環境を整える必要があると考える。サポートポ  

テンシャルが比較的高い青森市では，受け入れ施設の信頼度を高める必要がある。ま  

た，サポートポテンシャル，信頼度ともに低い都市は，海上交通による，救援は期待  

できないと考えられる。長野市，京都市は内陸部の都市であり，海上交通による救援  

は困難であると考えるゆ   

5・5・2陸上交通の評価   

表5－5－1のように，陸上交通のサポートポテンシャルでは対象都市とサポート都市  

の規模を表す指標として人口を用い，周辺都市の立地として被災都市と周辺都市の道  

路の最短距離を利用した。また，神戸市と大阪市の関係性を基準値として相対値を算  

出した。（式【3】参照）   

信頼度では，対象都市と各サポート都市間のルート数と橋梁数により，票災時に対  

象都市へサポート都市がどの程度アクセスできるかという可能性を確率的に算出した。  

阪朴淡路大寮災での神戸市の事例から橋梁の倒壊率を用い，都市間のルート（国道）と  

橋梁数から対象都市とサポート都市との都市間通行可能確率を求めた。（式Ⅰ4】参照）。   

［x軸一陸上交通サポートポテンシャルの評価式】  

∑（対象都市とサポート都市の人口比／神戸市と大阪市の人口比）×（神戸市と大阪市の  

最短道路距離／対象都市と各サポート都市の最短道路倭葡）…【3］   

［Y軸一陸上交通信頼度の評価式］   



第5華海上交逢・陸上交通における「アクセスビリティー・サポートビリティー」評価  
一直下型地震直後の緊急対応面から見た都市の披救援可能性に関する研究－  

∑（対象都市とサポート都市間過行可能確率×サポート都市人口／サポート都市人口の  

総数）…【4】  

特に，陸上交通の信頼度については，対象都市と周辺部市問で遠回りせずにたどり着  

けるルート数とそのルートにかかる比較的大きな橋梁数を用いた。道路アクセスは，今回  

は国道を利用した。橋梁の信頼度については験神・淡路大震災における主要国道に架かっ  
ていた橋梁の損壊率（445橋脚中88橋脚が大規模な被害を受けていたという事例）から  

係数を算出した。   
さらにサポート都市が複数ある場合は人口によって重み付けをし，対象都市にどれだけ  

の都市がアクセス可能かを示した（以下に確率的算出方法の詳細を示すとともに，図5ふ  

2に一例を示す）  

1．橋の非損壊率（棟の通行可能率）を神戸の事例から算出   

橋の非損壊率＝1一（88／445）  

2．対象都市とサポート都市間にどのくらい橋があるのかをルート毎にカウント  

3．ルート毎に通行不可能確率を出す   

通行不可能確率＝1－（非損壊率の橋梁敬乗）＝a  

4．都市間の通行可能確率をサポート都市毎に出す1－aXa，×8”×…＝b  

5．全サポート都市の人口総数を1つのサポート都市人口で酔ノ．式bに掛けたものを  

合計する  

橋梁救4 通行不＃旨確率0．58  不能確率0．5  

通行不能確率三ト（非損壊率）縄柴数  

三ト（ト88／445）礪環数  

藤枝市都市間通行可能確率雲1戎．59胡．41  
豊橋市都市間通行可能確率＝ト（0．36×0．58）胡．79  
凱】l市都市間過行可能確率ヨト（仇48×0．48）胡．77  

サポート都市人口合計592柑4  
藤根市のサポート都市間の人口比率＝0．21  
豊橋市のサポート都市間の人口比率司い犯  
豊川市のサポート都市間の人口比率礼19  

浜松市の陸上交通信頼度  

三猫兵曹汚漂㌍黙諾笥腎芸写㌶評問の人口比率  
＝0．09＋0，47＋0．15  

＝0．71  

図5－5－2陸上交通信頼度浜松市における例  
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第5章海上交通・陸上交通における「アクセスビリティー・サポートビリティー」評価  
一直下型地零直後の緊急対応面から見た都市の被救援可能性に関する研究－  

陸上交通のサポートポテンシャルと信頼度から海上交通同様にクラスター分析を行い．  

陸上交通のアクセスビリティー・サポートビリティーにとして図5・5－3のように都市  

を分類した。  

陸
上
交
通
信
頼
度
 
 

0  1  2  3  4  5  8  7  8  

陸上交通サポートポテンシャル  

図5－5－3陸上交通のアクセスビリティーtサポートビリティー   

①クラスタ1（千葉市）   

サポートポテンシャルが非常に高く，信頼度も高い。直下型地震発生直後の，周辺  

都市からの救援を受けられる可能性，受け入れられる可能性がともに高いと考える。  

②クラスタ2（横浜市，大阪市，神戸市，京都市）   

信頼度が高く，周辺都市から救援の可能性もある程度高いが，救援量が不足する可  

能性も高いと考える。  

③クラスタ3（福井市，新潟市，長野市，東京都区部，静岡市，浜松市，名古屋市，  
鳥取市，岡山市）   

信頼度は高いがサポートポテンシャルが非常に低く，緊急時の救援が大きく不足す  

る可能性が高いと考えられる。  

④クラスタ4（青森市，仙台市，広島市，高松市，福岡市，熊本市，宮崎市）   

サポートポテンシャルが非常に低く，救援がクラスタ4以上に不足する可能性が高  

く，直下型地震発生直後は自力での対応が求められる。  

⑤クラスタ5（釧路市，札幌市，高知市）   

サポートポテンシャル，信頼度ともに非常に低く，陸路による救援の可能性は低い   

と考えられる。   

5－5・3救援に関する対策の考察   

5－5－1，5・5・2から海上交通，陸上交通のアクセスビリティー・サポートビリティー  

の地域的な特徴が明らかになった。大阪市，神戸市は海上，陸上ともにサポートポテ  

ンシャル，信頼度が高く，直下型地震発生直後の周辺都市からの救援が期待できる都  
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第5章殉上父過・陸上更洩に捌ナるlアクセスビリティー・サポートビリティー」評価  
一直下型地震直後の緊急対応面から見た都市の被救壊可能性に関する研究－  

市である。また，高松市は陸上交通よりも，海上交通に救援を依存する対策が望まれ  

る。千葉市は特に陸上による救援が非常に期待されるとともに，海上による救援も効  

果的であり，海上陸上交通ともに周辺都市からの緊急の救援が期待できる。また，  

長野市，京都市は内陸部に位置し陸上のみによる救援に依存することになる。   

これら周辺地域を含めた救援に関する地域的な特徴を考慮し．「サポート港湾やサポ  

ート都市との救援協定】を結ぶことは効果的であると考える。また，特にサポートポ  

テンシャルが低く，信頼度も低い都市は緊急対応による救援の可能性が低いと考え一連  

隔港湾や遠隔都市との救援協定Jとともに，F自助努力の対策・備蓄の確保等jが重要  

であると考える。   

都市の立地ヤアクセス等によって，陸上交通，海上交通を利用した救援に特徴があ  

り，それぞれの都市が市町村防災計画等に記載されている応接協定等だけではなく，  

自らの都市の救援に関する特徴を把撞するとともに，それぞれの特徴を生かした対策  

が必要であると考える。   



策5章海上交通・陸上交通に糾ナる「アクセスビリティー・サポートビリティーJ評価  
一直下型地震直後の緊急対応面から見た都市の被救腰可能性に関する研究－  

5－6国土的見地からの対策の考察   

前節では海上交通，陸上交通それぞれのサポートポテンシャルと倍額皮によって都  

市のアクセスビリティー・サポートビリティーを評価した。   
サポートポテンシャルは相対的な指標として人口で平準化しているため，ここでは，  

人口をかけたものをサポートの絶対量と位置づけ，対象都市が必要とする救援の畳（ニ  

ーズ）を設定することによって，救援のニーズと絶対量から，救援の不足可能性を算出  

することによって，救援に関して重点的な対策が必要な都市を検証する。   

ここでは，都市の規模が大きければ，直下型地震による被害も大きくなり，周辺か  

らの政援のニーズも大きくなると考え，都市規模を表すと考えられる人口を救援のニ  

ーズとして，周辺都市から受けられる救援の絶対量と，被災都市が必要とする救援の  

ニーズを図5・6－1のように示した。   

左側が海上交通のサポート絶対量，右側が陸上交通のサポート絶対量，曲線は人口  

（ニーズ）を相対的に示している。グラフはニーズの降俄に並べた。東京都（区部）  

においてはサポートの絶対量は多いが，人口が非常に多いため，サポート絶対量がニ  

ーズに対して不足する可能性が高いことが読み取れる。   



貰5草海上交通・陸上交通に削ナる「アクセスビリティー・サポートビリティー」評価  
一直下型地蘇直後の緊急対応面から見た都市の彼我療可能性に関する研究－   

このようにサポートの不足可能性を考え，サポートの不足可能性とサポート絶対真  

の関係を図5・6－2，図5－6－3で示す。横掛こニーズとサポート絶対量の差（ニーズに対  

し，サポートが不足する可能性と位置づける），縦軸にサポート絶対量の対数を用い，  

海上交通，陸上交通ごとに散布図を作成した。海上交嵐陸上交通ともに東京都（区  

部）は周辺都市から受けられるサポート絶対量が多いにも関わらず，サポートのニー  

ズが非常に多いために，サポートが不足する可能性が高いと考える。   

横浜市は，海上交通による救援が不足する可能性が高く，陸上交通による救援は期  

待できる。陸上交通による救援をベースに，海上交通による救援を効果的に活用する  

ことが効果的であると考えられる。   
大阪市は，神戸市は陸上交通，海上交通とに周辺都市からの救援されるポテンシャ  

ルが高く，そのポテンシャルを効果的に生かせるような具体的な対策等が求められる。  

千葉市も，大阪市，神戸市岡棟の傾向が見受けられることがわかる。   

救援のニーズが高いにもかかわらず，赦援の絶対量が低く，周辺からの救援を期待  

することが困難な，名古屋市，札幌市では，現在確保できる周辺都市からの救援を確  

実に受けられる対策が求められるとともに，国辱の救援が受けられる震災発生後約3  

日間を耐える都市の体力が必要であると考えられる。   

サポート絶対量がニーズに対し不足する可能性が高い（横軸の左側にある）都市ほ  

ど早急な対策が必要だと考えられる。その他救援のニーズが他都市と比較して小さ  
いが，救援絶対量が不足する都市が多く見受けられる。  

また，サポート絶対量が低い（縦軸の下側にある）都市ほど抜本的なサポートの強化  

が必要であり，救援に関する国土的見地からの対策の指針になると考える。  

図ト6－2海上交通のサポート絶対量とサポートの不足可能性  
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第ら章海上交通・陸上変温lしモ＝丁るlアクセスヒリアイー・サポートビリティー」評価  
一直下型地震直後の緊急対応面から見た都市の複数援可能性に関する研究－  

図5－6－3陸上交通のサポート絶対圭とサポートの不足可能性  
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家5葦海上交通・陸上交通における「アクセスビリティー・サポートビリテ才一」評価  
一徳下梨地象直談の葬急対応面押さ見窓掛雨の披料媛珂障憧に関する研究－  

5－7まとめ   

本草では，日本全図の糾都市を選択し，直下型地震発生後，被災都市が短期間で周  

辺都市から救援・救助を受けられる可能性と周辺都市からの救助を受け入れられる可  
能性を都市のアクセスビリティー・サポートビリティーとし，被災都市を中心とした  

広域的な視野に立ち相対的に都市を比較・評価することによって，救援・救助に関す  

る地域性を明らかにした。以下に本章で得られた結果をまとめる。   

（1）阪神・淡路大震災における神戸市への救援の事例を調査することで，緊急対応によ  

る救援は周辺都市からのものが多く，遠隔地からの救援が到着するまでの間，周辺都  

市からの救援をいかに生かすかが重要であり，周辺都市とともに受け入れる被災都市  

の両者を考慮する必要があることがわかった。  
（2）海上交通と陸上交通のアクセスビリティー・サポートビリティーを評価するための  

影響要素と評価手法を検討し，選択した24都市を評価した。   

対象都市が周辺都市からの救援を受けられる可能性をサポートポテンシャルとし，  

周辺都市からの救援を受け入れられる可能性を僧頼度とし，それぞれの影響要素を抽  

出した。海上交通では，日頃の結びつき（フェリー航路），受け入れ港湾の耐震性（重  

要韓湾の船席数，耐震強化岸壁の船席数）等を抽出し，陸上交通では周辺都市の分布，  

周辺都市の人口規模，道路アクセスと橋梁等を取り上げた。   

影響要素から既存の統計資料等を用いアクセスビリティー・サポートビリティー評  
価を行った。海上交通では，大阪市，神戸市がサポートポテンシャル，信頼度ともに  

高い。特に神戸市は敬称淡路大栗災では救援活動の不十分さが問題となったが，本評  

価で比較的多くの救援を受けられる都市であることがわかり，神戸市より低い値を示  

した都市は神戸市の事例をふまえた対策が必要であると考える。陸上交通では，千葉  

市，横浜市，神戸市，大阪市が周辺に大都市が立地している点，交通アクセスが発達  

している点から高く評価された。この評価から，救援に関する地域的な特徴が明らか  

になり，それぞれの都市の持づ特徴を生かした対策を実施するための指針になると考  

える。  
（3）被災都市が必要とする救援の景（ニーズ）を設定し，サポートポテンシャルからサ  

ポートの絶対量（人口での平準化を削除）を算出し，都市の救援羞の不足量を相対的  

に算出した。掛こ，東京都（区部）は海上陸上ともにサポートの絶対量が多く，上  

記のようにアクセスビリティー・サポートビリティーの評価値は高い。しかし，救援  

のこ－ズが非常に夷きいため，救援塁の不足可能性が大きい。海上交通では，千葉私  

大阪市，神戸取高掛軋広島市，陸上交通では千葉市，横浜市，大阪市，神戸1札  

束都市がサポートの不足量が少ない。救援に関する全国的な視野による弱点が明確に  
なり，救援に関する国土レベルの対策の指針になると考える。   

本章では，道路等行政区を越えたデータを利用したが，広域的な精度の高いデータ  

は入手が難しく，今後は更に精度の高いデータを利用した評価が求められると考えて  

いる。   

しかし，本章はマクロな視野から直下型地震直後の緊急対応による救援に閲する都  

市を評価する手法を捷案したケーススタディーとして重要であると考える。  
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第5章海上交通・陸上交通における「アクセスビリティー・サポートビリティー」評価  
一直下型地震直後の緊急対応面から見た都市の複救援可能性に関する研究－  

注  

1）文部省科学研究費補助金・特定領域研究田・1）課題番号08248109（研究代表者瀬上虞直）  

「直下型地震被災危険度のマクロゾーネイション」中のマクロゾーニングの評価軸とし  

て設定した軸の1つである。  

付図1マクロゾーニングの評価軸（時間的位置づけ）   

2）重要港湾とは，国の利害に重大な関係を有する政令で定められた全国で133港の港湾  

をいう。  

3）船席数（バース数）とは，船舶が港湾において停泊するためのスペース。一つのパー  

スにいくつかに船席があることが多い。バース（bertll）とは「操船余地」という意味であ  

るが，日本においては岸壁とほぼ同義で使われている。  

4）耐震強化岸壁（耐震バース）とは大規模な地震が発生した場合に，被災直後の緊急物  

資および避難者の海上輸送を確保するために，特定の港湾において，通常のものより耐震  

性を強イヒして建設される岸壁。現在では重要港湾の中でも特に重要なものに数箇所建設さ  
れている程度であるb阪神淡路大震災で耐震強化岸壁の重要性が再認識され，運輸省港湾  

局がとりまとめた「港湾における大規模地震対策施設整備の基本方針（平成8年12月公表）」  

に基づき第9次港湾整備五箇年計画において，緊急性，重要性の高い港湾から順次整備が  

推進されている。  

5）国内を航行する滞船の内部の絃容積を示す数億。  

6）被災地への連結性（港湾施設と陸地の連結性）も考慮に入れ，本文中には表5ふ3  

のように明記した。ここでは次項に連結性の分類を示す（付図2）。  

7）海上交通のクラスタ分析備果（平均連結法）を付図3に示す。  
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第5暮瀬上交濃・瞳上交iにわける「アクセスビリティー・サポートビリティー」打価  
一直軍型塵緊密操の緊急対顔かち克た都市の脚能性に髄す拳研究－  

連結性評価A（グラフ中の印◆）  

芸警警語弊ぞ夏空聖女  

連結性評価B（グラフ中の印●）  

港鷹旛畿から市庁舎までのルート にが 
河川あり、l叶書となる可能性  

がある．  
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付図2連結性の分類  
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付図3  海上交通のクラスタ分析結果  

（デンドログラム）  

付図4陸上交通のクラスタ分析結果  

（デンドログラム）  

＃同所   22 ＿◆  

宮嶋ホ   24 －◆  

▼癖ホ    3 －◆  

j兵松市   11  

間山巾  18 －◆l  

仙台市   4 →＋→  

覇潟ホ    S －＋【i  

毛舌■ホ 13 一一◆I  

千まホ    9 －トーー十  

広▲布   け ＿◆ ◆∵  

‡L蠍市   l ＿＋＿◆l I  

真書l糟   11 －◆】l l  

ホ知市   21 ＿◆◆＿■  l  

無事巾   23 →l l  
鯛糟巾    Z －◆1  

抄同市  12 →－＋   l  l  

▲取市  19 一十    I  l  

真野ホ    8 －◆    l  

橿葬巾   7 一◆    l  l  

横浜市  1D ＿＋＿＿＿十  l  

大破巾  1S＋・－－H  」  

2
1
 
封
 
3
 
6
 
2
 
川
け
 
7
 
■
b
 
〓
＝
ね
…
ほ
 
州
 
1
8
一
1
7
 
詑
－
相
 
川
 
8
 
椅
 
柑
 
9
 
柑
 
 

巾
 
 
Ⅸ
 
 

市
 
市
 
布
¶
檜
糟
惰
糟
市
布
簡
 
市
布
 
積
 
¶
 
巾
市
t
市
♯
簡
市
布
楕
 
知
 

綿
裁
野
娘
敷
井
濃
松
本
呵
松
山
台
＿
岡
＿
∵
古
蝕
二
風
狂
戸
‡
浜
 
ホ
富
 
†
長
 
釧
■
欄
新
浜
勲
静
 
粛
隋
仙
広
 
欄
札
名
寮
‡
 
大
村
千
惰
 
 

－
 
－
 
－
 
■
 
■
 
ヰ
 
 

ー◆l  

一＋1 1  

1総椚   20 －＿－－－◆  

真東も区  8 －＿－＿＿  

付図5海上交通のサポート絶対王と  付図6陸上交通のサポート絶対量と  

サポートの不足可能性の  サポートの不足可能性の  

クラスタ分析結果  クラスタ分析結果  
（デンドログラム）  （デンドログラム）  

Ⅴ－27   



第5章海上交通・陸上交通に削ナる「アクセスビリティー・サポートビリティー」評価  
一直下型地震直後の緊急対応面から見た都市の被救援可能性に関する研究－  

参考文献   

1）読売新聞社二読売報道写真阪神大震災全記録，1995年  

2）日経8P社：阪神大震災の数乳1995年  

3）神戸市港湾整備局：神戸港復興記録，1997年  

4）運輸省港湾局：日本の港湾1997，1997年  
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7）運輸省第二港湾建設局東京空港工事事務所，株式会社地域開発研究所：平成8年度東京  

国際空港海上輸送基地整備計画調査報告書，1997年  

8）村上虞直ら「地震被災危険度のマクロゾーネイション（2）」第2回都市直下地震災害  

総合シンポジウム論文集，pp．15－22，1997年11月  

9）村上慮直ら「地震被災危険度のマクロゾーネイション（3）」第3回都市直下地震災害  

総合シンポジウム論文集，pp．17－24，1998年10月  

10）浦川豪，佐土原聡，村上慮直，「直下型地震直後の緊急対応面から見た都市の被救援  

可能性に関する研究」第3回都市直下地震災害総合シンポジウム論文集，1998年10月  

11）李康碩，浦川豪，中埜良昭，村上虔直ら「地域特性を考慮した都市の地震災害危険度  

の評価手法に関する研究」，第3回都市直下地稟災害総合シンポジウム論文集，1998年10  

月  

12）総務庁統計局：平成7年国勢調査報告，1995年  
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第6富‾∧  〔る総合評価のための特性分析とその活用   

第6章マクロゾーニングによる総合評価のケーススタディーとその活用   

d・1マクロゾーニングによる総合評価のケーススタディー   

2章のマクロゾーネイションの概要で，マクロゾーニングの概要と手法を述べ，そ  

の評価手法に基づき，3章で主に地震時の被害に関する，リモートセンシングを利用  

した「都市のダメージ」評価，4章で主に地震時の被害を軽減する要因に関する「都  

市の被害軽減能力」評イ軌5牽で主に他都市からの救援・救助に関する，海上交通・  

陸上交通における「アクセスビリティー・サポートビリティー」評価を行った。これ  

らの章では，マクロゾーニングの評価軸の概念をもとに，郡市の分析等を行った。   

全ての評価手法は，2章で述べた，「マクロ」（自治体単位のスケールを最小単位と  

した相対的な都市の比較）というスケールに着目し，様々な都市が持っている地震災  

害影響要因となる特性のうち，都市によって大きく異っている特性を抽出し，その特  

性によってあらかじめマクロな地域的特徴の分類を行うことを呂的とした分析であり，  

各評価軸の結果を利用し，ここでマクロゾーニングによる総合評価のための特性分析  

を行う。   

6－1－1マクロゾーニングによる総合評価のための手法検討   

まず，各評価軸において都市を分析するために，主成分分析や独自の関数による評  

価といった，それぞれの特徴に見合った分析方法を行ってきた。分析結果に一律の基  

準を定めるために，ここではそれぞれの分析結果の最大値と最小値から6つの幅を設  

け，最大得点5，最少得点1という総合評価のための得点を与えた。  

表6－1・1は各分析結果の最大風景小億及び総合分析のための得点基準である。また，  

分析結果はそれぞれの章での分析結果をもとにしている。   
また，例えば都市のダメージのAにおいて，3．54～2．机が5点，2．61～1．舶が4息  

1．68、0．76が3点，0．76～－0．17が2良 一0．17～－1．09が1点となる。  

また，表6・1・2は各都市のマクロゾーニングによる絵合分析のための得点である。  

表6－ト1各分析結果の最大値、最小値及び総合評価のための得点基準  

A：有感地震剛軋過去の大地震発生国数等過去の地熱こ関する成分（㌻5参照）  

B：活断層に関する成分（3－5参照）  

C：人口，DID面積，建物棟数，昼夜間人口比率等地瓢こよる被害規模に関する成分（3－5   

参照）  

D：高齢者．老朽木造建物等地震時の被害を拡大させる要因に関する成分（3－5参照）  

E：71年以前の非木造建物等地震時の被害を拡大させる事跡こ関する成分（M参照）  

F：オープンスペース（水面，森林．草地上棟地を含む）（3司参照）   



第6章マクロゾーニングによる総合評価のための特性分析とその活用  

G：地粟に対する意識に関する成分（4－3参照）  

H：事前防災対策に関する成分（4－3参照）  

l：地域コミュニティーに関する成分（ト3参照）  

」：海上交通のサポートポテンシャル（5」参照）  

K：海上交通の信頼度（5－4参照）  

L：陸上交通のサポートポテンシャル（5－4参照）  

M：陸上交通の信頼度（5－4参照）  

6－1－2マクロゾーニングによる総合評価のケーススタディー1   

前節の手法から，ここではマクロゾーニングによる総合評価のための特性分析を行  

う。それぞれの都市ごとに成分AからLまでの総合的な得点をもとに，分析する。   

（札幌市）   

図6－1－2のように，札幌市は地震による被害を拡大要因が小さいが，地震が発生し  

た場合，オープンスペースのより被害を軽減する能力は高い。また，防災意識，地域  

コミュニティーの値は低く，これらによって被害を軽減する能力は低い。また，地震  

発生時直後の周辺都市からの救援は期待できないと考えられる。   
札幌市の場合は，地震発生による被害の拡大要因が低いため，その他被害を軽減する要  

因及び救援に関する要因が低いことは深刻な問題ではないと考えられるが，地震発生の危  

険性が全くないわけではなく，有事の際の対策を事前に準備することが必要であると考え  

られる。  

（釧路市）   

図6－1－3のように，釧路市は地震発生に影響する要因が非常に高く，近年大地震に  

よる被害も受けている。また，71年以前の非木遼による被害を拡大する危険性が高い  

と考えられる。防災意故による被害を軽減させる能力が高いことがわかる。また，地  

震発生時直後の周辺都市からの救援は期待できないと考えられる。  

Ⅵ－2   



第6睾マクロゾーニングによる総合評価のための特性骨柄とその活用  

A  札儀市  

図6－1－1理想型  

A  

図6－1－3釧路市  図6－1－1青森市  

粧有感地嘩5参照）、8：溶断瀬に掬す尋  

成分（3－5参照）、C：人口、DID面穣、噸  

臼一5参照）、Dニ高頓着、御5参照）、  

E：71嘩5参照）、F：オ「プンス  

ペ御僚）、  

H：事前防災対策に関する成分（小3参嘲）トに松城コミュニティーに朋する成分（か3参魚）、よ産皇  

交通のサポートポテンシャル（ト4巷偲）、麟ヰ参照）、い陸上重盗のサポート  

ポテンシャル（5叫参照）、粧陸上交通の信錮参照）   



第8牽マクロ汐－ニンダによる総合評価のため相性分析と竜の慈雨  

図6－ト6 千葉市  

A  檎浜市  

図6∵ト7 東京都（区部）  図6－l－8 横浜市  

A：有感地脚参照）、8：速断肝に関する  

成分（＝参照）、C：人口、別P面彿、卿扮  

（3－5参照）、D：高齢者、聯割阻、  

∈：71年聯、F：オープンス  

ペース（水臥嘩、  

机事前防災対策に僻する成分（トユ軸）、l：地域コミュニティーに関する成分（4竜創酌、占盗よ  

交通のサポートポテンシャル（日参照）、嘲4参照）、し；進上交脚ト  

ポテンシャル（ゝ右参照）、問4参照）  
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図6－ト9新潟市  

A  

図6－ト10 福♯市  

A  

静間市  

H   しG   

図6－ト11長野市  図8－ト12静岡市  

A：有感地咽－5参閣）、8：活断那こ関する  

成分（3欄）、C：人口、馴D面積、建物株数、昼夜M比率等地震による被害規模に湖する成分  

（㌻5参照）、D：高齢者、老朽木造建物等地震時の被書を拡大させる要因に関する成分（M参緒）、  

E：71年卿、F：オープンス  

′ヾ－－ス（水面、森林、岬、  

H：事前防災討議に掬する成分（小3参鱒）、＝地域コミュニティーに関する成分（か3参鳳〉、蓑轟皇  

交通のサポートポテンシャル（銅参照）、K溜上交逢の倍鮎（封参照）、L：陸上交通のサボ一旦  

ポテンシャル（5」参照）、机l閲囁）   
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D   

図6－ト13 浜松市  

A  

図6－ト14 名古屋市  

A  

大飯市  京都市  

国6－1－15 京都市  図6－1－16 大阪市  

A：有感地岬（3－5参照）、聯  

成分（3欄）、C：人口、噸成分  

（3づ参照）、D：高齢者、樹齢、  

E：71年卿参照）、Fかプンス  

ペース（面、轟l、羊地、攫地毛 む －3」  、G：地 に 丁る ■に する  1－3 ）、  

汁：事前防災対儲に廃する成分（小3参嘲）、l：地域コミュニティー宣醐参鯖）、基盤よ  

交通のサポートポテンシャル（日参照）、K：海上交通の信義度（5J参席）、L：陸上交通のサ針ト  

ポテンシャル（5」参照）、“：陸上交通の信頼度（5イ参照）   
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図6－ト18鳥取市  図6－1－17 神戸市  

人  間山市   A  広■市  

図トト20 広島市  

A卿）、8：法斬…する  

成分（3－5参照）、C：人ロ、DID面卿こ閲す乳成分  

（3－5参照）、D：高齢者、宅朽木道連物等地嘩親）、  

E：71年以前の非木造卿参照）、F：オープンス  

ペース岬削、  

H：事前防災対策に関す乳成分（小3参照）、町膚）、占漫よ  

交通のサポートポテンシャル（銅参照）、問 4参照いい陸上交通のサポート  

ポテンシャル（日参照）、州榔4参照）   
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図6－l－22 高知市  
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図6－ト21高松市  
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図6－ト23 福岡市  図6－1－24 熊本市  

卿5参照）、8：議肺腑  

成分（3－5参照）、C：人口」‖D面噸  

（3ヰ参照）、D：高齢者、竜郷、  

E：71年心臓の井ホ1▲牡蠣仙の牡暮t竃大させ手書召に■丁手虞分（㌻5●軋・F子チニプモス  

ペース岬鱒）、  

H：喜前防災対策に関する成分（ト3細）、l：畔碍）、蓑奉呈  

交通のサポートポテンシャル（＝参照）、卿、し：陸上交通のサポート  

ポテンシャル（日参照〉、麟   
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富■市  

園6－ト25宮掩市   

（青森市）   

囲6・ト4のように，青森市は71年以前の非木造による被害を拡大する危険性が比  

較的高いと考えられる。また，オープンスペースによる被害を軽減する能力が非常に  

高く，防災意識により被書を軽減する能力も比較的高い。地震発生直後の海上交通に  

よる救援は比較的期待でき，そのためには救援を受け入れることができるような借頼  

性を高めることが必要であると考えられる。  

（仙台市）   

図6－1－5のように，仙台市は被害を拡大させる要因が非常に小さいが，オープンス  

ペースによる被害を軽減する能力が非常に高く，地震発生時には効果的に被害を軽減  

することができると考えられる。防災意識は高い。しかし，地震発生時直後の周辺都  

市からの救援は期待できないと考えられる。  

（千葉市）   

図6・1・6のように，千葉市は地震発崖に影響すると考えられる要因が高く，71年以  

前の非木造による被害を拡大する危険性が高いと考えられる。オープンスペースに関  

する安臥 防災意識は高く，被害を拡大する要因は高いものの，被審を軽減する能力  

も高いことがわかる。また，特に海上交通による地寮発生時直後の周辺都市からの救  

援の可能性が高く，陸上交通による地震発生時直後の周辺都市からの救援の可能性も  

比較的高い。地震による被害の規模がある程度大きいことが予測されるが，被薯を軽  

減する能力，周辺からの救援も期待することができる都市であると考えられる。  

（東京都（区部））   

園6・1－7のように，東京都（区部）は地震発生に影響すると考えられる安臥地震  

による被害規模に関する要因，高齢者及びに老朽木造建物等により被害を拡大させる  

要因が非常に高い。地震発生時には，大規模な被害が発生することが予測きれるとと  

もに，老朽木造建物によって被害が拡大する可能性が高い。さらに，被害を軽減する  

能力を持つ，オープンスペースの要因が非常に低い。防災意識は高く，人の意識によ  
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って，できるだけ被害を軽減させることが求められる。地震発生時直後の周辺都市か  

らの救援は期待できないと考えられ，人の意識等都市内に居住する住民の力によって，  

できるだけ被害を軽減できるような対策が必要であると考える。  
（横浜市）   

国6・1・8のように，横浜市は地震発生に影響すると考えられる要因が高く，71年以  

前の非木造建物による被害を拡大させる危険性が高いと考えられる。防災意識による  
被害を軽減させる能力は非常に高いことがわかる。また，地震発生時直後の周辺都市  

からの救援の可能性は陸上交通，海上交通ともに高い。  

（新潟市）   

園6－1・9のように，新潟市は地震による被審に影響する要因が低く，オープンスペ  

ースに関する要因は比較的高いが，全体的に被害を軽減する能力も低く，地震発生時  

直後の周辺都市からの救援は期待できないと考えられる。  
（福井市）   

園6－1－10のように，福井市は地震による被害の規模は小さいものの，高齢者及び高  

齢者及びに老朽木造建物等により被書を拡大させる要臥71年以前の非木造建物によ  

る被害を拡大させる要因が比較的高い。また，周辺住民のコミュニティーが高く，地  

震発生直後の救助等が期待できると考えられる。しかし，地震発生時直後の周辺都市  

からの救援ほ期待できないと考えられる。  

（長野市）   

図6・1－11のように，長野市は地震による被害に関する要眉として，活断層に関す  

る要臥 高齢者及び高齢者及びに老朽木造建物等により板書を拡大させる要因が非常  
に高く，さらに71年以前の非木造建物による板書を拡大させる要因も高い。オープン  

スペース，防災意識に関する要因は低く，周辺住民のコミュニティーに関する要因の  

みが高く，地震発生直後の救助等は期待できると考えられる。また，地震発生時直後  

の周辺都市からの救援は期待できないと考えられる。  
（静岡市）   

図6－1－12のように，静岡市は高齢者及び高齢者及びに老朽木造建物等により被審  

を拡大させる要因が高いが，防災意識が非常に高く，地域コミュニティー も高いこと  
から，住民による被害を軽減させる可能性が高いと考えられる。また，地震発生時直  

後の周辺都市からの救援は期待できないと考えられる。  
（浜松市）   

図6・1－1Bのように，浜松市は地震による被書に影響する要因が低い。防災意識が誅  

常に高く，地域コミュニティー も比較的高いことから，地漫発生時には住民による被  

害を軽減させる可能性が高いと考えられる。また，地震発生時直後の周辺都市からの  

救援は期待できないと考えられる。  

（名古屋市）   

図6†1・14のように，名古屋市は地雲による被書の規模に関する要因が非常灯高む  

老朽木造建物等により被害を拡大させる要因も高い。防災意識は比較的高く，防災意  

識により，被害を軽減させる能力は期待できると考えられる。また，地震発生時直後  

の周辺都市からの救援は期待できないと考えられる。  
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（京都市）   

図6心15のように，京都市は地震による被害に関する要因として，活断層に関する  

要軋高齢者及び高齢者及びに老朽木造建物等により被害を拡大させる要因が非常に  
高い0防災意敵地域コミュニティーに関する要因は比較的高く，被害を軽減する能  

力が期待できると考えられる0また，陸上交通による救援は，比較的期待できると考  
えられる。  

（大阪市）   

園6－1・16のように，大阪市は高齢者及び高齢者及びに老朽木造建物等により被害を  

拡大させる要因が非常に高く，71年以前の非木造建物による被害を拡大させる要因も  
高い。オープンスペースに関する要因は非常に低いが，防災意識に関する要因は届く，  
防災意識による被害を軽減する能力は期待できると考えられる。また，地震発生時直  
後の周辺都市からの救援は，陸上交通，海上交通ともに．比較的少ないものの，救援  
を受け入れる環境は整っでいると考えられる。  

（神戸市）   

図6－1・17のように，神戸市は高齢者及び高齢者及びに老朽木造建物等により被書を  
拡大させる要因が高く，71年以前の非木遺建物による被害を拡大させる要因も非常に  
高い。オープンスペースに関する要因は非常に低いが，防災意識に関する要因は非  

常に高く・防災意識による被害を軽減する能力は期待できると考えられる。また，地  
賞発生時直後の周辺都市からの救援は，海上交通は，比較的少ないものの，救援を受  
け入れる環境は整っており，陸上交通により救援は比較的高い。  

（鳥取市）   

図6－1－18のように，鳥取市は高齢者及び高齢者及びに老朽木造建物等，71年以前の  
非木造建物による被審を拡大きせる要因が高い0地域コミュニティーに関する要因が  

非常に高いことから，地震発生時には住民による被音を軽減させる可能性が高いと考  
えられる。また，地寮梁塵時直後の周辺都市からの救援は期待できないと考えられる。  

（岡山市）   

囲6・1－19吟ように，岡山市は高齢者及び高齢者及びに老朽木造建物等，71年以前の  
非木造建物による被害を拡大させる要送は叱鞍的高いめオープンスペースに関する要  
因が非常に高く・被害を拡大する要因は高いものの，被害を軽減する能力も高いこと  
がわかる。地域コミュニティーに関する要因が比較的高い。  

（広島市）   

図6－1－20のように，広島市は，地震による被害に関する安臥被蕃を軽減する要因，  
及びに救援に関する要因ともに低い億を示している。  

（高枚市）   

囲6－1・別のように，高松市は高齢者及び高齢者及びに老朽木遵建物等，71年以前  
の非木造建物による被害を拡大させる要因分場む、。また，救援に関する要因のうち，  
海上交通に関する要因力喘く，受け入れる環境を整えることが必要であると考えられ  
る。  

（高知市）   

図6心22のように，高知市は高齢者及び高齢者及びに老朽本選建物等による被害を   
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拡大させる要因力官高い。また，地域コミュニティーに関する要因が比較的高い。  
（福岡市）   

図6・1－23のように，福岡市は，地震による被害に関する要軋披書を軽減する安臥  
及びに救援に関する要因ともに低い値を示している。  

（熊本市）   

図6－1－24のように，熊本市は高齢者及び高齢者及びに老朽木造建物等による被害  
を拡大させる要因が高い。また，地震発生時直後の周辺都市からの救援は期待できな  
いと考えられる。  

（宮崎市）   

図6・1－25のように，宮崎市は高齢者及び高齢者及びに老朽木造建物等による板書を  
拡大させる要因が高い。防災意識も高く，地震発生時には住民による被害を軽減させ  
る可能性が比較的高いと考えられる。また，地震発生時直後の周辺都市からの救援は  
期待できないと考えられる。   

6・1－3マクロゾーニングによる総合評価のケーススタディー2   

6－ト2では，これまでの分析綺果をもとに，その最大値と最小値から5つのレベル  

に分け，それぞれの都市を評価した。   

ここでは，さらに本論文で定義付けているマクロゾーニングのための3つの評価軸  

「都市のダメージ」，「都市の被害軽減能力」，「アクセスビリティー・サポートビリテ  
ィー」にこれまでの結果を集約し，3つの評価軸による都市の類型化を試みた。（マク  
ロゾーニングによる大分類）   

これまでの章での分析錆果は，それぞれの成分において、その時徴が異なる。ここ  
では、マクロゾーニングによる大分類として、それぞれの分析結果を集約したため、  
そのや徽を詳細に把握することは，困難であるが，最終的なアウトプットとして，都  
市を類型化し，自治体や地域の住民に分かりやすい形にすることは，研究的にも，社  
会に還元するという意味でも重要であると考える。   

基本的な考え方として，このケーススターデイーでの絡黒は，多くの成分を集約し  
た形となり，本研究において，最も大きな分類鷹巣である。この結果だけで，本研究  
内容を把適することは，困難であり，危険である。ここでの分類結果から∴前項触れ  
たケーススタディー1に餅ナる，それぞれの都市の分机さらにそれぞれの華におけ  

る，細部にわたる，考え方，調査，分析手法，分析頼果等を給食的に把瀕することで，  
本研究の目的である，マクロな視野に立った，直下型地熱こ着日した，都市の地域的  
な特徴が明らかになり，本研究で目指しているマクロゾーニングの全体像になると考  
えている。   

以下に，ここでの都市の類塑化における手法及びそのプロセスを明記する。ここでは，  

最も分かりやすい形での定性的な都市の類型化を目的とした。   

全体として，その手法は，それぞれの分析＃果が高いか又は低い都市から6つのレベル  

に分類し．卜5点の得点を与えた。（ここでは，得点の高い都市が直下型地震による危険  
度が高いものとした。F都市のダメージ」の関する成分は分析結果の高いものから5点  
を与え，「都市の被草鞋滅能力」，「アクセスビリティー■サポートビリティー」では，   
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分析結束の低いものから5点の得点を与えた。  

「都市のダメージ」では，直下型地震による被害に最も影響すると考えられる，塵  
震による被害規模に関する成分（3－5参賢弘その他，高齢者、老朽木造建物等地震時  
の被害を拡大させる要因に関する成分（㌻5参照）と71年以前の非木造建物等地震時  

の被害を拡大させる要因に関する成分（3－5参照）を取り上げた。また，ここでは，  
地震による被害規模に関する成牡が地震による被害に最も影響すると考え，他の成分  
に対して重み付けをした（3倍の重みを持たせた）。  

「都市の被害軽減能力」では，地震に対する意識に関する成分（4－3参榔と垂嵐随  
災対策に関する成分㈱蘭と地域コミュニティーに関する  

成分（4づ参照）を取り上げ，「都市の被害軽減能力」として平均化した。  
「アクセスビリティー・サポートビリティー」では，海上交通のサポートポテンシャ  

ル（5－4参勘，海上交通の信頼度（5」参照），陸上交通のサポートポテンシヤ八／（ト  

L参盟ユ，陸上交通の信頼度（5」参照）を取り上げ平均化した。また，陸上交通，海  
上交通ともにサポートポテンシャルが非常に低い都市は，信頼度が高いとしても，「ア  

クセスビリティー・サポートビリティー」の得点として5を与えた。（信頼度が高いと  

しても，サポートポテンシャルが非常に低い都市は，周辺都市からの救援を受けられ  

る可能性は低いと考えた。）表＆1－2に各都市の総合得点を示す。  

表トト2各都市の総合得点  
毛錆諒諜 

I  8  8  1  

5  

4  

5  4  8  8  

3  
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2  

2．4  2  8，5  
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2  4  

5  8  

2月  2．ら  

5  

5  

5  き  
ヰ  4．4  3  2．ち  
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4  2  3  
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ロ  1．8  2  2．5  
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2  2  ●  

5 1 5  4．2   2  1．5  

3  

t．5  

次に，表6－ト2の績果をもとに，クラスター分析により都市を類型化した。クラスタ  

の方法として，グループ間平均連結法，その測定方法は平方ユーグリッド距離を用いた。  

図6・2－26に，クラスター分析結果のデンドログラムを示す。また，各都市を以下のよ  

うに6つのグループに分類した（マクロゾーニングによる大分類）。  

クラスタ1：東京都（区部），横浜市，千葉市，大阪市，神戸市，京都市，名古屋市  

クラスタ2：青森市，静岡市，浜松市  

クラスタ3：鳥取市  

クラスタ4：熊本市，札幌市  

クラスタら：高栓市，福岡市，新潟市  

クラスタ6：高知市，仙台市，釧路市，岡山市，福井市，宮崎市，広島市，長野市   
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また，平均値とそれぞれの都市の得点をもとに作成した図を示し，それぞれのグル  

ープの特徴を考察する。  
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図6－ト26クラスタ分析結果（デンドログラム）  

クラスタ1：東京都（区部），横浜市，千葉市，大阪市，神戸市，京都市、名古屋市  
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∠讐  
図6－ト27クラスタ1（大分類1）の都市  

大分類1の都市は，他の都市と比較して，都市のダメージの値が高い都市である。利用  

したデータから、都市規模が大きい都市のグループである。特に、大阪市が最も高い億を  
示している。また，横浜市は被害軽減能力の期待難易度，アクセスビリティー・サポート  

ビリティー困難度がこのグループの中では低い値を示し，危険度が低いことがわかる。神  

戸市，千葉市は非常に似た特性をを持ち，特にアクセスビリティー・サポートビリティー  

困雛度がこのグループの中では低い億を示し非常に危険度が低いことがわかる。京都市は，  

他の都市に比べて，3つの評価軸ともに，危険度が高い側の値を示している。   

クラスタ2：青森市，静岡市」浜松市  
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園6－1－28クラスタ2（大分類2）の都市  

大分類2の都市は，他の都市と比較して，青森市，静岡市，浜松市ともに被書軽減能力  

の期待難易度が特に低い債を示し危険度が低く，他の2軸は平均的な催を示している。他  

都市と比較して，直下型地震による被害の規模専は大きくないが，被害軽減能力による被  

害の軽減（防災意識による潜在的な板書の軽減及びに地域コミュニティーによる緊急時の  

救助活動等）が期待できる都市である。同等規模の都市と比較した場合、被書軽減能力に  

より直下型地震による被害が軽減される可能性が高い都市であることがわかる。また，周  

辺都市からの救援は比戟的高い億を示し危険度が高いことから，周辺都市からの緊急の救  

援はあまり期待できないことがわかる。  

図6－1－29クラスタ3（大分類3）の都市   

大分類3の都市は，鳥取市が属し，他の都市と比較して上部闇のダメージ，板書軽減能  

力が低い催を示し∴危険度が低いが，アクセスビリティー・サポートビリティー財経度が  

非常に高い値を示  が高いことがわかる。板書規模等，他都市に比べて大きくなく，  

披啓軽減能力に  

型地莱が発生し  

こ被害を軽減する能力を持ちあわせている都市であるが，直下  

清からの救援（陸上交温海上交通からの救援）は，期待で   

きないとことがわかる。  
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クラスタ4：熊本市，札幌市  
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固6－ト30クラスタ4（大分類4）の都市  

大分類4の都市は，熊本市，札幌市が属し，他の都市と比較して，都市のダメージは平  

均的な億を示しているが，被書軽減能力の期待難易度，アクセスビリティー・サポートビ  

リティー鍼難度が非常に高い億を示し，危険度が高い。被害の規模尊は他の都市に比べて，  

それほど大きくないものの，被害を軽減する能九周辺都市からの緊急的な救援は期待で  

きないことがわかる。特に，札幌市は，被害軽減能力の期待難易度，アクセスビリティー・  

サポートビリティー困難度が非常に高い値を示し，危険度が高い都市であることがわかる。   

クラスタ5：高松軋福岡市，新潟市  
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 図6－1－31クラスタ5（大分類5）の都市  

Ⅵ－17   
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分類5の都市は，他の都市と比較して，都市のダメージ，アクセスビリティー，サポー  
トビリティー困難度は平均的な値を示しているが，被害軽減能力の期待難易度が非常に高  
い値を示し，危険度が高い。福岡市は，都市のダメージ，アクセスビリティー・サポート  

ビリティー阻難度ともに，高松市，新潟市よりも高い値を示し，このグループの中で最も  
危険度の高い都市でぁることがわかる。   

クラスタ6：高知乳仙台市，釧路市．岡山市，福井市†宮崎市，広島軋長野市  
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図6－1－32クラスタ6（大分類6）の都市   

大分類6の都市は，他の都市と比較して上部市のダメージは平均的な値を示し，アクセ  

スビリティー・サポートビリティー困難鹿，被害軽減能力の期待難易度が比較的高い億を  

示し，比較的危険度が高い都市であることがわかる。高知市，仙台市，釧路市は，このグ  

ループの中で，アクセスビリティー・サポートビリティー困難度，被審軽減能力の期待難  

易度が高い値（危険側の値）を示しており，被害を軽減する能九周辺都市からの緊急的  

な救援を期待するのは困難であることがわかる。福井市，宮崎市，広島市が，選択した都  

市の中で，平均的な億を示している都市であることがわかる。  

以上のように，マクロな視野に立った，直下型地震に着目した，都市の地域的な特徴  

が明らかになった。上記のように，直下型地震による被書に関する安臥被審の軽減に関  

する要乱数援に関する要因とで、総合的に分析することで，従来の被書想定に代表され  

る被暑のみに着目した危険度評価だけではなく，郡市の特性を把撞することができる。分  

析結果から，東京都（23区），大阪市等のように被害に関する要因が非常に高い都市の中  

でも，被害の軽減能力が高い都市や間辺からの救援の期待度が高い都市辱都市によって特  

徴がことなる。また，札幌市，福岡市専のように，他都市と比粧して，被害の規模はあま  

り大きくないものの，被害の軽減能力が低く，周辺からの救援の期待度も低い都市は，都  

市の規模が大きい上記のような都市同等の危険度を持つと考えられる。   

直下型地震が発生した際，直面する開港解決に金力をかけることになるが，それぞれの  

都市に起こりうる共通の開港点，特有の問題点をあらかじめ把握することで，今後の地異  

対策に生かせるものになると考えている。   

前述のように，この結果（大分類による都市の特徴）だけで，本研究内容を把適す  

ることは，困難であり，危険であることを再確認する。ここでの分類籍発から，前項  

触れたケーススタディー1における，それぞれの都市の分析，さらにそれぞれの章に  

釦ナる，細部にわたる，考え方，調査，分析手法，労覇葡果等を総合蘭に杷適するこ  

とで，本研究のコンセプトである，マクロゾーニングの金棒像となると考えている。   

利用した，データの量，質を考えて，自治体の改発の楷針，往民への情報公開等に  

利用されることを望んでいる。その際，どの段階の分析，評価が最も適切かを十分甘  

吟味する必要があると考えている。   
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ふ2マクロゾーニングの活用①市町村地域防災計画への導入   

ここでは，マクロゾーニングの活用①として，本研究で着目している市町村防災計  

画への導入を検討する。   

市町村地域防災計画は1961年に公布された災害対策基本法に基づき，制定されるこ  

とになっているおり，日本全国において，ほぼ同一のフォーマットで作成されている  

ことは第1章で述べた通りである。   

また，第2章において，市町村地域防災計画の内容に関する間蓮点を提起した。そ  

の中で，本研究では，市町村地域防災計画の記載内容（項目等）に関する間露点に着  

目した○ここで，最も注目したのが，稔別の内容に記されているそれぞれの都市の概  

況（自然朗条件，社会的条件）である。ほとんどの都市の概況はI気風地形，地質  

等の自然的条件，人口，面積等の社会劇条件の一般的な概況の記載に限られており，  

地震対策に着日した自炊的条件，社会的条件の整理が必要であり，地震対策における  

日本全国の地域的な特徴が明確する必要があることを明記した。   
本研究では，3睾で主に地震時の披書に関する，リモーー㌧トセンシングを利用した「都  

市のダメージ」評価，4章で主に地震時の被音を軽減する要因に関する「都市の被害  

軽減能力」評胤5華ゃ主に他都市からの救援・救助に関する，海上交通・陸上交通  

における「アクセスビリティー・サポートビリティー」評価を行い，日本全国をマク  

ロな視野から評価した指療として塞要であるとともに，第8睾1節においてマクロゾ  

」ニングによる総合評価のケーススタディーを行い，評価・分析結果の給食評価とし  

て，2つのパターンの総合評価を狩った。特に，「都市のダメージ」，「都市の披露軽減  

能力」，「アクセスビリティー・サポートビ1ノティー」にこれまでの籍果を集約し，3  

つの評価軸による都市の類型化を試みた∴マクロゾーニングによる大分熟ま，最も分  

かりやすい評価・分析結実のまとめであり，自治体，住民への公開する情報として最  

適であると考えている。上記，地震対策に着目した自然蘭条件，社会的条件の項目の  

1つとして，他都市と比較して，自分連の居饉する都市がどのような特徴を持つのか  

を記載することは重要であり，その称徴を胡適することで，市町村地域防災計画中の  

（災審予隣計画），（災害応急対欝計郵，（災審復旧計画）の内容に地域的奄特徴を組  

み込めるものだと考える。また，同時に，（稔如）の内容と（災害予備計画〉，（災書応  

急対策計画），（災害復旧計画）の内容との関連性が生まれるものだと考えている。   

臥2－1市町村地域防災計画への導入への考察   

ここでほ，Jこれまでの分析細泉をもとに，市町村地域防災計画への導入への考察樹  

を述べる。   

まず，基本的な考えとしで，気候的な将徴，降雪が多い都市jま地震発生時の雪対策  

を事前に考慮する必要があること，台風専の発生により大雨が頻繁に降る都市吼二  

次災琶等の対策が必要であること，拳常により気温が非常に低い都市は避難生帝に対  

する配慮が必要なこと，沿岸部に立地する都市は津敵対策を考慮する必要があること  

は容易に想像できる。札幌市，青森市尊防災計画の中に険蓉等め基水飴な東白か散り犬れ  

られている。降雪すを都市では，救助ゆるきれる親閲が他地域よ勺短くなることが想定容  

れ，さらに救助活動も乱雑になることから，⊥毅朗な救助（F救出期間は災啓発生のロか  

．
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苓6童マクロゾーニングによる総合評価の食めの僻性分斬とその活用  

ら3日以内（4日後は死体の捜索として扱う。）に完了するものとする。」青森市防災計画）  
といった全国的な尺度以上の対策及び方針を立てる必要があると考える。さらに，政隠  
避杜生活にも降雪を配慮した項月が必要であると考える。   

本研究では，気候等に代表される日本全国の，基本的な特徴以外のマクロにとらえ  
るべき要素（2章参照）の重要性を考慮しており．これまでの分析頼果をもとに，市  
町村防災計画と参照し，以下のように述べる。  

・有感地震国数，  大地震の発生国数，活断層，都市規模（人札人口密度），構造物，木  

造建築軌高齢乳 オープンスペース等…都市のダメージ  
・被害推乳過去の地寮災害…総則   

東京都（区部），横浜市，千葉私大阪市，神戸市，京都市，名古屋市等の大規模な都  

市が直下型地震発生の際，被害規模が大きくなることは「都市のダメージ」の章において  

述べた。地震発生の危険性が高いと育われている都市は，被害推定をGIS（地理情報シス  

テム）等を用いて実施しており，被害推定に対する取り組みは評価できる。これらの都市  

の被害想定手法は，地盤，地熱軌木造建物等から披書規模を算出するもので，被書の規  

模を数値的に把適するものである。   

被害想定システムは都市内の地莱危険度を把握するために重要であるが，本論文で述べ  

たように，まず，マグロな見地から，他都市に対して，どの程度の地震危険度を持ち合わ  

せているのかを知ることが最も重要であり，効果的な被害想定システムを構築することに  

もつながると考えられる0そのために，被書の拡大につながる要因（高齢者や木造建物等）．  

物理的な被審の軽減要因（オープンスペース等）等，従来の検事推定に利用されている要  

因以外の様々な要因を考慮することが求められるb   

被蕃推嚢の内容軋6－さで述べるマイクロゾーニングの考え方につながる（ミクロな見  

地での地震危険度評価）。日本全国で，直下型地震に隣する，地域的な特徴があるように，  

都市内部でも地寮被災危険度に関する地域的な特徴があり，影響する要困の整理とともに，  

特徴を明らかにすることで，従来の被害想定と連動し，より効果的な地藤村策にむすぴつ  

くものだと考えている○特に，ここでぼGIS（地理情報システム〉の利用ほ効果的であり，  

カスタマイズきれた被害想屈システムとしての利用とともに，上記で述べた，地異危換皮  

に影響する多くの要因を整理することは，予測できない事態への対応につな、がるものだと  

考えでいる。   

また，上記述べたように，大規模都市に比べてホ規模な都市でも，被書の拡大要因が高  

く，被害の軽減要因が低い都市も見受けられることから，従来の被蕃想定システムに取り  

入れられている要因以外の要因に対する培権助な対策が求められる。  

・地震災害郵軌風水害事例．民力（防災意敵，コミュニティー）  …都市の撥音軽減能力  
こ軋までの災薯履風災書予防（訓練計軌防災意識普及計画等）・－・絵札予防計画   

市町村地域防災計画に過凄の地震災害巧記録が記載されでいないものもあり，その頻度  

が他都市に比べて低い場合（これまでに1度程度の後者しか受けていない等）でも，大泉   



蔑患圭マクロゾーニングによる給食評価めための態様分析とその活用  

横地震発生の可能性がゼロであるという確億がない限り，明紀する必要があると考える。   

有感地震が頻繁に発生し，近年地熱こよる被害に見舞われている都市は，住民も地震に  

対する危険度を感じていること軋本文中（4章参照）で述べた。1995年阪神・淡路大震  

災は，地震に対する危機感が低い都市で発生したことは記憶に新しく，地熱こ対して無防  

備な都市ほど，地震による被害規模が大きくなることを再敢識する必要があると考える。   

また，防災意識や地域コミュニティーは地震による被害を軽減する能力が高い。本論文  

中において，他都市と比較して被害規模等は低いという評価が得られたとしても，被害の  

軽減能力が低い都市は，結果的に板書規模等による被害予測以上の被害を受ける可能性も  

あるということを認托し，防災意識や地域コミュニティー向上に力を入れる必要があると  

考える。規模の大小に関わらず，地震発生の頻度が低い都市の，地震に対する啓蒙は他都  

市に比べて祉しいことは容易に理解できるが，防災意識の高い都市の方針，対策，活動等  

を学ぶことも重要であり，継続的な活動が求められる。  

ロケーション、同辺都市の位置．周辺都市の能九都市間交通…アクセスビリティー・  
サポートビリティー  

・輸送計画（陸上海上輸送体制），救援・救護対策（救援物資の受け入れ等），災害応攫  

清軌 災害応援協定‥・応急対策計画   

市町村地域防災計画中には，主に応急救援及び都市内の緊急輸送路の確保（交通規制  

等）が主である。また，神戸市では救援物資の受け入れに関する項目に，海上での受け入  

れの場合，耐震強化岸壁の利相することを明記している。神戸市は，阪神・淡路大震災後，  

耐震強化岸壁による護岸の耐震性を強化した。本論文中で述べた（5挙参照）ように，都  

市のロケーションが異なり，海上交通，陸上交通両面からの救援の受け入れ，救援を受け  

られる可能性豪検討する必要があると考えている。特に，これまで海上交通による救援に  

関する対策を重視してVlるものは少なく，海上交通に依存するぺき都市は，海上交通を主  

体とした受入怒勢を整備する必要があると考えている。   

災害応複協定は都市ないの関係機関等の協定が一般的となっている。神戸市では広域応  

援マニュアルを作成している息近隣都市との相互応援協定も明記している。また．13大  

都市災審相互応嬢協定（札幌軋仙台市，千葉市，東京乱川噂市，横浜市，名古屋市，  

京都市，大阪軋広島市，北九州市，福岡市）を結んでいる。札幌市は札幌圏（札幌市，  

小樽市，江別市等）の近隣の応援協定を潜んでゝ－る。横浜市等では首都圏の応援協定を締  

結云相互応援協定を締結しているという記載のみであり，都市間を考慮した応壌を受けら  

れる都市のプライオリティー，都市間の輸送計画等の絆細な対策策定にあたってアクセス  

ビリティー・サポートビリティーで評価された内容は役に立つと考えられる。   

ここでは，本給文中のコンセプト，分析籍果をふまえ，市町村地域防災計画を軸とした，  

地震対策に関する考察を行った。上記のように，マクロな視野部ら都市を評価するこ  

とによって，市町村地域防災計画中（捻則）の内容と（凝書予防計画），（災書応急対  

策計画），（災書復旧計画）の内容との関連性が生まれ，市町村地域防災計画の内容が  

具体化されるものと考えている。  
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第‘葦マクロゾーニングによる総合評価のための特性分析とその活用  

6・3マクロゾーニングの活用②  

マイクロゾーニングによる都市内部の地震危険度・地域特性評価  
一棟浜市におけるケーススターディーー  

ここでは，マクロゾーニングの活用の一例として，都市内部での地来危険度・地域  

特性評価を行った。特に，都市内都での地震対策の検討をマイクロな視点からの地震  

対策と位置づけ，マクロゾーニングとの関連性についても検討した。   

ここまでの，日本全国での直下型地震における都市の地域的な特徴を評価したもの  

をマクロゾーニングとし，都市内部での地震対策の手法検討をマイクロゾーニングと  

位置づけている。マクロゾーニングでは，直下型地震におけるマクロな視点での影響  

要因を分析した。ここでは，都市内部のマイクロな視点による影響要因を分析と，都  

市内部の特性評価を布い，評価に用いるデータ等都市の細部に渡っている。   

また，マクロとマイクロにおける地震危険度評価に関する一連の考え方等，関連性  

が探く，プロトタイプ都市として横浜市を取り上げ，マクロゾーニングの活用例とし  

て具体的に示した。   

都市内部での地震対策の検討において，様々な要素（建軌道路，地盤等）を同時  

に表示，分析できるGIS（地理情報システム）の活用が効果的であり，本章では，都市  

内部での地震危険度・地域特性評価とともに，0ISの効果的な括用を検討している。   

6・3・1地粟危険度・地域特性評価の概要   

ここでは，GIS（地理情報システム）の地麓対策での活用に着目し，1923年関東大  

震災，1995年阪神・険路大震災等過去の災害事例から，様々な被害に影響を及ぼした  

要因を抽出し，都市の地震災害地域危険度を相対的に評価するためのデータベース作  

成と，その評価手法を検討した。  

以下の手順に従って地震災害地域危険度特性評価を行うものとする。  
①過去の地震災害現象の事例調査を行い，それに基づき地震災害都市基盤データベー   

スを作成する。  
②1において特に災害現象を拡丸 または抑制する都市構成要素を抽軌分類する。   

プロトタイプエリアを設定し，解析および評価を行う。   

6・3・2過去の地票災害現象と地震災奮都市基盤データベース   

地震災害には，大きくわけて予測がある程度可能な被害現象，予測が不可能な被書  

現象の2つがあると考えられる。予測が可能な被害というものも，予測するには，過  

去に発生した地震災害の事例を参考として，その時に発生した被害と，それを引き起  

こした要因の調査が必要である。また，予測が不可能であると考えられていた現象で  

あっても，過去の事例を整理，分析することによって，ある程度予測できる可能性も  

ある。例えば，阪神▼淡路大震災の事例を考えてみると，高架橋の倒壊が挙げられる。  

これは，予測が不可能であったと害われているが，それ以前に発生した米国のサンフ  

エルナンド地震ではその現象が起こっており，また1968年に東北地方で発生した十  

勝沖地震では，SRC造の小学校校舎にせん断破壊を受けている。  
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これらのことを考え合わせてみると，1971年以前に建設されたSRC遭の高架橋の  
橋脚にせん断破壊を受けて落下するという可能性を軽んじていた結果だと考えられる。  
特に・阪神・淡路大震災では仁建物，高速道路を含め，日本の耐震性能に関する安全  
神話が崩壊した事例として，今後の教訓にすべき重要な事例だと考えられる。   

このようなことから，過去の地寮発生時における被害現象の中で，頻掛こ発生して  
いる被害現象に対しては，起こりうる現象の予乱その要因，またそれに基づく対策  
等を過去の地震の調査から分析することが必要である。同時に，それぞれの都市にお  

いて，これまでの地震災害事例では見受けられなかぅた被害現象をある程度予測する  

ことも重要であると考える。   

過去の地震の調査を行う上で，それぞれの地震事例には，多くの地稟で見受けられ  
た現象その地震の特徴的な現象零さまざまをことが考えられる。そこで，各地震を  
カルテ様式に整理することによって，被尊凍象の似通っている点，特徴的な点等を整  
理し，いくつもの被害を引き起こした慮甑と見られる要素などを明らかにしてことが  

重要であると考える。   

そこで，ここで私闘東大票挽から腰耕†験棒大寮汲までの間に発生した大規模都市  
型地震災害のうち，死者を出し◆かつその地震時肴の被害があったものについての地  
震カルテを作成するという条件を投虚し∴楓東大震災（1㊤28年9月1日11時58分  

M7・9），福井地震（1948年8月2＄日18時13分MTJれ新潟地震（1964年6月16  
日13時01分M7・7），十勝沖地寮（1紬8年畠月18日9時49分M7．軋宮城県沖  
地震（1978年6月12日17時涙腐再離．札牒珊瑚路大震災（1995年1月17日5  
時46分M7・2）の6つの地震数寄革楓に別、ての地震災専カルテを作成した。それら  
を衷6・8－卜6・3－6に示す。また，之れらをマトリックス形式に整理し，多くの地蔵災  
害に共通して発生している被専であ為のか，または，、その地震災蕃の特徴的な被書で  
あるのかを明確にした（表6一＄，守）慈母固の池尭射レテ作成にあたって，調査した文献尊  
から全ての被害現象を抽出し号頓渇と陽旨浜野淘碗中が，上記のような考え方で過去  

の事例を整理することは重要であ寧と考え酌、量Q  
以上から，地震災害時に発車する現象と，それに影響を及ぼすと考えられる都市構  

成要素との関連を明らかにじ，被毒観象  影響要因から，GISを活用する際に重  

要である，地震災害都市基盤データ瑠   

地震災書都市基盤データ  

あり，また，異なる組み合  

誤審現象を想定するために有効で  
ることによって，これまでは見受  

けられなかった，新たな災   があると  考えている  

データベースの形式は，地  

津波，火災の4つに分類し，  

きく，精造物損壊，地盤被書，  

ときに必要な要素について，地  

6－8・8）。  震災審カルテの様式を踏襲   

このように，地菜発生喝  となっている都市掛成要素は  
多数存在するが，この中から蒋  6つの事例の中でよく見られた  

災専現象，及び要素を取り挙吼  

を行った。  

次項以下で．  用いた地域危険度特性の評価   
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表6－3－8地震被害マトリックス  

①関東大書災  
②福井地事  
③新潟地書  
④十勝沖地書  
（9宮城県沖地震  
⑥阪神・淡路大兼災   



露6章マクロゾーニングによる総合評価のための特性分析とその漬用  

6－3・3マイクロゾーニングによる都市内部の地震危険度・地域特性評価  

一横浜市におけるケーススターディーー   

（メッシュデータによる地域特性危険度評価のための手法）   

前項で作成したデータベースから，地震発生時に，被害を拡大する要素（地域危険  

要因エネルギー），被害を軽減すると考えられる要素（被害軽減エネルギー）を抽出  

し，それらを用いて分析するフィールドのスケールを考慮し，メッシュデータとして  

扱う要素と実データとして扱う要素とに分類した。下図に本研究プロセスを示す。   

まず，地域危険軍属エネルギーと被害軽減エネルギーを抽出し，これらを自然要素，  

人工要素，人間要素に整理する。さらに，データのスケール（表示するデータのスケ  

ール）を考慮し，横浜市全域において利用するデータと区及び町丁目レベルで利用す  

るデータに整理する。ここでは，都市に大量に点在している，人口，建物などの要素  

をメッシュデータとして扱い，面のデータ（表層地質）及び，都市内の一部の地域に  

集中しているデータ（危険物保有地設），主要幹線道路等の線のデータは実データと  

して，点・線・面のそれぞれの形式で救った。   

特に，メッシュデータ作成に関しては，全てのデータをメッシュ化してもあまり意  

味が無く仁横浜市全域の地震危険度を把墟するためのデータとして250皿メッシュでの  

データ作成を行うとともに，都市内の地震危険度特性を評価するために必要な基礎的  

なデータ抽出を行った。   

地震発生時に，短時間のうちに地震による被専の様相を，ある程度把適することが  

できるようにするためには，都市全体をマクロな視点で相対比較し，地図上でわかり  

やすく表示する必要がある。ここで軋250mメッシュを利用し，地震時の都市内にお  

ける地域的な特徴を相対比較した（横浜市全域の地域の危険・安全特性評価）。   

本章で述べる，地域特性危険度評価は，横浜市における地震発生時の危険度をおお  

まかに評価したものであり，これら都市内の地域特性を前もって評価することによっ  

て，地域危険度の高いエリアへの絞り込みが容易にできるとともに，さらに多くのデ  

ータを利用した詳細な分析（マクロ評価では，都市内部をマクロに相対評価するため  

のデータ抽出を行っており，利用しているデータを放り込んでいる。）につながって  

いく。絞り込んだエリアには，それぞれの特徴があり，建物データや道路等詳細なデ  

ータを利用し，それぞれの空間分析を行うとともに，火災延焼，火災対応∴建物到壊，  

ライフライン被害，崖の崩壊等，多くの被害，対応に関するシナリオを作成すること  

ができ，これまでの地震災害事例では見受けられなかった被害の予測に役立つものと  

考えている。   

本章での内容は，危験度の高いエリアに放り込むための都市内の地域危換度特性分  

析と，地震災害データベースの作成に関する内容であり，GISを効果的に利用するこ  

とを同時に考えたものとして重要であると考えている。   
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危険度評価と被害のシナリオ  

横浜市における地震危険度・地域特性評価のフロー  

次に，都市の地震危険度・地域特性評価のために用いるデータを抽出した。ここで，  

250mメッシュデータとして扱う要素を以下の14項目（図8・3・2－6－3－15）とした。これ  

らのデータは，建物データ，道路データ等詳細なデータから作成している。また，人  

口データは，町丁目別の統計データから作成した。  

（∋全棟数，  

②木造棟数，  

③1981年以前建設の木造棟数，  

（彰重屋根木造棟数，  

（D住宅棟数，  

⑥非木造棟数（以上単位は，棟／mesb），  

⑦夜間人口，  

⑧19～25歳の夜間人口，  

⑨65歳以上の夜間人口，  

⑬19～25歳，65歳以上以外の夜間人口（以上単位は，人／me＄軋  

⑰道路緻延長，  

⑫幅員6m以下の道路総延長，  
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⑳幅員6In以上の道路総延長（以上単位は，血me瑚，  

⑯道路総面積（ポ／me＄り  

また，今回はスタディーエリアとして，鶴見区エリア，中区エリア，旭区エリアの  

区の行政界を含む3つのエリアを設定した（図6－3・1）。これらのデータは，過去の地  

震災害の事例調査を通して，特に様々な被害を起こす要因として挙げられるものに絞  

っており，火災などのある特定の災害現象に限られる火気取扱店等は実データとして  

扱うこととした。それぞれの選定理由の要旨を表6－3▼9に示す。   

ここで，設定した14項目が都市内の地震危険度・地域特性評価のための，全てを満  

たしているとは言い切れないが，これ以降述べる手法等，GISを活用した都市内の地  

震対策のプロトタイプになるものと考えている。（昼間人口，所得等経済的なデータ等  

人手及び作成を試みたが，データの制約上，困難な面も有り仁現在入手，作成できた  

14項目を取り壊った。）   

次に，これらのデータを利用して，250mメッシュ単位での因子分析を行った。上  

記で取り上げた14項目のうち，これまでの地震災害において，建物到壊，都市火災と  

いった大きな被害を受けている要素である木造建物は，その棟数も重要であるが，老  

朽化した木造建物（1981年以前建設の木造棟数）等細部のデータが重要であると考え，  

これら関連するデータ及び高齢者（66歳以上の夜間人口）の人口といった全く別種の  

データを分析する手法として因子分析は有効的であると考える。因子分析は，木造建  

物に関するデータ等同種の関連データを1つの因子に集約することができること（多  

くの変数を集約して，新しい概念を擾起することができること），様々な他要素の相関  

関係を考慮に入れ，分析することができる手法として効果的であると考える。  

表6・3・9メッシュデータ抽出要因  

①，②  建物が密集しているほど被善が多発すると想定巻雛く拳藍甑、   
③   1981年以前に建設された木遺建物に被害が多薦禁教′妾渡海巻約癒染め。   
④   産廃㌍の本港建物に被客が多発すると想定きれ姦た妙；高さ   

⑤   被害が多発する可能性が高い建物かつ住民の多顧棋級談凋摘繕が多発する  
と想定されるため。   

⑥   建物が密集しているほど被書が多発すると想定挙絶為ため。   
⑦   夜間人口が密集しでいると夜間に地震が発生した時に人的被害が多発すると想  

定番れるため。   
⑧   19キ絡鹿は竜い木賃アパート等に住んでいる可瀧性が高く建物倒壊に巻き込ま  

れる可能性が高いと想尭されるため。   
⑨   郎競以上は古い木造住宅に住んでいる可能健が轟く建物倒壊に巻き込まれる可  

能性が高いと想定され，かつ逃げ遅れる可能性が高官；と想定きれるため。   
⑳   その他の年齢層でも夜間に地票が発生したと蕃に：卿倒壊専の被害に巻き込ま  

れる可能性が高いと想定されるため。   

⑬，⑬，⑭  焼け止まりとしての空地等オープンスペースとし嘗め科浄が可能であると想定  
されるため。   

⑳   建物倒壊による通行止め，延焼等の奴善が拡大する可能性があると想定される  
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また，スタディーエリア（鶴見区エリア，中区エリア，旭区エリア）は表6・3・10で  

示すように，昼間人口と夜間人口の格差が少ない鶴見区エリア，旭区エリア，格差が  

非常に大きい中区エリアという特徴及び臨海部に面したエリアか内陸部かという地理  
的な条件等の特徴が見られる。  
なお，なお，表6－3－10の数億は，1km2当たりの数億である。  

表6－3・10スタディーエリアの特徴  

（因子分析による地域特性危険度評価）   

上記の14項呂の2＄0血メッシュデータを用いて因子分析を行った。その解析結果  

を，表6－3－11に示す。それぞれの数億は，因子負荷畳を示しており，その数値が，1  

に近いほど正の相関があり，－1に近いほど負の相関があると判断できる。そこで，  

相関があると判断された変数から，それぞれの因子を，以下のように定義づけた。  

・国子1→老朽木造密集度  

・因子2→人口密集度  

・因子3→広幅見遣路集積度  

・因子4→高層非木造密集度  

・国子5・→狭場貞道路密集度  

表6．3・11のように，65歳以上の夜間入口が，老朽木造密集度と相関があると判断  

され．65歳以上の人は，古くからの木造建物に居住している可能性が高いと推測でき  

る。ここでは，85歳以上の人と木造建物の関連性を含め，老朽木造密集度と定義した。  

また，累積寄与率は，表6－3－12に示す。   
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表6－3・11因子分析解析結果（団子鼻荷重パリマックス回転後）  

表6－3－12累積寄与率  

「園子両㌃‾「  ニ柔和  寄与率  累積寄与率】   
4．87   0．35   0．35   

子恥．2   2．58   0．18   0．53   

因子N0．3   2．54   0．18   0．Tl   

因子トk4   2．05   0．15   0．86   

因子No．5   因子No．1        医】  1，30   0，09   0．95   

図6・3－16～図6・3－20は因子分析による結果と，その密度が高いエリアを抽出したも  

のである。その際，因子分析によって得られた因子得点を用いて，クラスター解析を  

行い，密集度を5段階に分類し，最も密集度の高い地域を，密集地域として抽出した。  

（図中の異観で囲まれたエリア）各因子の持つ特徴から，密集度の高いエリアは大き  

な被害が発生する危険性が高いエリアであるか，被害を軽減するポテンシャルを持っ  

ているエリアと考えられる。   

まず，因子1によるエリアは，老朽化した木造建物と災害弱者となりうる高齢者が  

多く密集しており，木造倒壊，火災といった木造建物の物理的な要因による被害，高  

齢者が原因となり死傷者数が拡大する人的な要因による被害が重なり，地震による被  

害の危険性が非常に高いエリアであると考えられる。（囲6・3・16）。因子2によるエリ  

アは，人口が密集しており，必然的に人的被害（死傷者）が発生する危険性が高いエ  

リアであると考えられる（図6－3・17）。因子3によるエリアは，火災時の焼け止まりと  

なる可能性がある道路空地が多く，同時にある程度の交通渋滞緩和の働きを担うこと  

も可能である，被害を軽減する能力を持っているエリアであると考えられる（図6・3－18）。  

因子4によるエリアは，火災時の焼け止まりの効果が期待できると同時に建物が倒壊  

した際，周辺道路を通行不能になる危険性があるなど，被害の軽減，拡大両方の面を  

持っているエリアだと考えられる（図6－3・19）。因子5によるエリアは火災時の延焼拡  

大や交通障害を起こす危険性が高いエリアであると考えられる（図¢・3・20）。  

：iY二‡与さ二〉で二・、二て†i【丁ブ   
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次に，上記で抽出した密集地域による，相対評価，及び地域特性危険度評価を行っ  

た。図8－3・21は，それぞれの因子ごとに抽出した密集地域のうち，老朽木造密集地域  

を示している。その結果，申区，鶴見区エリアに，広範囲にわたって老朽木造密集地  

城が広がっていることが分かる。  

また，先ほどの老朽木遺密集地域に，狭幅員道路密集地域を重ねてみると，図6－3－22  

のようになり，老朽木造密集地域で，かつ，狭幅員道路密集地域であるところは，火  

災が発生した際には，延焼拡大する危険性の高い地域ということができる。しかし，  

重なっている地域だけでなく，隣壊しあっている地域も，十分に同様の危険性がある  

ということが考えられる。   

そこで，これらのデータを基に，区エリアごとの金メッシュ数，及び各密集地域の  

メッシュ数とその割合についての検討を行った。これらを表6・3・13に示す。  

表6－3－13メッシュ数とその割合  

表6－3－13のように，鶴見区では，老朽木造，人口ともに，＄区の申で最も高い割合  

を示しており，古くから居住地域としての役割を果たしてきたヱとが伺える。中区で  

は，広幅貞道路，狭幅員遺臥高層非木造ともに都合が比較的高くなっており∴神奈  

川県庁，横浜市役所等行政機関が集中しているエリアであり，近年発達した湾岸エリ  

アも立地することから，広幅貞道路，狭帽貞道路ともに集中しているエリアが見受け  

られる。   
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（重ねあわせによる地域危険度特性評価のための分析）   

ここでは，前項で行った，メッシュデータ解析による地域特性危険度評価の結果に  

加えて，更に本節前半で述べた実データを重ねての都市内の地域危険度特性評価によ  

る，被書等の分析を行った。   

まず，重ねあわせによって評価できる被害について，いくつかの例を示す。  

・軟弱地盤＋一身仔本題密集彪齢木造建物の倒壊  

・液状化想定地域＋虜層薪水痘鮮碧腰掛地盤の液状化による非木造建物の倒壊  

・急傾斜地十老拓本題密菊地威十人口密菊彪戯  

→崖崩れ，地滑り等による倒壊家屋の下敷き  

（凡例）実データ＋メッシュデータ→被害   

そこで，ここでは特に火災に関する危険性について述べることとする。   

まず，火災発生，及び延焼拡大に影響を及ぼすと考えられる要素は，メッシュデー  

タでは，先に述べた老朽木造密集地域と狭幅貞道路密集地城が挙げられる。実データ  

では，軟弱地盤，火気取扱店，危険物保有施設，季節ごとの風向などが挙げられる。  

しかし，過去の地震災害の事例では，一般家庭からの出火がほほ毎回発生しているた  

め，今回は，一般家庭からの出火を想定し，火気取扱店，危険物保有施設については  

省略した。   

また逝に，火災に関して，被専を軽減すると考えられる要素は，メッシュデータで  

は，広幅貞道路集積地域，高層非木造密集地城が挙げられる。   

これらのデータを基に，実際に危険度，及び抑制度の分析を行った。   

図6・3・23は，火災に関して危険性の高いと思われる地域を示したものである。太線  

で囲んだエリアは，軟弱地盤上の老朽木過密集地域であるので，地震発生時には，木  

造の倒壊が発生しやすく，そこで出火すれば，木造の瓦礫が道路空地を塩めているた  

め，消防車も近づけず，延焼を食い止める手立てもないため，燃え広がっていくこと  

が想定される。更に拡大してみてみると，図＆3・23のようになり，季節によって，延  

焼する方向もまた変化し，危険地域としていないエリアであっても，風下方向となっ  

ているエリアであれば，同様に延焼の危険性をはらんでいるということが推測される。  

また，図6・3・25は，延焼の抑制力があると考えられる地域である。これは，道路空地  

が十分にあると考えられるため，焼け止まりとなりうる可能性が想定される。   

このように，250mメッシュを利用し，因子分析を用いて地震による被害等の地域的  

な特徴を明らかにし，さらに地盤，建物の詳細なデータと重ねあわせることによって，  

大まかではあるものの，地異時の様々な現象を推測することができる。   

これらの結果から，建物の詳細データ等を利用した，ミクロな解析を行う指針とな  

ると考える。  
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まとめ  

ここでは，都市内部での地震危険度・地域特性評価をマイクロゾーニングと位置づ  

け，横浜市内の，鶴見，中，旭区の3区において地域特性危険度評価，及び相対評価  

の手法の検討を行った。以下に本内容のまとめを記載する。  
（Dまず，マクロゾーニングの活用例としての位置づけである。マクロゾーニングでは，  

「都市のダメージ」における木遺建物棟数，人口等都市のスケール（自治体単位）が  

最小単位であることから，都市内部の詳細な状況を把遺することは困難である。今回  

ケーススタディーを行った横浜市は人口，建物等集中したエリアが多数あり，マクロ  

で利用した同種のデータ（木造建軌人口等）を，都市内部では，250mメッシュとす  

ることで，その密度尊から都市内部での地域的な特徴を明らかにし，マクロとの関連  

性を示した一例であると考える。同時に，G‡S（地理情報システム）を活用することに  

よって，都市内部での地震対策に効果的なツールであることが明らかになるとともに，  

GI5を利用する上での考え方等を示した。  

②都市内部をマクロな視点で評価する（250mメッシュによる地域特性危険度評価）こ  

とにより，行政面での地域ごとの有効な事前対策を立てることが可能になると考えら  

れる。加えて，地震発生直後には，すべての地域のあらゆる情報が一度に入ってくる  

とは考えにくく，情報面での混乱が想定され，初期対応の迅速さ等に影響を与えるも  

のと考えられる。その際に，あらかじめ，本章の内容のような地震危険度に関する相  

対評価を行っておくことで，一部の情報が入ってきた段階で，迅速に対応を図ること  

が可能となり，初期対応の迅速化を図る手助けとなるものと思われる。   

また，ここでおこなった分析の利点としては，例えば，同じ木造だけでも多数の要  

素があり，これらを個別に評価すると，どれが重要であるか判断しにくいので，一報  

とし，評価を明確にして見る人にわかりやすくできることと，都市には様々な要素が  

混在しており，それらとの相関関係をも考慮に入れた分析を行うことができることな  

どが挙げられる。また適に，欠点としては，幾つかの要素を一つの密集度として取り  

扱う事により，個々の要素に関するより詳細な解析を行う事はできないということな  

どが挙げられる。つまり，都市をマクロな視点で解析する際には有効であるが，より  

詳細な解析を行う際には，不十分であるということが言える。よって，本章の研究フ  

ローで述べた，さらにミクロレベルでの分析，シナリオ作成との連動が重要であると  

考えている。  

①，②のように，横浜市での地震危険度・地域特性評価をプロトタイプとして，お  

こなうことによって，本論分の主旨であるマクロゾーニングによる結果との関連性を  

具体的に明らかにするとともに，都市内部の詳細な他案対策の指針となるものと考え  

ている。  
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第7章総括  

第7董 総括  

本研究では，「マクロ」（自治体単位のスケールを最小単位とした相対的な都市の  

比較）というスケールに着目した。そして，様々な都市が持っている地震災害の影響  

要因となる特性のうち，都市によって大きく異っている特性を抽出し，その時性によ  

って地域的な特徴を明らかにすることは，各自治体の政策等の指針になると考えられ  

る。   

さらに，本研究では，「マクロ」な視点から直下型地震に関する都市の特性を分析す  

るとともに，都市内部での地震対策の検討（「マイクロ」な視点からの地震対策）を行  

い，GIS（地理情報システム）の有効的な活用法を提示することによって，日本全国  

での「マクロ」な都市の分析と，都市内部での「マイクロ」な地震対策の関連性を検  

討したものである。   

本研究の独自性，創造性は以下のようにまとめることができる。  

①日本全国を対象とした，「マクロ」な視点から直下型地震に関する都市の特性を分覇   

に焦点を置き、マクロな見地に立った直下型地震に影響する要因の抽出，データ作   

成，データ抽出等を行い，直下型地震に関する都市の特性を分析する手法を提示し   

た。  

②「マクロ」の定義から，日本全国の自治体の指針となっている，市町村地域防災計   

画を分析し，その間露点を提起するとともに．地零封策として市町村地域防災計画   

を具体的に活用するための提案を行った。本研究内容軋 自治体を対象とした直下   
型地震対策への提案であり、社会的貢献度が高い研究である。  

③泰研究軋 日本全国の地棄対策の防災計画等に追加，補足すべ孝基礎的資料を提示   

するとともに．その手法においてリモートセンシンクや61S（地理情報システム）   

の地棄対雲削こおける活用法を提示している。61Sを利用する上での考え方，及びこ   

れまで地変対策にほとんど利用されなかったリモートセンシンクの効果的な活用法   

を提示することによって，最新の情報技術を上手く活用した研究であると位置づけ   

られる。  

また，以下に本研究の総括として，研究プロセス，研究結果をまとめる○   

第1睾では，直下型地震対策での開港点の提起及び，日本全国での，「マクロ」（自  

治体単位のスケールを最小単位とした相対的な都市の比較）というスケールの重要性  

を述べた。また，日本全国での地震対策を含む災審対策の指針となっている，市町村  

地域防災計画の成り立ち，しくみ及びに各自治体が実施している被害想雇のしくみを  

取り上げた。  

第2章では，日本全国から入手した市町村地域防災計画の内容を比較・検討すると  

ともに，その性格上全国一律の作成基準からの開港点を提起し，地票対策に着目した，  

日本全国の地域的な特徴を盛㈲込むことが重要である如、うこと考察した。   
次に，日本企図の市町村地域防災計画を比較することによって間麓碇起した内容を  
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ふまえ，本研究のマクロゾーニングの概念及び手法について述べた。「マクロ」な視点  

からの，直下型地震における都市が持つ地域的な特徴の分析を「マクロゾーニング」  

と位置づけ，マクロゾーニングを構成している諸要素（直下型地稟における，市が共  

通に持っている要素）を整理した。   

次に，地震発生以前からの時間的なスケール（地震発生以前から復興に至る長期的  

な時間スケール）を考慮した評価軸を設定（「都市のダメージ」，「都市の被害軽減能力」，  

「アクセスビリティー・サポートビリティー」，「都市の回復力」）し，その内容を明記  

するとともに，以降の都市を評価するための指針を示した。   

また，ここでは1891年濃尾地震から1995年阪神・淡路大震災までに発生した死者  

の被害が出た大地震による被害を受けた都市及び政令指定都市25都市の一部を含む都  

市を，日本全国で選択した。  

3章では，「都市のダメージ」地震による被害を軽減させる要因の1つと考えられる  

都市のオープンスペースに着目した。その際，リモートセンシンダ技術の適用は非常  

に有効であると考え，リモートセンシングによる都市のオープンスペースの抽出を試  

みた。同時に，阪神淡路大震災の事例からオープンスペースの災害時における機能や  

用途を発災時から時系列に整理した。さらに各用途の機能を持つオープンスペースに  
どのようなものが挙げられるかを検討した。そして，オープンスペースの土地被覆構  

成を考察し，本章において都市の比較を行う上で扱うオープンスペースの土地被覆を  

定義した。これらの土地被覆を用いてリモートセンシングにより，都市に対しての土  

地被覆分類図を作成した。作成された分類囲をもとに，都市のオープンスペースの量  

と位置関係及び直下地震災審における影響を考察した。   
また，抽出したオープンスペースとその他地震による被害を軽減すると考えられる  

要因及びに被害を拡大させると考えられる要因（老朽木造建物，人口集中地区等）と  

から「都市のダメージ」として都市を相対的に分析した。   
8章での成果は以下のようにまとめられる。  

（1）リモートセンシングにより，都市の土地被覆分頸図を作成し，阪神■大震災の事例  

からオープンスペースを定義づけることによって，都市のオープンスペースの抽出方  

法を検討した。地震時のオープンスペースの効果から，神戸市の六甲山専行政区に含  

まれる大きな森林の抽出は不適当であると考え（統計データ等には，全ての森林を含  

む指標のみが記載されている），道に市街地内の森林は火災延焼速断帯等の効果がある  

と考えた。そこで，等高線を利用することによって，地震時の効果を考えた都市のオ  

ープンスペースの抽出方法を明らかにした。  
（2）（1）のように，地震時のオープンスペースの効果を考えることによって，これま  

で地震対策において，あまり利用されなかったリモートセンシングの効果的な利用を  

提案した。  
（3）リモートセンシングによるオープンスペースの抽出データをもとに，その絶対量  

と配置から，都市のオープンスペースにほ地域的な特徴があることが明らかになったd  

（4）オープンスペースは，地震による被害を軽減する能力があると考えている。これ  

を評価するためには，地震による被害及び被事を拡大する要因を分析し，計－プンス  
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ペースとの相互分析が必要であると考える。地震による被害及び被害を拡大する要因  
を分析し，主成分分析を利用することによって，都市の地震による被害の特徴を明ら  

かにした。また，オープンスペースを含めて相互分析することによって，「都市のダメ  

ージ」評価を衝い．「都市のダメージ」に関する地域的な特徴が明らかになった。   

4章では，日本食固から25都市を抽出し，アンケート調査により，地震発生時の都  

市居住者の潜在的な被災軽減能力に影響すると考えられる，住民の防災意宗乳 地域コ  

ミュニティーについて，調査結果の分析と都市の分類を行い，日本全国の都市の地域  

性を明らかにするとともに，調査詔果の影響要因分備による既存統計データ等を利用  

した要因の抽乱調査結果の定量化の手法検討を行った。  

4章での成果は以下のようにまとめられる。  

（1）アンケート調査結果の分析から防災意識，地域コミュニティーには日本全国で地域  

性があることが明ちかになった。静岡市や浜松市は地震発生危機，被災危機といった  

「地震に対する意識」が高く，家具固定や非常用晶準備といった「事前防災対策」も  

積極捌こ行っており，「地震に対する意識」，「事前防災対策」から成る防災意識が非常  

に高いと言える。また日頃地震が多く発生している釧路市，関東圏の都市は特に地震  

に対する意識は高いが，事前防災対策に関して低い億を示した。神戸市は，兵庫県南  

部地震の影響（過去の地震災害の影響）から事前防災対策を行っている朝倉は高いが，  

将来的に地震が発生する可能性や被災危機に対しては，低い億を示している。逆に福  

岡市，札幌市等日頃の地震発生も少なく，過去に地震災害も経験してない都市は防災  

意識が低いことが明らかになった。地域コミュニティーに関しては，鳥取市，和歌山  

市が地域性民の結びつきの程度に着日した設問に対して，高い償の調査結果が得られ，  

周辺住民との結びつきが強いと考えられる。  
（2）アンケート調査結果を主成分分析により集約し，防災意識と地域コミュニティーの  

第1主成分碍点を用いてクラスター分析を行い，対象都市を5つの類型に分類した。  

静岡市，浜松市，関東地方の都市，神戸市は防災意識が高いグループに属する等，防  

災意識と地域コミュニティーについて上部滞の類似点が明ちかになり，8本金国にお  

ける地域性がわかった。  

（3）アンケート調査結果の影響要因を明らかにしたd防災意蘭は，有感地産回数といっ  

た日頃の地震発生，過去の大規模地震経験，行政の政策・条例の影響が大きい。地域  

コミュニティーでは持ち家率，高齢者人口，2世帯住宅の剥合が影響している。  

（4）アンケート調査結果を基に，既存の銃計資料等のデータとの関連から，防災意識と  

地域コミュニティーと相関が高いデータを抽出し，重回帰分析を行って，防災意識と  

地域コミュニティーから成る都市居住者の潜在的な被災軽減能力の推定方法を提示し  
た。   

5章では，8本金国の24都市を選択し，直下型地震発生後，被災都市が短期間で周  

辺都市から救援・救助を受けられる可能性と周辺都市からの救助を受け入れられる可  
鎗性を都市のアクセスビリティー・サポートビリティーとし，被災都市を中心とした  

広域的な視野に立ち相対的に都市を比較・評価することによって，救援・救助に蘭す  
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る地域性を明らかにした。   

3章での成果は以下のようにまとめられる。  

（1）阪神・淡路大震災における神戸市への政援の事例を調査することで，緊急対応によ  

る救授は周辺都市からのものが多く，遠隔地からの救援が到着するまでの間，周辺都  

市からの救援をいかに生かすかが重要であり，周辺都市とともに受け入れる被災都市  

の両者を考慮する必要があることがわかった。  
（勿海上交通と陸上交通のアクセスビリティー・サポートビリティーを評価するための  

影響要素と評価手法を検討し，選択した24都市を評価した。対象都市が周辺都市から  

の政援を受けられる可能性をサポートポテンシャルとし，周辺部布からの救援を受け  

入れられる可能性を信頼度とし，それぞれの影響要素を抽出した。海上交通では，日  

頃の結びつき（フェリー航路），受け入れ港湾の耐震性（重要港湾の船席数，耐稟強化  

岸壁の船席数）等を抽出し，陸上交通では周辺都市の分布，周辺都市の人口規模，道  

路アクセスと橋梁等を取り上げた。影響要素から既存の統計資料等を用いアクセスビ  
リティー・サポートビリティー評価を行った。海上交通では，大阪市，神戸市がサポ  

ートポテンシャル，信頼度ともに高い。特に神戸市は阪朴淡路大震災では救援活動の  

不十分さが問題となったが，本評価で比較的多くの救援を受けられる都市であること  

がわかり，神戸市より低い債を示した都市は神戸市の事例をふまえた対策が必要であ  

ると考える。陸上交通では，千葉市，横浜市，神戸市，大阪市が周辺に大都市が立地  

している点，交通アクセスが発達している点から高く評価された。この評価から，救  

援に関する地域的な特徴が明らかになり，それぞれの都市の持つ特徴を生かした対策  

を実施するための指針になると考える。  
（3）被災都市が必要とする救援の量（ニーズ）を設定し，サポートポテンシャルからサ  

ポートの絶対量（人口での平準化を削除）を算出し，都市の救援量の不足量を相対的  

に算出した。特に，東京都区部は海上陸上ともにサポートの絶対量が多く，上記の  

ようにアクセスビリティー・サポートビリティーの評価値は高い。しかし，救援のニ  

ーズが非常に大きいため，救援量の不足可能性が大きい。海上交通では，千葉市，大  

阪市，神戸市，高松市，広島市，陸上交通では千葉市，横浜市，大阪軋神戸市，京  

都市がサポートの不足量が少ない。救援に関する全国的な視野による弱点が明確にな  
り，救援に関する国土レベルの対策の指針になると考える。  

6章では，3章での地震時の被害に関する，リモートセンシングを利用した「都市の  

ダメージ」評価，4章での地震時の被害を軽減する要因に関する「都市の被音軽減能  

力」評価，5牽での他都市からの救援・救助に関する，海上交通・陸上交通における  

「アクセスビリティー・サポートビリティー」での結果を利用して，評価マクロゾー  

ニングによる鎗合評価のための特性分析を行った。地熱こよる被者，地渓による被書  

を軽減する能九地震発生後の周辺都市からの救援までを給食的に分析し，直下型地  

震に関する，マクロな都市の特徴が明らかになった。   

またここでは，マクロゾーニングの活用として，これまでの分析結果を受けた市町  

村防災計画への導入案を提案した。同時に，マクロとミクロの関連性を明確にし，横  

浜市におけるマイクロゾーニングによる都市内部の地東危険度・地域特性評価を行い，  

Ⅶ－4  



第7章総括  

ミクロ（都市内部）での地震対策の考え方，GIS（地理情報システム）の活用法を提案  

した。   

7華は捻括として，研究成果をまとめるとともに，本研究の位置づけ及びユニークな  

点を明らかにした。  

本研究で明らかになった結果は，日本全国の都市の，直下型地震による被害，直下  

型地震による被害の軽軌地震発生後の救援，救助といった地震発生以前から対応ま  

でを考えた都市のマクロ分析であり，本研究成果は，今後行政や自治体，また住民レ  

ベルの防災対策に活用できる基礎的な資料を提示するものであると考えている。  
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本研究は，1995年1月17日に発生した阪神・淡路大栗災の後，1996年皮より文部  

省科学研究費補助金・星点領域研究（B－1）課題番号08248109（研究代表者；村上産直）  

「地震被災危険度のマクロゾーネイション」，現在，文部省科学研究費補助金一特定領  

域研究四・1）課選者号鴨24鋸09（研究代表者；村上虚直）「地粟被災危険度のマクロゾー  

ネイション」の中心的な研究として，1996年皮から1999年度の4年間という研究期  

間の中で進めてきた研究である。研究グループには，耐震工学を専門とする先生九  

防災都市計画を専門とする先生方，環境及び都市計画を専門とする先生方，情報技術  

を専門とする先生方と様々な分野の先生方及び私を含め多くの学生が参加した研究で  
ある。その中で「マクロ」にこだわり，4年間の研究成果をD論文という形でまとめ  

ることができたことを光栄に感じております。   
本論文では，マクロゾーネイションとしてのコンセプトで掲げた，マクロゾーニン  

グに影響する全ての要素を取り扱うことがで違なかったものの，既存の統計資料やリ  

モートセンシング，GIS等の情報技術を利用し，比較的容易に，日本全国における都  

市の地域的な特徴を明らかにすることができた研究であるとともに，その考え九手  

法等，今後の地震対策に生かせる研究成果であると確億しております。   

同時に，本研究のコンセプトである，直下型地震に関する，マクロな視野からの都  

市の地域的な特徴を明らかにすることの重要性を再認識するとともに，地震対策に係  

わる多くの人に，本論文の内容を理解して頂き，本研究成果が自治体を含め活用され  

ることを望んでおります。   
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